
■平成29年度施策評価の結果概要一覧

・【最終年度見込み（最終年度の成果達成見込み）判定の目安】最終目標達成率50.0％（3年÷6年×100）以上で「Ａ.順調」、40.0％（50.0％×80％）以上で「Ｂ.概ね順調」、30.0％（50.0％×60％）以上で「Ｃ.やや遅れている」、30.0％未満で「Ｄ.遅れている」　　※「（　）」付きは前回判定結果

・【単年度の判定基準】前年度に比して順調に近づいているもの「Ａ.順調」、目標にやや近づいているもの「Ｂ.概ね順調」、目標から遠ざかっているもの「Ｃ.遅れている」

・指標について、※印は総合計画（基本計画）に記載していないもの。

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

01子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり（政策統括監：保健福祉部長）

01-01子育て環境の充実

01-01-01子育てと仕事の両立の支援

①
年度当初の保
育園待機児童
数

公立保育園　7
園私立保育園
10園私立認定こ
ども園　2園私立
小規模保育事
業所13箇所私
立事業所内保
育事業所　1箇
所

7人 4人 9人 0人 △28.5% 35.0%

②
年度末の保育
園待機児童数

毎年度の３月１
日の待機児童
数（児童数の月
内の変更は無
い）（下段「( )」付
きは、未入所児
童数）

31人
(191人）

188人
（233人）

187人
（229人）

0人 △503.2% 35.0%

③

放課後児童クラ
ブへの入所希
望者が入所でき
ている割合

14学童保育所
（32児童クラブ）

100％ 100％ 100％ 100％ 達成 20.0%

④
特別保育実施
園数

乳児保育7、延
長保育19、一時
保育2、病後児
保育2

15園 27園 30園 30園 100.0% 10.0%

01-01-02子育て家庭等への支援

2

　児童手当や児
童扶養手当等の
支給のほか、医
療費の助成や保
育所保育料の軽
減などを行うこと
で経済的負担の
軽減が図られて、
安心して子育て
することができて
いる。
　　援助が必要な
母子家庭等が自
立し安定した生活
を送ることができ
ている。

①

育児環境が整
備され、安心し
て子育てができ
ると思う人の割
合

市民意識調査
による［隔年実
施］

70.6％ 64.8％ - 80％ - 100.0% B
B

(D)

市民意識調査（隔年実
施）における「育児環境
が整備され安心して子
育てができると思う人」
の割合が基準年よりも
減少しており、前年度
に比して目標値から遠
ざかっているため。

児童の医療費給付を拡
充し、また保育料の軽
減対象を拡大するな
ど、市民からの要望に
少しずつ応えている。

①医療費助成の対象者を拡大して
ほしいとの市民要望がある。

②子どもに対しての医療費給付に
ついて、県内１4市中４市が小学校
６年生まで、９市が中学校卒業ま
で、１市が高校卒業までと対象を
拡大している。加えて、所得制限
の撤廃、受給者負担の軽減など、
独自の基準を設けている。

③私立幼稚園就園奨励費補助金
について、国の制度改正により補
助額が引き上げられた。

①平成26年度に医療費給付対象
を多子世帯から小学３年生まで拡
充、平成28年度に対象を小学６年
生まで拡充した。併せて、就学前
の乳幼児の医療費給付方法の現
物給付化、受給資格の自動更新
にするなど、市民からの要望に少
しずつ応えてきている。

②各種手当について、制度、申請
方法などを広報及び窓口で市民へ
周知した。

③子ども・子育て支援新制度への
移行に伴い、平成27年４月に保育
料の一部減額（3歳児分）を行った
ほか、29年４月より多子軽減の対
象を拡大した。

①医療費給付の拡充内容が市
町村間競争となっている。

②平成31年10月の幼児教育無
償化について、国通知が未発出
であり、市の軽減制度の検討が
できない状況である。

①平成30年８月診療分から、子
どもの医療費給付事業の対象を
高校卒業まで拡充することとし
た。

②医療費給付の拡充内容が安
心して子育てができるまちづくり
に対しての市民ニーズにマッチし
たものか今後新たに検証を行う。

③平成29年４月より多子軽減の
対象を拡大適用を行っている。
平成31年10月の国の幼児教育
無償化への対応にあたり、引き
続き負担軽減に努めていく。

適切に構成され
ている。

01-01-03地域における子育て支援の推進

3

　地域で子育てに
対する協力や支
援が得られ、子
育て世代の悩み
や不安が軽減さ
れている（地域の
中で身近に相談
ができたり、子育
て世代が集まっ
て活動できる場
が確保されてい
る状態）。

①
ファミリーサ
ポートセンター
マッチング割合

児童の預かり等
の援助を受ける
ことを希望する
者が、援助の提
供を受けること
ができた割合
（新規依頼分）

93.8％ 100％ 100％ 100％ 達成 100.0% Ａ
A

(A)

指標は最終目標に達し
ており、利用件数も増
加傾向にある。

子育て支援センター事
業、子育て支援コン
シェルジュの設置事
業、認定こども園の子
育て支援活動など、地
域の子育て支援に取り
組んでいる。

①子ども・子育てをめぐる様々な課
題を解決するため「子ども・子育て
支援法」が施行され、市町村が実
施する地域子ども・子育て支援事
業として、ファミリーサポートセン
ター事業を含め13の事業が定めら
れた。

②ファミリーサポートセンター事業
においては、サービスを提供する
市民（あずかり会員）にとって、社
会参加や地域参加につながってい
る（あずかり会員の多くが子育てを
終えた世代である）。

①ファミリーサポートセンター事業
においては、マッチングに至るまで
の間に、職員（アドバイザー）がお
願い会員からの要望を細かく聞き
取り、お願い会員とあずかり会員
双方の相性に配慮するなどきめ細
かく対応している。

①ファミリーサポートセンター事
業については、より多種多様な
ニーズに応えるため、さらに多く
の「あずかり会員」を確保するこ
とが課題となっている。

②子育てサークルについては、
市民ニーズが把握できていな
い。

①ファミリーサポートセンター事
業については、広報やホーム
ページにより引き続き事業を周
知するとともに、あずがり会員を
増やすために、行事等での周知
を図る。また、あずかり会員から
の紹介、おねがい会員からあず
かり会員への勧誘を働きかけ
る。

②急速なSNSの発達により、子
育て世代が集まって活動する必
要性など、子育て支援センター
やコンシェルジュに寄せられた相
談等を分析しニーズ把握に努め
ていく。

当該施策の事務
事業であった
「家庭児童相談
室設置事業」
は、施策体系
コード 1-1-5「保
護や支援を要す
る児童へのきめ
細やかな取り組
の推進」へ移行
している。従来
は指標に家庭児
童相談に係る２
項目が掲載され
ていたが、見直
しにより1項目の
みとなっているこ
とから、指標とし
て想定されるも
のについて検討
している状況で
ある。

D
(D)

・放課後児童クラブへ
の希望者が入所できる
割合と、特別保育実施
園数は最終目標に達し
た。一方、保育園の０
～２歳児の利用希望が
増え、年度当初及び年
度末ともに待機児童数
が最終目標には達して
いないことから、「遅れ
ている」とした。

※待機児童数について
通園が30分以内の範
囲の保育所が空いてい
ないため、利用できな
い児童がカウントされ
ている。　小規模保育
所の増加や保育サービ
スの拡充による利用者
の増加に比例し、待機
児童も増加している。
入所申請が出されたま
ま入所決定していない
待機児童について、認
可外保育所の利用な
ど、実態の把握を全て
行うのは困難であり、
正確とは言えない数値
となっている。

①女性就業率の上昇等とともに保
育申込者数が増加しており、需要
の伸びに供給が追いついていな
い。

②H27年度からの子ども・子育て
支援新制度により、小規模保育事
業者の開設が進み、旧制度時に
比べ、0～2歳児の保育の受け皿
は増加している。

③教育（幼稚園）の利用希望者が
減少している。

④保育施設の増加や他職種への
人材流出などにより、保育施設で
は人材確保が難しくなっている。

①保育所の安定的な運営や保育
士の処遇改善、保育所等の設置
に財政支援を実施し、保育の受け
皿を拡大している。

②保育園と認定子ども園につい
て、公立で施設整備する場合は国
の補助がなく、現時点で市としての
整備計画がない。

③保育士の人材確保について、学
生等を対象にしたPR事業を行って
おり、市内施設への就職に結びつ
けている。

④学童保育所に対し、規模に関わ
らず安定的に運営されるよう、国
の補助制度に加え市独自の財政
支援を行っている。

⑤保育園等の施設整備の支援に
合わせ、特別保育の実施箇所を増
やしてきている。

①待機児童については、小規模
保育事業所の開設や利用定員を
増加することにより、保育全体の
サービス供給量としては「子ど
も・子育て支援事業計画（H27.3
策定）」の見込みを上回ってお
り、年度当初は10人以下に抑え
ている。しかし、４月以降の入所
希望者（特に0，1歳児）すべてが
サービスを受けられるようには
なっていおらず、保育ニーズに対
応できていない。

②幼稚園の利用者が全体的に
減少してきている中、私立幼稚
園の認定子ども園への移行と具
体的検討が進んでいない。

③保育士が全般的に不足してお
り、民間事業者が事業拡充や新
規展開の検討に当たって躊躇す
る大きな要因となっている。ま
た、給与等で条件のいい他業種
への転職の事例も生じており、保
育士の処遇改善や経済的負担
軽減等による人材確保策が求め
られている。

①待機児童解消のため、小規模
保育事業の推進や私立幼稚園
の認定子ども園化への移行を支
援し、保育の受け皿の拡大（特に
も産休・育休明けの0歳児）を実
現する。

②事業所内保育施設及び企業
主導型保育施設について商工部
等と連携し取り組む。

③保育施設の安定的な運営のた
め、職場環境の整備や賃金処遇
改善等を引き続き支援する。④
保育人材の確保のため、保育士
の養成機関などと連携した新規
保育士、潜在保育士の市内就職
を促す取組みを強化するととも
に、新たな確保策を検討する。

　実施し得る事
務事業として、
概ね適切に構成
されている。
　今後、保育士
確保に向けた新
たな展開の検討
による具体化が
必要である。

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

1

保護者の就労形
態の多様化や家
庭環境の変化に

対応した保育
サービスが充実
しており、利用し
たいときに常に利
用できる状態と

なっている。

C
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指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

01-01-04子どもの健やかな成長をはぐくむ環境の整備

4

　幼保小の連携
により、園児の小
学校への接続が
円滑に行われて
いる。
　幼稚園・保育園
の環境が整備さ
れ、安全な教育・
保育が実施され
ている。

①

公私立幼・保の
教諭・保育士及
び園児の小学
校訪問等連携
交流の実施（幼
児教育振興プロ
グラム関係）

連携交流を実施
した園数
（公立幼稚園５
園、私立幼稚園
５園、公立保育
園７園、私立保
育園10園、私立
認定こども園２
園）

28園
全園

（29園）
全園

（29園）
全園

(28園)
100.0% 100.0% Ａ

A
(A)

市内全地区全園におい
て、幼保小等連携の実
践活動を行った。

　 ①文部科学省においても、スタート
カリキュラムスタートセットを作成
し、小学校への円滑な接続に向け
た取り組みを行っている。

②子ども・子育て支援新制度で
は、幼保一体化（認定こども園化）
を推進している。

①市内全ての幼稚園、保育園、認
定こども園及び小学校において北
上市幼児教育振興プログラムに
沿った幼保小等連携事業を実施し
た。

②園ごとに工夫して小学校との交
流事業に取り組んでいる。

①幼稚園、保育園、認定こども園
及び小学校の職員に対する研修
や情報及び意見交流を行う機会
が少ない。

②老朽化した公立施設（幼稚園、
保育園）整備が急務となってい
る。

①北上市幼児教育振興プログラ
ムの着実な浸透を図るため、推
奨している研修や交流が多くなる
よう働きかけを行う。

②施設の整備については、平成
26年度に策定した北上市子ども・
子育て支援事業計画の方針に基
づき事業実施する。

①事務事業は適
切に構成されて
いる。

②北上市幼児教
育振興プログラ
ム（平成26年度
策定）に沿った
幼保小等連携実
践活動が全ての
園において行わ
れていることか
ら、当初の目標
は達成されてお
り、指標の見直
しについて検討
が必要である。

01-01-05保護や支援を要する児童へのきめ細かな取り組みの推進

①

こども療育セン
ターのたけのこ
教室の１日当た
りの平均利用者
数

たけのこ教室の
集団療育におけ
る１日当たりの
平均利用者数
（延べ利用者数
/開園日数）

10.7人 10.0人 8.8人
7人以上
12.5人以

下
達成 30.0%

②

児童発達支援
事業（こども療
育センター）の
利用者の満足
度

定点観測：担当
課

81.0％ 88.7％ 72.0％
80.0％以

上
未達成
（90％）

30.0%

③

保育園・幼稚園
等巡回訪問の１
回当たりの平均
対象児数

保育園・幼稚園
等巡回訪問の１
回当たりの平均
対象児数（延べ
対象児数/巡回
訪問回数）

3.0人 2.9人 2.7人 ３人以下 達成 20.0%

④
要保護児童相
談・通告件数

家庭児童相談
員が受理した児
童虐待相談・通
告件数

34件 35件 17件
40件未

満
達成 5.0%

⑤
家庭児童相談
終結割合

年度内に新規に
受理した件数の
うち、終結した
割合（基準年度
以前3か年の平
均割合の維持ま
たは増加を目標
値とする）

26％ 49.12％ 5.88％ 40％ 未達成 5.0%

⑥
家庭児童相談
継続件数

年度内に終結
せずに次年度に
継続する件数。
（基準年度以前
３か年の平均件
数の維持または
減少を目標値と
する）

115件 172件 147件 100件 -213.3% 10.0%

5

　障がい児や発
達の遅れのある
児童及び保護者
への支援により、
地域で安心して
暮らせる環境と
なっている。

B
B

(B)

指標２の児童発達支援
事業の利用者の満足
度及び指標６の家庭児
童相談継続件数は達
成できなかったものの、
指標１のこども療育セ
ンターのたけのこ教室
の１日当たり平均利用
者数と、指標３の保育
園等巡回訪問の１回当
たりの平均対象児数と
指標４の児童虐待相
談・通報件数について
は達成できたため。

障がいや発達の遅れ
のある児童が、こども
療育センターや花巻市
のイーハトーブ養育セ
ンターなど身近な地域
で早期療育を受けられ
る環境になっている。

①保護者の障がいや発達の遅れ
に関しての早期発見・早期療育の
重要性の理解が進んできており、
こども療育センターの児童発達支
援事業の利用者が増加傾向にあ
る。

②保育園・幼稚園等の入園児に、
発達の遅れや発達が気になる児
童が増加傾向にある。
　
③利用者の満足度については、
ニーズの多様化により事業の方法
等において満足が得られなかっ
た。

④児童の虐待の相談については、
市への通告・相談の件数は減って
いるが、直接県児相に通告される
くケースもあり、県への通告はほ
ぼ横ばいである。

①こども療育センターのたけのこ
教室の対象児の増加に対応する
ため開設日数を増やした。

②各園から対象児が選定され受け
入れているが回数の調整や対象
児選定の際の精査を随時依頼して
いる効果もあり、1回当たりの平均
対象児数は目標を達成した。
　
③これまで利用者や関係者からの
意見を参考にし不都合がある事業
については、随時見直してきてい
るが、まだ利用者の意向と乖離す
る部分がある。

④児童保護を担当する子育て支
援課が教育委員会に設置され、要
保護児童への対応について、小中
学校・幼稚園・保育園との連携が
図り易くなっている。

⑤子育て支援センターやファミリー
サポートセンターの設置により、子
育てに関する相談や支援が受け
やすい環境が整ってきていること
から、保護者が相談できる場が増
えた。

①児童発達支援事業（たけのこ
教室）対象児が増加傾向にある
ため、開設日数を増やして対応
しているが、現職員体制ではき
め細やかな療育提供や対応がし
きれない状況となってきている。

②乳幼児健診等で把握した養育
不安のある家庭へ事前の働きか
けを行うなど、虐待の未然防止
のための関係各課の取り組みや
連携がますます重要となってい
る。

③要保護児童相談及び家庭児
童相談においては、多種多様な
問題を抱えたケースが増えてお
り、関係機関との連携の必要性
はますます高まっている。

④私立保育園においては、障が
い児の受入にあたり、幼稚園教
諭の確保が難しいこと、県からの
補助金が十分でないことから、入
園希望に応じられない園もある。

①児童発達支援事業について
は、1日当たりの平均利用者数が
適正な人数となるよう、利用者数
に応じて柔軟にグループ分けす
ることのほか、新規利用者につ
いては事業利用の必要性も更に
精査しながら療育の質の確保・
向上に努めていく。また、各事業
の実施方法については、継続し
て療育専門員等関係者から意見
をいただきながら改善していく。

②母子手帳交付時の面談や乳
幼児健診において、子どもの養
育不安のある家庭があった場
合、その情報をもとに関係課協
議を行い、適切な役割分担をし、
効果的な支援方法を検討しなが
ら虐待の未然防止を図っていく。

③要保護児童相談において支援
が必要なケースについては、要
保護児童地域対策協議会におい
て関係機関とともに情報共有や
役割分担を行い、より一層の連
携を図りながら、迅速かつ適切
に対応していく。

④家庭児童相談については、今
後も北上市要保護児童対策地域
協議会におけるケース検討会議
等で具体的な支援の内容を検討
するなど関係機関と連携して対
応するとともに、専門研修等によ
りスキルアップを図り、迅速かつ
適切に対応していく。

⑤私立幼稚園での障がい児対応
について、子ども・子育て支援新
制度及び従来の私学助成におけ
る経費支援等を分析し、今後必
要とされる市としての施策につい
て検討していく。

適切に構成され
ている。なお、後
期基本計画で
は、01-01-03の
構成事業であっ
た「家庭児童相
談室設置事業」
を当該施策へ移
行した。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

01-01-06母子の健康の確保及び増進　〈Ｈ29年度外部評価対象施策〉

① 妊婦健診率

妊婦一般健康
診査使用枚数/
妊婦一般健康
診査交付枚数
×１００（実績書
より）

78.7％ 83.7％ 83.8% 79.0％ 達成 25.0%

②
乳幼児健診受
診率［4カ月］

受診者数/対象
者数×１００（実
績書より）

97.0％ 97.3％ 97.7% 98.0％
未達成
（70%）

25.0%

③
乳幼児健診受
診率［1歳6カ
月］

受診者数/対象
者数×１００（実
績書より）

98.7％ 98.5％ 98.1% 98.5％
未達成

（99.6％）
25.0%

④
低体重児出生
率

保健福祉年報よ
り

11.6％
[H25年]

10.3％
「Ｈ27年]

10.3%
[平成28

年]
9.1％ 52.0% 25.0%

01-02高齢者や障がい者などの自立した生活への支援

01-02-01介護予防の推進と介護サービスの充実

①
特別養護老人
ホームの待機
者数

在宅の特別養
護老人ホーム入
所希望者で早期
入所が必要とさ
れる者

111人 77人 59 65人 113.0% 50.0%

② 要介護認定率

３月末時点の全
ての要介護認定
者を65歳以上の
高齢者人口で除
したもの

18.38％ 18.46％ 18.55
17.0％以

内
未達成 25.0%

③
介護サービスに
満足している高
齢者の割合

介護保険事業
計画を策定する
際に要介護認
定者に対し実施
したのアンケー
ト結果

72.20％ － - 77.00％ - 25.0%

適切に構成され
ている。

①妊娠届出時や乳幼児健診等
で把握した心身の健康課題や生
活環境の課題に関して個別対応
しているが、虐待やＤＶなど母子
保健領域だけで解決できない複
雑化したケースが目立ってきて
おり、安心安全な出産や育児を
包括的に支援する体制整備の必
要性があるが、現在は体制構築
されていない。

②妊娠届時や乳幼児健診等で
把握された養育支援家庭のうち
妊産婦へ支援する割合が増加し
ていることから、妊産婦の支援を
充実強化するための事業及びマ
ンパワーが不足している。

③市民から不妊に関する相談機
関の設置や妊娠を希望する方の
不妊治療費助成について要望が
あるものの、体制ができていな
い。

①妊娠期から把握した心身の健
康課題や生活環境の課題に対し
て、産後や子育て期に渡り包括
的に支援する子育て世代包括支
援センターの設置に向け整備を
進めていく。

②妊産婦に対する支援を充実強
化するために新規に産後健診及
び産後ケア事業を実施する。更
に産前・産後サポート事業や産
後ケア事業（施設型）の新規実施
に向け、関係機関と協議しながら
進めていく。

③新規事業として妊娠を希望す
る方へ一般不妊治療費助成、特
定不妊治療費助成の実施に向
けた調整を進めていく。

④子育て世代包括支援センター
の設置に向け、必要な職種、マ
ンパワーについて検討していく。

※平成30年度から新規事業とし
て①産後健康診査、②新生児聴
覚検査、③産後ケア事業が追加
となる。

事務事業は適正
に構成されてい
る。

Ｂ
(C)

①指標１において、特
養ホームの待機者数
は、第６期介護保険事
業計画（H27～H29）の
地域密着型施設の整
備が進んだため、減少
し、目標を達成した。

②指標２において、要
介護認定率はわずか
な上昇にとどまったも
のの目標値を達成でき
なかった。第７期介護
保険事業計画における
推計値が18.5％とした
ため、最終目標値もそ
れに合わせることにす
ると、29年度実績では
わずかに及ばなかった
ことになる。

①在宅医療介護連携
事業の推進により、在
宅での看取り率が全国
第10位（20.3％）となっ
ている。

②百歳体操の普及啓
発により、住民の自主
的な活動が活発化して
いる。

B
(B)

妊婦健診率は最終目
標に到達しているが、４
か月児健診と１歳６か
月健診の受診率は目
標値を若干下回ってい
る。

相談されることが多い
内容や月齢にあった情
報提供のためにパンフ
レットを整備している。
乳幼児健診未受診者
については電話や家庭
訪問のほか、医療機関
や保育園や幼稚園等と
連携して状況把握して
いる。

①妊婦健診や乳幼児健診を受診
する意識が市民に根付いている。

根拠：全国の乳幼児健診受診率
４か月：95.6％
1歳６か月：96.4％
（参考：平成28年度地域保健・健康
増進事業報告の概要）

①無料で妊婦健診を受診できるよ
うに、妊娠届出した方に妊婦健康
診査受診票を１４枚交付している。

②妊娠届出時にアンケートにより、
妊婦の心身の健康課題や生活環
境の課題をアセスメントし、支援が
必要な妊婦については関係機関と
情報共有している。

③乳幼児健診では親子の困りごと
や支援ニーズを把握し、明確に
なった健康課題に沿った支援を適
宜関係機関と情報共有しながら
行っている。

④４か月児健診では子育てコン
シェルジュを相談スタッフとして配
置し、子育てサービスに関する個
別相談に対応している。

⑤１歳６か月児健診では発達相談
員を相談スタッフとして配置し、個
別相談に対応している。

①第１号被保険者の増加や平均
寿命の延伸により、常時介護を必
要とする高齢者や認知症高齢者
が増加すると予測されるため、特
別養護老人ホームの入所待機者
は減少したものの、当面は常時発
生する見込みである。

②介護人材の不足により、特別養
護老人ホーム等介護事業所の運
営に支障が出ているほか、新規参
入が難しくなっている。

③少子高齢社会の進展により、高
齢者の割合（高齢化率）が年々上
昇しているとともに、平均寿命も延
伸している。
　
④認知症予防など介護予防ニー
ズが高まっている。

①要介護認定率を減らすため、介
護予防事業（一次予防、二次予
防）から方針を転換し、住民主体
の介護予防活動を支援する取組を
強化している。

②在宅医療介護連携支援センター
の設置により、医療介護の多職種
連携ケア体制が少しずつできてき
た。

②成人病予防等の保健事業と介
護予防等の介護予防事業が一体
的に提供されていないため、健康
寿命延伸の効果が表れにくい。

①介護サービスの種別やその利
用者が増えているため、介護給
付費の財政負担や介護保険料
の市民負担が上昇している。
②要介護認定に至らない虚弱な
高齢者の介護予防及び日常生
活を支援する仕組みの整備が遅
れている。また、支援関係者の
意識が「高齢者を自立して住み
慣れた地域のコミュニティーに復
帰させる」という目標設定をする
までに至っていないし、ノウハウ
も欠如している。
③認知症高齢者が増加している
が、認知症に対する家族や地域
住民の理解が進んでいない。ま
た、地域での受け皿（サロンやカ
フェ等）も少ない。
④認知症高齢者を早期に発見し
早期に対応する医療・介護連携
による体制整備が遅れている。
⑤高齢者世帯が増加し、老老介
護や認認介護などの社会問題が
表面化している。
⑥介護福祉士養成校の定員割
れの状態が続き、介護人材不足
による事業者の危機感が増して
いる。
⑦健康寿命の延伸には、医療保
険の保険事業と介護保険の介護
予防事業の一体的な取り組みが
必要だが、連動性がなく年齢で
分けられて実施されているため、
要介護認定者の増加に歯止め
がかからない。

①介護予防・日常生活支援総合
事業により、介護予防と生活支
援体制の整備を進めつつ、支援
関係者の意識の変化を促し、介
護費用の節減を図っていく。
②地域包括支援センターを拠点
とした地域包括ケアシステムづく
りを進め、地域での支え合い体
制を構築していく。
③認知症サポーター養成講座を
引き続き開催するほか、地域住
民主体の認知症カフェやサロン
設置に向け、立上げや運営など
の支援を地域包括支援センター
と協力して行っていく。
④医療、介護、地域など多職種
が連携して、認知症高齢者の早
期発見、早期対応のケア体制
（認知症初期集中支援チーム）を
構築していく。

介護者の負担軽減が図られるよ
う、介護サービスの提供体制の
整備を図る。
⑥介護福祉士養成校の入学者
が増加するよう補助金等の支援
を継続するとともに、離職者、障
害者、高齢者等人材確保のすそ
野を広げる対策を新たに検討す
る。
⑦65歳未満の成人病予防・重度
化防止対策と65歳以上の介護予
防事業が効果的に連動し、健康
寿命の延伸につながる仕組みを
検討する。

　介護予防の推
進により要介護
認定者の増加が
抑制されていると
ともに、要介護状
態になった場合
に充実した介護
サービスが受け

られている。

B7

6

　定期的に妊婦
健診や乳幼児健
診を受診すること
で、母子が出産
や育児に関する
相談や支援を受
けることができ、
安心して子育て
ができる。

B
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

01-02-02高齢者が活躍できる場の確保

①
生きがいを持っ
ている高齢者の
割合

介護保険計画
のアンケート調
査（3年に1回）
及び高齢者の
生きがいに関す
るアンケート調
査

69.90％ － 49.8％ 77.00％ 未達成 40.0%

②
シルバー人材セ
ンター登録者就
業率

シルバー人材セ
ンター事業実績
(就業実人員/会
員登録数）×
100

96.40％ 96.0％ 96.10% 96.40％ 未達成 30.0%

③
ボランティア活
動をしている高
齢者の割合

ボランティア活
動センターにボ
ランティアとして
登録している人
のうち実際に活
動している人の
数の割合

28.0％ 67.1％ 75.2% 38.0％ 達成 30.0%

④
65歳以上の就
労率（参考指
標）

国勢調査データ
による。（５年に
１回）

－ － - － - ％

01-02-03高齢者への生活支援の充実

①
福祉ふれあい
ホットライン利
用者

申請に基づき設
置した数
（高齢者のみ世
帯数に対する設
置者の割合）

526人
（4.23％）

514人
（3.83％）

504人
（3.64％）

570人
(5.00%)

未達成
(△50.0%)

50.0%

②
高齢者バス券
の利用率

交付対象者のう
ち、交付した人
が実際に利用し
た実績
利用金額/（交
付者数×3,000
円）

76.4％ 74.9％ 74.9％ 79.0％ 未達成 50.0%

8

現役引退後も地
域社会に貢献で
きるような｢居場
所｣と「出番」が得
られ、元気な高齢
者が社会の支え
手として活躍する
生涯現役社会が
実現している。生
きがいを持って安
心して暮らすこと
ができるまちであ
ること。

B
B

(A)

①ボランティア活動をし
ている高齢者割合の実
績値が目標値を上回っ
たため。

②生きがいを持ってい
る高齢者の割合につい
ては、３年に１度のアン
ケート調査によるもの
だが、割合が大幅に下
がった。

③シルバー人材セン
ター登録者就業率は横
ばい状態であるが目標
値をほぼ達成してい
る。

①価値観が多様化し自由に行動し
たいと思っている高齢者が増加し
ている。

②老人クラブの加入者数及びクラ
ブ数の減少が続いている。

③シルバー人材センターの会員登
録者数は減少傾向で、かつ会員の
高齢化が進展している。

④社会活動に参加したいと思って
いるが仲間がいない高齢者が増
加している。

①価値観が多様化する高齢者の
ニーズを把握できていない。

②老人クラブやシルバー人材セン
ターに補助金を支出し、運営を支
援している。

③ボランティア活動のニーズに対
してのマッチング機能が弱い。

④高齢者が参加できるボランティ
ア活動を支援する体制の整備を
行った。

①意欲のある元気な高齢者が
「支える側」として活動できるよう
な意識の啓発が不足している。

②老人クラブへの加入促進が図
られるような、魅力ある事業の展
開が不足している。また会員の
自発的な意識が欠けている。

③ベテランの技術と知識を生か
せるシルバー人材センターの職
種について拡大がされていな
い。

④高齢者が社会貢献や生きがい
づくり活動を展開するための足
の確保が不足している。

①緊急通報装置に連動した火災
警報器を設置し、火気の不始末に
対応できている。

②バスを利用できない高齢者のた
めにタクシー利用可としたが、周知
不足等により利用率の上昇にはつ
ながっていないが、タクシー利用
の割合は増えている。

①高齢者世帯が増加している
が、日常の見守り体制が十分で
ない。

②交通弱者に対する地域公共交
通政策との連携が不足してい
る。

③路線バスが運行していない、
又は既存バス停が離れているな
どの空白地域があり、バスを利
用したくても利用できない高齢者
がいる。

①高齢者が住み慣れた地域で安
心して生活できるように介護、医
療、予防、住まい、生活支援サー
ビスが切れ目なく提供される地
域包括ケアシステムを構築して
いく。

②見守りが必要なひとり暮らし高
齢者等に、緊急装置及び火災警
報装置の設置を積極的に設置し
ていく。

③福祉協力員による医療キット
配布により、ひとり暮らし高齢者
の安全と安心の確保を図る。ま
た、見守り安心ネットワーク協力
事業者と連携し、見守りを強化し
ていく。

④交通弱者に対する支援策を、
地域公共交通の政策と連携し実
施していく。また、タクシー利用を
可能としたことについて、交付時
に周知を徹底する。

①訪問入浴車
サービス利用者
負担額減額事業
及び訪問介護利
用者負担軽減事
業は他の在宅
サービス利用者
との平等性が図
られていないこ
とから廃止す
る。

②適切に構成さ
れている。

③在宅老人のた
めの寝具洗濯乾
燥サービス事業
について、事業
の見直し廃止し
た。

④在宅老人生活
用具給付事業お
よび在宅老人生
活費援助事業に
ついて、事業内
容の見直しをは
かりたい。

9

高齢者が住み慣
れた地域で安心
して生活できるよ
うに、緊急通報装
置の設置や相談
体制を整備して
いる。在宅生活
が困難な低所得
の高齢者に対し
ては、養護老人
ホームでの生活
支援が行われて
いる。

C
Ｂ
(B)

緊急通報装置を必要と
する高齢者へのサービ
ス提供はできている
が、死亡又は施設入所
等による装置撤去を徹
底したところ、利用者数
が550人から504人に
減ったもので、550人を
ベースに。毎年10人程
度の増加を見込んだ。
一人暮らしの高齢者が
増加しており、潜在的
ニーズは高まっている
が、比較的元気な方が
多く、装置の設置を望
んでいない。
第８次高齢者福祉計画
も同様の目標値を設定
している。

高齢者バス券の利用
率は、横ばいで目標値
に達することはできな
かった。

一人暮らし等の高齢者
が毎年200人程度増加
する中、医療情報キッ
ドの配布や民間会社等
による見守り体制を強
化する事業を新規で
行っている。

ホットラインの対象者は
常に異動するため目標
値の設定は難しい。

①近隣関係の希薄化により、緊急
通報装置を設置する際の協力員を
確保できない。

②交付されたバス券を、万一の備
えとして、使い切らない高齢者が
いる。

③バス券を交付されても、実際に
は全く利用していない高齢者がい
る。

①高齢者に関係する機関や団体
と連携し、課題の掘り起こしとそ
の解決策について検討していく。

② アンケート等で高齢者の活動
実態を把握し、価値観の多様化
にマッチするよう、事業の見直し
を行っていく。

③高齢者がいつまでも元気で暮
らせるよう、社会参加と生きがい
づくり、健康増進の目的とした事
業を継続、拡大していく。

④地域貢献の担い手として、老
人クラブの活動やシルバー人材
センターの運営を支援していく。

⑤ふれあいデイサービス事業の
さらなる参加促進を図るととも
に、高齢者同士が支えあうことが
できる体制の整備を行っていく。

適切に構成され
ている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

01-02-04障がい者の社会参加と自立への支援

①

障がい者支援
施設の利用者
数［日中活動系
/居住系］

利用者数（実人
数）

605人
168人

680人
202人

711人
200人

710人
175人

101.0% 25.0%

②
市内企業の障
がい者雇用率

雇用する障がい
者の数÷雇用
する常用労働者
の数

1.60％ 1.78％ 1.76％ 2.00％ 未達成 20.0%

③

福祉施設から
一般就労への
移行者数［累
計］

福祉施設から一
般就労への移
行者数［H23か
らの累計］

25人
［H23-26

年度累
計］

45人
［Ｈ23-28

年度累
計］

55人
［Ｈ23-29

年度累
計］

100人 40.0% 20.0%

④

福祉施設入所
者及び社会的
入院者の地域
生活への移行
者数［累計］

福祉施設入所
者及び社会的
入院者の地域
生活への移行
者数［H23から
の累計］

10人
［H23-26

年度累
計］

29人
[Ｈ23-28
年度累

計]

32人
[Ｈ23-29
年度累

計]

65人 40.0% 20.0%

⑤

障がい福祉
サービス利用者
の満足度
（６段階評価）

定点観測：担当
課

4.882
［Ｈ27年

度］

4,877
[28年度]

4.926
［29年度］

増加 達成 15.0%

01-02-05生活困窮者への支援

11

　貧困、低所得者
等の生活保護を
必要とする世帯
及び被保護世帯
の相談により、必
要な最低生活の
保障を図るととも
に、就労可能な
被保護者に対し、
就労支援すること
により、被保護者
が自立している。

①

就労支援による
就労対象者に
占める就労開
始率

就労支援プログ
ラム、福祉から
就労、通常ケー
スワークによる
就労支援者のう
ち、就労した者
の割合

31.40％ 35.30％ 31.13％ 35.00％ 未達成 100.0% B
Ｂ
(A)

就労支援した結果、就
労に結びついた者の人
数は昨年並みであった
が、対象者数が若干多
かったため、割合として
は数値が下回った。

有効求人倍率の高止まりが続いて
いるが、失業等による40～50歳代
の保護申請が多く、昨年に引き続
き支援対象者が多かった。

就労支援員による熱心且つ積極
的な支援を行い、就労に結びつい
た者の人数は例年並みであった
が、就労阻害要因のある者も幅広
く就労支援対象としてあげて取り
組んだことから、就職率は下がっ
た。

①かなり困窮してからあるいは
離職後期間が経過してから相談
に来る者が多く、自立に結びつき
にくいことから、早期に生活困窮
者自立相談支援事業の利用を促
す必要がある。

②就労支援により就職したが続
かずに辞めてしまう場合がある
ため、就職後もフォローを行う必
要がある。

①生活困窮者が早期に相談につ
ながるよう、生活困窮者自立相
談支援事業の更なる周知を図
る。

②就労支援により就労開始した
者に対し、就労後の職場定着の
ため、定期的に電話等により就
労状況等を確認し支援していく。

事務事業は適切
に構成されてい
る。
被保護者のみを
対象とした就労
支援の指標か
ら、生活困窮者
を対象に含めた
指標を検討する
必要がある。

①相談支援体制の充実により福祉
サービスの適切な利用につなが
り、サービス利用者が増加してい
る。

②特別支援学校の生徒の卒業後
の就労ニーズがあり、日中活動系
サービスの利用が増えている。

③グループホーム等の受入先は
増加しており、施設入所者の地域
移行も比較的多かった。

④障がい者雇用率の算定対象と
なる従業員50人以上の民間企業
が増加し、算定基礎労働者数の母
数が増加したものの、それに見合
うだけの障害者雇用の伸びがな
かった。

①自立支援協議会で相談支援体
制について協議を重ね、成果を上
げている。関係者の連携も図られ
スキルも向上しているため適切な
サービス利用につながっている。

②企業に対して、障がい者雇用に
ついての啓発や成功事例等の紹
介を行い、雇用希望に対しての
マッチングなど適宜支援を行って
いる。

③就労支援施設利用者への就労
支援により、一般就労への移行者
が継続的に出ている。

④自立支援協議会やケア会議等
で地域移行希望者の支援を検討
し、適切な支援ができるよう関係機
関で連携を図っている。

①サービス利用希望者及び対象
者が増加しており、提供者側の
事業所の定員不足や介護人材
の不足等もあいまって、一部
サービスでの提供能力に不足が
生じる懸念がある。

②対象者の高齢化が進んでお
り、サービス供給量や介護給付
費が増加してきている。

③障がい者自身の社会参加スキ
ル、企業の障がい者理解及び支
援体制が十分ではなく、一般就
労に結びついても継続できずに
辞めてしまう場合も多くある。

④障がい者が地域で自立した生
活をしていくために、地域住民の
障がいに対する理解が不足して
いる場合がある。

⑤重症心身障がい者（児）や医
療的ケアが必要な障がい者（児）
に対するサービス資源が不足し
ている。

⑥障がい者を採用したい企業は
多いものの、障がい者の情報を
十分には把握できず、また雇用
するノウハウも蓄積されていな
い。

10

　障がい者が必
要な支援を受け
られ、必要な時に
相談できるように
なっている。ま
た、障がい者が
社会でいきいきと
暮らし、自立した
生活を実現でき
る環境ができて
いる。

Ａ
B

(A)

５つの指標のうち４つが
順調に推移しており、
残り１つも微減である。
最終年度の達成見込
みについては、２つの
指標で目標達成してお
り、残り３つの指標も概
ね順調と判断できる。
民間事業所による障が
い者の法定雇用率は、
法改正により30年４月
から2.2％に上がり、一
層の努力が必要とな
る。

①障がい者のニーズ把握に努
め、自立支援協議会で協議しな
がら相談支援体制及びサービス
提供体制を充実させ、一人ひとり
にあったサービスの提供と本人
の希望する暮らしを実現できるよ
う支援していく。

②相談支援事業所、障がい者団
体及び障がい福祉サービス事業
所等の関係機関と連携し、障が
い者が必要な福祉サービスを受
けられるよう周知に努め、適切な
サービス提供が行われるよう協
力していく。

③自立支援協議会就労支援部
会を中心に、障がい者の多様な
就労の場を確保する方策を協議
し、企業や就労支援事業所の協
力を得ながら継続的な支援を実
践していく。

④障がい者が地域で自立した生
活を送れるよう、地域住民に対し
障がい者理解を深めるよう啓発
を図っていく。

⑤ニーズ把握に努め、不足する
サービスについて新たな資源創
出に向けて検討を進めていく。

⑥障がい者就職相談会や、自立
支援協議会就労支援部会を中心
とした随時の相談により、企業と
就労希望者とのマッチングの機
会を充実させる。

事業は適切に構
成されている。
障がい者等施設
入所者就職支度
金給付事業は対
象者が限定的で
あり、就労支援
施設の工賃等も
向上してきてい
ることから廃止と
する。

サービス需要の増加に
対して事業所や定員も
増加してきており、必要
なサービス提供は概ね
なされている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

01-03健康づくりの推進と地域医療の充実

01-03-01地域医療の充実

①
人口あたりの医
師・歯科医師数

医師・歯科医
師・薬剤師調査
（総務省）及び
岩手県人口移
動報告年報（岩
手県）の数値か
ら算出
※医師・歯科医
師・薬剤師調査
は２年に１回

249.6人
/10万人

未発表
273.8人
/10万人
[H28年]

250人
/10万人

6050.0% 30.0%

②
休日当番医院・
歯科医院の診
療日数

医師会、歯科医
師会との業務委
託契約に基づく
年間契約及び
実績報告

72日
20日

72日
20日

72日
20日

72日
20日

100.0% 40.0%

③
地域医療が充
実していると思
う市民の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

70.5％ 70.5％ - 78.0％ - 30.0%

01-03-02病気の予防、早期発見、早期治療の推進

①
保険診療に係る
保険者負担額
の伸び率

総支出額の多く
を占める保険給
付費は、医療の
高度化等により
年々増加するた
め、平成20年度
から平成24年度
（見込額）までの
保険者負担額
の前年度比の
平均値である
3.13%以下に抑
えることを目標
とする。

-1.69％ -2.26％ -1.05%
3.10％以

下
達成 40.0%

②
メタボ対象、予
備群の割合

内臓脂肪型肥
満（メタボ、メタ
ボ予備群）の割
合が少ないと、
虚血性心疾患、
脳血管疾患の
発症リスクが低
くなる。

24.7％
25.2％

[Ｈ27年
度]

26.5％
【Ｈ28年

度】
21.0％ 未達成 20.0%

③
各種がん検診
受診率

6つのがん検診
（胃・大腸・肺・
乳・子宮・前立
腺）の各がん検
診受診率平均

37.35％ 38.15％ 37.77％ 50.00％ 3.3% 20.0%

④
特定健診受診
率

厚生労働省に
対する法定報告
数値

40.0％
［H25年

度］

38.0％
[Ｈ27年

度]

36.4％
[Ｈ28年

度]
60.0％ -18.0% 20.0%

①中部医療圏において
救急医療確保のために
病院群輪番制の制度
が整備されている。
②岩手中部地域医療
情報ネットワークシステ
ム「いわて中部ネット」
が稼働し、「病診連携」
をさらに一歩進めるた
めの環境整備が進んで
いる。

①中部病院の開設後、かかりつけ
医制度について市民の認知が高
まり、基幹病院（中部病院と北上
済生会病院）と診療所の病診連携
が定着してきている。

②北上済生会病院の新病院建設・
移転の計画が順調に進んでいる。

③高齢化に対応するため病診連
携のほか、医療介護の連携が求
められており、稼働開始した「いわ
て中部ネット」では、介護情報の連
携に向けて準備が進められてい
る。

①かかりつけ医制度の更なる定着
に向けて、ホームページや広報等
により、継続して市民に周知してい
る。

②北上済生会病院新病院建設事
業支援対策会議を設置し、庁内の
情報共有と課題解決に向けた即
応体制を整えている。

③「いわて中部ネット」の構築等に
対して、市から地域医療の確保と
地域包括ケアの両面から助言など
の支援を行っている。

①北上済生会病院の新病院建
設に対し、地域医療の確保のた
めの支援が求められている。

②「いわて中部ネット」をより効果
的なものとするため、住民及び医
療機関等の参加を増やしていく
必要がある。

①地域医療の根幹を支える北上
済生会病院の新病院建設事業
の促進のため、助言と支援を行
う。

②「いわて中部ネット」への住民
及び医療機関等の参加を増やす
ため、プロモーション活動等への
支援を強化する。

平成30年度から
「北上済生会病
院新病院建設支
援総合補助金」
を追加する。

①医療費に占める入院医療費の
割合が県平均よりも低く、医療機
関への早期受診、早期治療に努
めている傾向があり、重症化予防
に繋がっている。

②働く世代や若年層、男性の健診
（検診）受診者が少ない。

③がん検診を受診する高齢者の
中には、体力的な負担がかかるた
め受診しない人が多い。

④体に負担がかからないがん検
診は、集団検診での実施は不可
能で、また、市内医療機関での実
施も医療機器の台数が限られるこ
とから、治療を必要とする者を優
先するため実施は困難である。

①休日や夕方に受診できるよう環
境づくりを行ったり、未受診者への
受診勧奨通知など実施し、一定の
効果はえられたが、周知・PRが不
足したため、前年度受診率を上回
るまでには至らなかった。

①健診（検診）日程の周知時期
など住民目線での工夫や、他の
がん検診も同時に受けられるな
どの工夫が不足している。

②生活習慣病が重症化していく
と、本人に係る医療費負担も増
えていくことが理解されていな
い。

③健診（検診）の結果、精密検査
の対象となった市民の重症化予
防をすることが十分でない。

④健康寿命に対する意識啓発が
不足しており、具体的な取り組み
も行っていない。また、保健事業
と介護予防事業が65歳で分けら
れ、一体的な取り組みができて
いない。

①がん検診と特定健診を合わせ
た総合健診や、休日や夕方健診
などの実施回数を増やし、市民
が受診しやすい環境を整備して
いくとともに、周知・PRにより受診
率の向上に繋げる。

②市民の健康づくりに関する意
識を喚起し、生活習慣の改善に
取組むなど、第３次北上市健康
づくりプランを推進していくととも
に、より効果的な対策について
検討していく。

③特定保健指導、精密検査の重
要性を周知させ、特定保健指導
講習会や個別訪問等で受診勧
奨をし、重症化予防に取組んで
いく。

④健診受診率向上や健康寿命
の延伸に係る方策として、健康マ
イレージの導入について、他市
の成功事例を参考として今後研
究するとともに、介護予防との連
動についても併せて検討する。

適切に構成され
ているが、周知・
PRが不足してい
るため成果に結
びついていな
い。周知・PRの
手法の検討が必
要。

①芸能人のがん罹患
報道で一時的に受診率
が上がる「がん検診」も
あるが、全体の受診率
向上までは影響がな
い。

13

  市民自ら検診を
受けることによっ
て、病気の早期
発見・早期治療に
つなげ、病気が
あっても自分らし
い生活ができて
いる。

B
B

(C)

①千人当たりの診療所
数が県平均を上回って
おり、かかりつけ医等
の医療提供体制が充
実していることから、医
療費の伸びが抑制さ
れ、結果として保険者
負担額が抑制された。

②各種がん検診受診
率、特定健診受診率と
もに目標が達成できな
かったが、国の目標値
が高く設定されており、
達成困難な状況にあ
る。

③特定健診は受診勧
奨をしても、長期間受
診していない者の受診
率向上に繋がらない。

③がん検診の対象者
は40歳以上だが、受診
者の半数以上が65歳
以上と高齢化してい
る。

12

　救急医療と休日
当番医院・歯科
医院制度が充実
し、適切な医療が
受けられている。
　高度医療機能
を有する病院と初
期診療に対応す
るかかりつけ医
（診療所）が役割
分担する「病診連
携」が定着してい
る。

B
B

(B)

①人口あたりの医師・
歯科医師数が増加して
いる。
②休日当番医、休日歯
科当番医制による休日
の診療日数が確保され
ている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

01-03-03市民の健康づくりの推進

①
食生活改善推
進員数

推進委員数 371人 367人 351人 370人 -20.0% 25.0%

②
がん患者の在
宅死亡割合

死亡届を基に健
康増進課で統計

15.7％
[Ｈ26年]

-
※調査資

格なし
20.0％ - ％

③
人口当たりの自
殺率

内閣府で公表し
た自殺死亡統
計（人口10万
対）

25.55/10
万人

20.28/10
万

20.40/10
万

20/10万
人

92.8% 25.0%

④
学校給食の喫
食率（小学校）

市内3給食セン
ターで提供して
いる給食の喫食
率

89.06％ 89.24％ 89.33％ 90.50％ 未達成 25.0%

⑤
学校給食の喫
食率（中学校）

市内3給食セン
ターで提供して
いる給食の喫食
率

90.45％ 89.35％ 89.85％ 90.50％ 未達成 25.0%

01-03-04国民健康保険制度の安定運営

①
特定保健指導
実施率

厚生労働省に
対する法定報告
数値

45.8％
［H25年

度］

40.9％
[Ｈ27年

度]

42.7％
【Ｈ28年

度】
60.0％ 未達成 25.0%

②
保険診療に係る
保険者負担額
の伸び率

総支出額の多く
を占める保険給
付費は、医療の
高度化等により
年々増加するた
め、平成20年度
から平成24年度
までの保険者負
担額の前年度
比の平均値であ
る3.13%以下に
抑えることを目
標とする。

-1.69％ -2.26％ -1.05%
3.10％以

下
達成 35.0%

③
特定健診受診
率

厚生労働省に
対する法定報告
数値

40.0％
［H25年

度］

38.0％
[Ｈ27年

度]

36.4％
[Ｈ28年

度]
60.0％ 未達成 40.0%

①高齢者の加入割合が多く、医療
の高度化等が医療費増加の要因
となるが、平成28年度からの社会
保険適用拡大等による被保険者
の減少等により、引き続き総額とし
ての医療費の伸び率は抑えられて
いる。

①生活習慣病の予防が医療費の
抑制につながることから、特定健
診及び保健指導の実施に重点を
置いた保健事業を実施している
が、特定健診受診率が伸び悩んで
いる。

①医療費が多くかかる高齢者の
加入率が高く、また、医療の高度
化等により一人当たりの医療費
のとしては伸びが抑制されてい
ない。

②国民健康保険制度は、他の医
療保険制度と比較して低所得者
や高齢者の加入割合が高く、財
政基盤が脆弱であるうえ、長寿
化の急速な進展に伴う医療費の
増嵩等により、その事業運営は
不安定な状況である。

③特定健康診査等の受診動向
の調査などを実施しているが、結
果に対する効果的なアプローチ
の手法が確立されていない。

①医療費の抑制のため、特定健
診・保健指導の取組みとジェネ
リック医薬品の普及を継続的に
促進していく。

②国保データベースシステムか
ら提供される健診、医療、介護の
情報等をもとに、健康課題の把
握や医療費分析を行い、その結
果を保健事業に継続的に活用し
ていく。

③安定した財政運営のため、平
成29年度から岩手県が示す標準
税（料）率と納付金を念頭に毎年
財政見通しを試算しており、その
中で当市における適切な国保税
の税率を今後も継続して検討し
ていく。

適切に構成され
ている。

①食生活改善活動の意義を市民
に啓蒙していくため、地域と食生
活改善推進員が協力してこれを
推進する体制を整えていく。

②保健推進員や地域の健康づく
り団体と、意見や知恵を出し合
い、市民自らが健康づくりに取り
組む意識を高めて健康づくりプラ
ンを推進していく。

③平成30年度の自殺対策計画
策定に当たり、全庁的な体制及
び関係機関とのネットワークが求
められている。ゲートキーパー
（相談者・傾聴者）育成の拡充、
企業に出向いた出前講座の周知
や若者への心の相談窓口の周
知など、地域と一体となった自殺
防止対策を進めていく。

15

  特定健診・保健
指導による疾病
の早期予防を徹
底することによ
り、医療費増加の
抑制を図り、安定
した財政運営が
できている。

B
B

(B)

①医療の高度化等によ
り一人当たりの保険給
付費は年々増加してい
るが、被保険者の減少
や診療件数の減少によ
り前年度比が抑えられ
目標を達した。
②特定健診等は目標
に達していないが、国
の目標値が高く設定さ
れており、達成困難な
状況にある。
③特定保健指導実施
率は目標値に達してい
ないが、県内トップクラ
スの数値である。

　

第３次北上市健康づく
りプランの策定により、
減塩などによる脳卒中
予防対策の強化等、取
組みの方向性が明確
になり、食生活改善推
進員協議会を中心に展
開され、市民に定着し
てきている。

①共稼ぎ世帯の増加で食生活改
善推進員のなり手が不足してい
る。

②自殺は「社会の問題」と認識され
るようになり、ハラスメントや長時
間労働などの雇用対策や、いじ
め・貧困対策等国を上げて自殺対
策が総合的に進められてきた。ま
た、自殺数は景気の影響を受ける
ことが多いが近年は経済状況も安
定しており、人口当たりの自殺者
数が減少してきている。

適切に構成され
ている。

①がん対策基金活用事業一部改
正により、がん予防と終末期医療
対策事業から、がん予防とがん患
者の在宅生活及び在宅療養への
支援のための事業となった。医療
機関や緩和ケアボランティア会等
との連携を促進してきている。

②相談窓口の連携やゲートキー
パー養成事業の拡大を図ったり、
「こころの体温計」システムの活用
による啓発など、自殺対策を強化
している。

③食育計画の策定を契機として、
食育関係課や関係団体との連携
が促進された。

①食生活改善推進員が活動する
際、就労との両立が難しく、長期
定着に至っていない。また、地域
での役職が重複し、一人の人が
何役も担っている場合があり、活
動が制限されている。

②地域の健康づくり団体との情
報共有や連携強化が十分でな
い。

③自殺率は減少してきたが、ま
だ全国と比較すると高い数値と
なっている。今後も若者への対
策、働き盛りの男性への対策、
高齢の女性への対策などポイン
トを絞っての対応が必要である。

食生活改善推進員は
減少傾向にあるが、地
域での活動が活発に行
われ、おおむね順調に
養成できている。

人口当たりの自殺率は
減少傾向にある。

学校給食の喫食率は
未達成だが順調に上昇
している。

14

  市民が健康生
活や生活の質に
ついて考え積極

的に学ぶことで知
識を得、それに

よって行動したり
健康意識が高
まっている。

B
B

(B)
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

01-04共に支えあう地域福祉の推進

01-04-01地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

①

民生委員児童
委員の専門部
会等研修参加
率

全員が所属する
専門部会（年３
回）に出席した
人の割合

87.6％ 77.8％ 83.2％ 90.0％ 未達成 25.0%

②

避難行動要支
援者同意者のう
ち地域支援者
（協力者）が決
まっている人の
割合

避難行動要支
援者同意者のう
ち地域支援者
（協力者）が決
まっている人の
割合

42.2％
［Ｈ27年

度］
42.9％ 38.4％ 100.0％ 未達成 25.0%

③

社会で障がい
者が理解されて
いると思う人の
割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

56.0％
54.8％
[Ｈ28]

- 60.0％ － 25.0%

④
福祉協力員の
活動件数

社会福祉協議
会報告件数

130,033件 128,384件 124,314件
130,000

件
95.6% 25.0%

01-04-02地域福祉を担う人材の育成

17

  ボランティア活
動が充実し、地域
住民やNPO、社
会福祉協議会等
の関係団体との
連携が図られ、
地域の支えあい
の体制が確立さ
れ、だれもが住み
慣れた地域で安
心して生活できる
地域社会となって
いる。

①
福祉ボランティ
アとして携わる
人の数

社会福祉協議
会へのボラン
ティア登録者数
（単年度）

132人
［Ｈ27］

140人 141人 150人 50.0% 100.0% Ａ
B

(A)

実績値が目標値を上
回っているためＡとした
が、多様化する需要に
対応できるほどの人数
が増えていないと判断
しＢとしたもの。

障害者を支援するボラ
ンティア団体はあるが、
高齢者を支援する団体
が不足している。

①定年延長等で就業している高齢
者が増加していることや価値観の
多様化により同じ趣味の仲間で活
動する傾向が強まっているため、
ボランティア登録者が伸び悩んで
いる。

②見守りや買い物などの生活支援
を必要とする高齢者が増加してい
る。

③障がい者を支援するボランティ
ア団体が活動している。

④高齢者を支援するＮＰＯ法人等
が活動している。

①社会福祉協議会のボランティア
活動センター事業活動を支援して
いる。

②元気な高齢者が支援を必要とす
る高齢者へのボランティア活動を
行う仕組みができていない。そこ
で、平成29年度から、住民主体の
介護予防・生活支援サービスを制
度化している。

①多様化するボランティアの需
要に対応できる人材が不足して
いる。

②災害時の人材確保と指揮の中
心となる拠点（センター）の体制、
支援を必要とする人の避難場所
の確保ができていない。

③ボランティアとして登録してい
ても、実際に活動している人の割
合が低い。

①多様化するニーズを把握し、
それに見合う人材を確保し、ボラ
ンティアのマッチングを図る。社
会福祉協議会への支援を継続し
ていく。

②災害ボランティアセンター設立
を目指す。

③ボランティア団体連絡協議会
に所属する団体との連携を強化
し、継続性かつ行動力のある体
制を構築していく。

④住民主体の介護予防・生活支
援サービスを制度化し、高齢者
の生活を支えるボランティアの育
成、団体活動への補助金の拠出
を行う。

①適切に構成さ
れている。

②ボランティア
活動センターへ
の登録者数は実
働登録者数と
なっており適切
に構成されてい
る。

①民生委員・児童委員に期待さ
れる分野が年々多様化・高度化
しており、職務の負担感が増して
いることから、民生委員のなり手
が見つかりにくいことや就任を辞
退する人が増えている。

②地域で地域支援者を見つける
手立てとなる個別避難支援計画
（避難支援プラン）の作成が進ん
でいない。

①民生委員・児童委員の初任者
向けの専門部会を新設したこと
により、経験に応じた内容の研修
受講ができると思われる。また、
他の部会の研修内容も充実さ
せ、積極的な研修参加により委
員全体の資質の向上を図る。

②避難行動要支援者名簿作成
システムの導入により、市、自主
防災組織、民生委員などが協力
し、個別避難支援計画の作成を
進めていくことで、地域支援者を
見つける取組みを推進していく。

①適切に構成さ
れている。

②指標②につい
ては、実態に則
した目標値の見
直しの必要があ
る。

16

  誰もが安心して
生活できるよう地
域での福祉サー
ビスの提供がで
きている。

C
C

(C)

民生委員・児童委員の
研修参加率は研修費を
早めに周知したことも
あり、前年度に比して
上回ったが、目標値ま
では届いていない。
　
避難行動要支援者同
意者のうち地域支援者
が決まっている人の割
合は前年度より減少し
た。なお、最終目標値
を100％としたのは未来
創造会議における意見
があったもの。

平成29年度に避難行
動要支援者避難支援
計画を策定した。この
中において、個別支援
計画の作成が進めば
地域支援者が増加する
ものと期待している。

①幼児虐待から独居高齢者の安
否まで、地域福祉を支える主要な
役割の担い手として民生委員・児
童委員への期待が高まり、専門的
な知見を得るための研修等の受講
の機会が重要になっている。

②各地で自然災害が発生してお
り、避難支援を希望する人が増え
ているが、地域支援者が見つから
ない状況となっている。

①民生委員・児童委員について経
験に応じた研修機会を設けている
が、専門部会は経験に関わらず同
じ内容を受講するため、ベテランに
とっては関心が薄くなりがちであ
る。また、研修実施日を早めに周
知したことで参加率の向上にもつ
ながったと考えられる。

②以前は、支援が必要と思われる
者に民生委員が同意を確認し、地
域支援者も含めたかたちで名簿登
載申込みを行っていたが、名簿作
成の義務化をきっかけに、Ｈ27以
降は民生委員を介さずに郵送によ
り直接対象者へ同意確認するよう
になったため、地域支援者がいな
い者の割合が増えている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり（政策統括監：まちづくり部長）

02-01学校教育の充実・家庭や地域の教育力の向上

02-01-01知・徳・体を育む

①

標準学力検査
（ＮＲＴ）におけ
る全国比（小学
４年）

標準学力検査
の全国比（ＮＲ
Ｔ）

（112） 105 99 108 91.6% 20.0%

②

標準学力検査
（ＮＲＴ）におけ
る全国比（中学
２年）

標準学力検査
の全国比（ＮＲ
Ｔ）

（97） 100 101 103 98.0% 20.0%

③

全国体力・運動
能力、運動慣習
等調査における
優秀児童の割
合（小学5年）

全国体力・運動
能力、運動慣習
等調査の総合
評価ＡＢ児童の
割合

40.3％ 36.5％ 44.8% 47.0％ 95.3% 20.0%

④

全国体力・運動
能力、運動慣習
等調査における
優秀生徒の割
合（中学２年）

全国体力・運動
能力、運動慣習
等調査の総合
評価ＡＢ生徒の
割合

52.4％ 52.2％ 60.5% 55.5％ 109.0% 20.0%

⑤
学校給食の喫
食率（小学校）

市内3給食セン
ターで提供して
いる給食の喫食
率

89.06％ 89.24％ 89.33％ 90.50％ 98.6% 10.0%

⑥
学校給食の喫
食率（中学校）

市内3給食セン
ターで提供して
いる給食の喫食
率

90.45％ 89.35％ 89.85％ 90.50％ 99.3% 10.0%

02-01-02児童生徒への支援

①
不登校出現率
（小学校）

各学校からの報
告

0.19％
(10人)

0.23％
（12人）

0.45%
（23人）

0.16％ 35.6% 50.0%

②
不登校出現率
（中学校）

各学校からの報
告

1.59％
(46人)

2.50％
（70）

2.37%
（63人）

1.81％ 76.4% 50.0%

①調査結果の分析結果を活かした
学力向上の取組を推進するよう先
進事例を周知していく（カリキュラム
マネジメントの推進）とともに、少人
数学級等により、児童生徒一人ひ
とりに対しきめ細かな対策を講じる
ように、継続して授業改善に取り組
んでいく。
②学力ステップアップ事業は、小学
校への学習支援員派遣、英語ス
テップアップ研修講座や、県教委と
連携した数学の授業研修会を今後
も継続し、英語力・科学力の向上を
目指していく。
③基礎的な体力や運動能力の向
上を図るため、教員の体育実技講
習等への参加を継続して奨励して
いき、その内容を学校が組織的に
取り組む手立てを周知していく。
④部活動を理由にした指定校変更
については、在籍校や進学する学
校の学校長からも意見を拝聴し、
適切な対応を検討していく。

⑤「特別の教科　道徳」の目的や指
導について共通理解を図る機会を
設けるとともに、各学校において確
実に実施されるよう支援していくと
ともに、学校教育活動全般におい
て、自己肯定感を高める適切な評
価の場面を設定していく。
⑥学校給食を通しての食育を継続
し、児童・生徒に食の大切さが理解
されるよう取り組む。
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  経済的・社会的
に就学困難な者
に対して等しく就
学機会が確保さ
れているととも
に、障がいや配
慮が必要な児童
生徒への適切な
支援と、いじめや
不登校に対し適
切に対応してい

る。

C
C
(B)

不登校児童生徒へのき
め細やかな支援を重ね
ているが、複数の要因
が重なり目標から遅れ
ている。不登校出現率
については、早期の適
応支援を行っている
が、小中学校ともに目
標値に届かなかった。

学校現場は、スクール
カウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカー
の支援を受けたいが、
件数の増加により対応
まで時間がかかる実状
がある。

①学校ごとの生徒指導上の各案
件を集計及び分析すると、不登校
の原因としては、学校生活におけ
る友人関係に係る要因が最も多
く、人間関係づくりがうまくいかな
い状況がある。その他の不登校の
要因として、原因不明、複数要因
の重なり等がそれに続く。

②生徒指導上の各案件について、
小中ともに、社会・家庭環境の多
様化により教員による指導や支援
だけでは解決が難しい事例が増え
ている。

③平成28年度に「いじめ防止対策
推進法」が改定され、いじめ防止
対策の充実が求められているが、
全国的には依然としていじめに起
因する重大事態が発生している。
他市等での事案の発生により、い
じめ問題について注目が集まって
いる。

①必要に応じ就学援助や遠距離
通学支援を行い、就学に係る経済
的、社会的な負担軽減を図ってい
る。

②生徒の問題行動・不登校に対応
するため教育相談員や適応支援
教室を設置し、関係機関と連携し
ながらきめ細かく対応している。

③平成29年度に「学校いじめ防止
対策基本方針」やと「北上市いじめ
防止対策基本方針」のを改定し、
いじめの未然防止や早期発見に
向け、積極的に認知するという認
識は進んでいる。

①不登校児童の増加や中学校
に入学すると学校不適応等によ
り不登校が急に増える「中１
ギャップ」等に対応するために
は、きめ細かな指導が必要であ
るが、個別支援員等の人的配置
が不足している。
②不登校の原因について、保護
者の養育態度等の家庭環境に
要因のある事例が増えている。
また虐待を受け不登校になる事
例も発生しており、これらに対応
するため、教職員を対象とした専
門研修の実施や家庭児童相談
員等との連携をさらに深めること
が必要となっている。
平成29年度に見直しを図った「学
校いじめ防止基本方針」につい
て、教職員、保護者、地域の共
通理解を図るとともに、実効性の
あるものにしていくこと必要とされ
ている。

①教育福祉連絡会議やケース検
討会議を定期的に開催し、不登
校対策のための情報交換やケー
ス児童・生徒及び保護者に対す
る処遇、指導について協議を行
い、関係機関の連携を継続して
強化していく。
②個別の支援を必要とする児童
生徒に対するきめ細かな指導や
対応を充実させるため、個別指
導支援事業の拡充に努める。
③－１市の生徒指導主事研修会
（年２回）において、不登校対策
やいじめ問題、いじめの定義、基
本方針の見直しに係る研修会・
講習会を行う。
③－２市校長会議や校長研修講
座、市の生徒指導主事研修会
（年２回）において、組織的な対
応の在り方についての研修会・
講習会を行う。
③－３早期からの教育相談を充
実させるため、「相談支援ファイ
ル」の内容を見直すとともに適切
な活用について説明する機会を
設ける。

成果の定義を測
る指数を追加す
る。

18

客観的なデータ
を効果的に活用
しながら、指導方
法の改善に向け
て組織的に取り
組むことにより、
確かな学力、豊
かな心、健やか
な体をもつ子ども
に育っている。

B
B

(B)

総合学力調査の達成
率を見ると、小中学校
ともに９割を超えている
ため、学力については
維持向上していると言
える。
体力・運動能力、運動
習慣等調査では、ＡＢ
児童生徒の割合につい
て向上している。
学校給食の喫食率が、
目標値に達していな
い。
上記理由から、概ね順
調である。

学力検査を従来「標準
学力検査」により実施し
ていたが、平成28年度
から「総合学力調査」に
変更した（学力分析の
新たな手立ての構築及
び補充指導を目的）。こ
のことにより、総合計画
策定時の基準値と目標
水準はそのまま使用で
きない状況となってい
る。

①新学習指導要領が平成29年３
月に示され、主な改善事項として、
言語能力の確実な育成、理数科
教育の充実、歴史や文化に関する
教育の充実、道徳教育の充実、体
験活動の充実、外国語活動の充
実が盛り込まれ、スケジュールに
沿った段階的実施が求められてい
る。

②児童生徒の減少により選択でき
る部活動が制限される学校がでて
いる。

①小学校の学力について、授業改
善のための積極的な取組みが行
われている。

②中学校については、５教科の総
合において、全国比101となってい
ることから各教科で授業改善への
取組が進んできている。

③体力テストの結果によると総合
評価は全国の平均値に近づいて
きたが、運動能力が高い児童生徒
への手立てが不足している。

④小中学校の体育大会等参加費
補助金事業を実施し、東北・全国
大会での活躍を後押している。

⑤善悪の区別がしっかりできる人
間育成のため道徳教育を推進して
いるが、「特別の教科　道徳」の評
価について、各校において大くくり
なまとまりで評価できるよう準備す
る必要がある。

①各種学力検査から、小学校・
中学校共に各教科にある学力層
の要因分析と指導改善が不足し
ている。

②岩手県の課題でもあるが、当
市においても数学・英語の教科
で効果的な指導法の改善と基礎
的基本的事項の定着が不足して
いる。

③児童の基礎的な体力や運動
能力を向上させるための指導方
法や授業などの改善について
は、学校組織での取組が不足し
ている。

④希望する部が近隣に無くそれ
までの運動の成果を伸ばせない
等、部活動を理由にした指定校
変更の申請があり、希望条件が
整わないものがある。

⑤小中学校において、「特別の
教科　道徳」への移行期間で、道
徳科の内容のとらえが不足して
いる。

⑥学校給食の喫食率が小学校
では改善しているが、中学校で
は少し低下している。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-01-03学校・家庭・地域が連携した教育の充実

①
学校図書館ボラ
ンティアの人数

学校への照会
による集計

208人 234件 231人 280人 32.0% 15.0%

②
小学校における
スクールガード
の人数

学校への照会
による集計

524人 771人 511人 640人 79.8% 15.0%

③
※　小学生向け
「いきいきゲー
ム」の実施校数

実施小学校数 11校 10校 9校 10校 90.0% 10.0%

④

児童の学校図
書平均年間貸
出数（参考指
標）

学校図書館運
営状況報告書
(市調査)による
数値で、これま
で目標値の設定
はしていない。

69.9冊 80.9冊 87.7冊 － 0.0% 15.0%

⑤
家庭学習時間
平均１時間以上
の割合(６年生)

北上市教育振
興基本計画
(H23～32)にお
ける成果指標。
学校への照会
による集計。

74.8％ 77.8％ 75.5% 75.0％ 100.6% 15.0%

⑥
問題行動の発
生件数

いじめの積極的
認知を踏まえた
もの

23件 180件 192件 20 -5633.3% 30.0%

02-01-04教育環境の整備

①
学校施設の改
修達成度

改修達成箇所
数÷要望改修
箇所数

44.21％ 45.70％ 42.77％ 50.00％ 50.0% 60.0%

②
学校図書館図
書標準80％達
成校数(小学校)

学校基本調査
報告による

13校 17校 16校 17校 75.0% 15.0%

③
学校図書館図
書標準80％達
成校数(中学校)

学校基本調査
報告による

1校 6校 5校 6校 80.0% 15.0%

④
地場産野菜利
用率（学校給
食）

市内3給食セン
ターにおける北
上産野菜の利
用率

32.1％ 33.5％ 35.8％ 35.0％ 102.3% 15.0%

①学校支援活動のほか、青少年
健全育成や生涯学習事業など、
様々な分野で子どもに関わる取
組みが行われているが、活動に
関わる大人が一部の人に限られ
ている。

②また、様々な分野に関して、市
内各地で子育てに関する特色を
持った取組みがされているもの
の、全体として系統だった整理や
位置づけが明確になっておら
ず、取り組みの成果の共有がで
きていない。

①地域教育力向上基本計画及
び行動計画に基づき、５者（子ど
も、家庭、学校、地域、行政）連
携による地域教育力向上市民運
動を展開していく中で、様々な分
野に関する市内各地で行われて
いる子育てに関する特色を持っ
た取り組みを共有していく。

②このほか、実施中の事業に関
し、次のとおり取り組む。
・ＰＴＡ全体総会、学年ごと総会
や学校校報など機会をとらえて、
機会に応じて図書ボランティアの
活動の紹介と募集を行う。
・自己評価や学校関係者評価の
実施と公開を行う。また、学校評
議員会(各学区内の区長、民生
児童委員等で構成)において、学
校と地域との連携状況を確認の
うえ、連携の取組み方法を協議
し、具体的な連携活動につなげ
ていく。

指標⑥について
見直しをする
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  児童、生徒がよ
り充実した環境の
中で教育を受け
ることができてい
る。

B
Ｃ

（C)

①指標重要度が高くい
学校施設の改修達成
度が、施設の老朽化が
進み、学校からの修繕
要望も増加しているた
め、思ったように改修
達成度が向上しない。

②適切な指導により除
籍する本が減り、蔵書
率が上がった。

③学校給食において
は、地産地消に向けた
献立作成によって、概
ね目標達成している。

　 ①改修に対する国庫補助の採択
が限定的で実際の補助率が低い。
また、トイレ洋式化など、環境改善
に取り組んでいく対象も増えてい
る。

②地場産野菜は生産量が限られ
ており、１年を通して確保すること
が困難である。　平成29年度は比
較的天候による被害が少なく、納
入農家の協力もあり、数量を確保
できた。

①高額な修繕、改修ができずに、
大規模な改修ができない小、中学
校で老朽化が進んでいる。

②図書整理指導員の配置により、
各校の図書館担当者と綿密な情
報交換を図りながら、蔵書率を向
上させた。

①統廃合の検討対象校になって
いる学校については、大規模改
修の実施を控えているが、統廃
合が進まない状況にあり、さらに
老朽化が進んでいる。

②学習指導要領に沿った児童生
徒の指導に支障が生じないよう
に教育備品の整備に取り組んで
いるが、不足している理科等の
教材備品や、国が定める蔵書率
に達していない学校図書館図書
があり、教育環境に関して解決し
なければならない多くの問題を
抱えている。

③コンピュータ教室や校内ＬＡＮ
は整備したものの、無線ＬＡＮや
タブレット端末等、次世代のＩＣＴ
教育に必要な環境整備が進んで
いない。

④地場産野菜の生産は、栽培品
目や生産量とも減少してきてい
る。また、通年での確保が困難で
ある。

①大規模な改修を計画的に進め
るとともに、学校配置の適正化を
早急に検討する必要がある。
②学校図書館においては、貸出
利用冊数の増加に伴い補修の
必要な図書が増えているため、
ボランティアによる補修や計画的
な図書の購入、整備に継続して
取り組んでいく。また、市立図書
館等の配架（払い出し）本の小中
学校への配布の取り組みも継続
していく。
③文部科学省の教育のICT化に
向けた環境整備計画に沿って、
継続して整備を進めていく。
　　ア　電子教科書等の普及を想
定し、タブレット端末の導入と各
教室への電子黒板等の整備に
努める。
　　イ　児童生徒の情報活用能力
の育成と教員がICTを活用するこ
とによる効果的な学習指導を実
現するため、コンピュータ、電子
黒板等ＩＣＴ
　　　機器の整備、充実に努める
とともに、タブレット端末の授業で
の展開等、ＩＣＴ教育での活用方
法を検討していく。

④地場産野菜の利用を推進する
ため、地元生産者と協議や研修
の場を設け連携を密にするととも
に、関係団体及び納入業者との
連携を図りながら地場産品の確

指標重要度見直
しする。

20

学校評議員制度
や地域ボランティ
アによる学習支
援活動、部活動
指導、校内環境

整備、安全確保、
学校行事の運営
支援など、学校と
家庭・地域とが連
携した教育活動
が活発に展開さ
れている。これに
より子どもの学ぶ
力、地域理解、行
動規範意識の向
上につながる体
制づくりを進めて

いる。

B
B

(B)

小学校におけるスクー
ルガードの人数は、目
標値を達成できていな
い。目標値を定めた平
成26年度に比べて、児
童の在籍数が170名減
となり、担い手である保
護者等が減っているこ
とが要因の一つ。学校
図書ボランティアも、主
な担い手が仕事をもつ
保護者世代となってい
ることから、目標人数を
達成できていない。

①地域が連携した黒沢
尻西地区放課後子ども
教室「はばたき子ども
広場」は、子どもたちの
活発な参加により、平
成27年度文部科学大
臣表彰を受賞し、今後
も活発な取り組みが期
待される。

②北上・みちのく芸能ま
つり子どもみこしパレー
ドの学生ボランティア
は、中学生、高校生の
参加が年々増加してお
り、子どもたちの「地域
を愛する心」が育まれ
ている。

③(公社)北上青年会議
所が主催し、５回目の
開催となった鬼っジョブ
では、400人の小学校
高学年児童が参加。地
域で働く大人たちの指
導によりさまざまな職
業を体験した。

①図書ボランティアは、共働き世
帯が多いなど人的確保が難しい。

②スクールガードは高齢者のボラ
ンティア参加者が固定化してきて
いる。

①図書ボランティアのうち児童生
徒の保護者について、その子供た
ちが卒業した後もボランティアを依
頼する等、繋ぎ止めを図っている。

②小中学生向けものづくり人材育
成事業「いきいきゲーム」は、ゲー
ムを楽しみながら、仕事や社会の
仕組みを学習できることから、毎年
の学校行事として定着してきてい
る。
③スクールガードを担う人材育成
研修ができず、ボランティア養成が
遅れている。
④学校が教科指導と関連させた図
書館活用など、利用促進のための
取組みを行った。
⑤中学校区単位に設けた学力向
上委員会が、家庭学習強化週間
やノーテレビ・ゲーム運動を家庭に
呼びかけ、連携して取り組んだ学
区があった。
⑥学校が必要とする地域支援を行
える地域住民の情報、これらをマッ
チングする仕組み、社会教育主事
との連携が不足している。
⑦「放課後子ども教室」を３地区
（黒沢尻西小、飯豊小、黒岩小）で
開設し、安全安心な居場所づくりと
して取組まれている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-02社会教育の充実

02-02-01生涯を通じた学習機会の充実

①
北上市民大学
等の受講者数

市民大学、市民
大学ゼミナール
地元学部及び
法学部の延受
講者数

833人 1,174人 1,505人 1300人 143.9% 30.0%

②
交流センター生
涯学習事業参
加者率

生涯学習事業
参加者/人口×
100

71.2％ 75.5％ 72.7％ 75.0％ 未達成 40.0%

③
生涯学習まちづ
くり出前講座参
加者数

生涯学習まちづ
くり出前講座の
受講者数

15,985人 19,347人 17,171人 20,000人 29.5% 30.0%

02-02-02いきいきとした地域社会をつくる社会教育の推進

①
自治公民館生
涯学習事業参
加者数

活動調査票に
報告のあった事
業の参加者数

193,314人
（１館当た

り
773.26人）

208,918人
（１館当た

り
832.3人）

200,471人
（１館当た

り
801.88人）

197,000
人

194.2% 50.0%

②

家庭教育、青少
年対象、青少年
健全育成事業
数

市と地区交流セ
ンターが実施す
る家庭教育、青
少年対象、青少
年健全育成事
業

87事業 87事業 85事業 90事業 -66.7% 50.0%

①運営委員とともに市民ニーズ
の高い講師を選定していく。

②市民大学全10回の受講は難し
い方や主に若年層に対し、一回
だけでも受講可能なことを周知
し、参加を増やしていく。また、各
種事業・イベントの後、引き続き
参加者にアンケートを実施し、市
民ニーズの把握に努めながら、
多種多様な学習機会を設定して
いく。
③地区交流センターの移動学習
の経費が不足する場合は、参加
負担金を増額しての実施に向け
各地区に働きかける。

④生涯学習センターホームペー
ジと施設予約システムのリニュー
アルを検討する。

適切に構成され
ている。

23

・住民の自治活
動や生涯学習活
動が充実し、コ
ミュニティが醸成
されていること。
・家庭、学校、地
域、行政が連携し
て子どもたちの学
力向上や生きる
力の修得のため
の課題に取り組
んでいること。

B
B

(B)

地域住民の自治活動
や生涯学習活動の拠
点として自治公民館が
有効に利用されてお
り、地域コミュニティの
醸成に貢献している。
また、交流センターも青
少年健全育成や世代
間交流事業など様々な
事業を展開し地域づく
りに重要な役割を果た
している。

　 ①自治公民館では、幼稚園、保育
園、子ども会等と連携し、各地に伝
わる年中行事やまつり、交通安
全、環境整備、スポーツ、伝統芸
能保存活動、交流活動等、地域の
特徴を生かした事業に取り組んで
いる。

②地区交流センターでは、少年少
女学級、家庭教育学級、地域づく
り活動などを通じ、小中学校や地
域住民との連携により子どもたち
の健全育成に取り組んでいる。

①平成25年度に策定した北上市
地域教育力向上基本計画及び平
成26年度に策定した北上市地域
教育力向上行動計画に基づき、各
自治組織等の協力を得ながら取り
組みを進めている。

②年１回の活動交付金の交付前
に自治公民館活動状況を把握し、
市が活動交付金を交付している。

③地区交流センターの生涯学習事
業計画立案の際に、学校・家庭・
地域の連携による家庭教育に関
する事業、放課後における子ども
の居場所づくりの推進、子どもたち
の安全対策に関する事業のいず
れかに取り組むよう指定管理仕様
書に位置付けている。

①地域教育力向上市民運動が
各地区で行われているが、市民
全体にまでは浸透していない。

②小学生子ども会議や中学生ア
ンケートで子どもたちの地域社会
に関する意見を聴いているが、
出された意見が地域や学校の活
動にまでは結びついていない。

①-1地域の教育力向上のため
の基本計画及び行動計画に基づ
き、学校・家庭・地域それぞれの
役割分担のもとで地域社会が一
体となり取り組むあいさつ運動な
ど、実践的な取り組みを市民運
動として継続していく。

①-2自治公民館や地区交流セン
ターの活動について、地域教育
力向上の活動として様々な事例
をフォーラム等で広く情報共有
し、人材発掘及び育成、活動の
工夫及び改善につなげていく。

②子どもの意見を地域・学校に
情報提供し、必要に応じて活動
を支援していく。

適切に構成され
ている。

22

・年代に応じた
様々な学習機会
が提供されること
により、市民の生
涯学習の欲求を
満たしているこ
と。
・グループや企
業・団体等の自
主的な生涯学習
が促進され、市民
が気軽に生活の
中に学習を取り
入れることができ
ること。

B
B

(B)

市民の関心が高い講
座に多数の受講者が
参加した。
市民に対する学習の機
会提供として生涯学習
センターを拠点に、各
地区の交流センターで
も事業を企画しており、
誰もが学習に取り組め
る環境づくりが整ってい
る。
運動会など天候により
中止せざるを得ない事
業があったことから参
加率が減となったもの
である。

出前講座の実施件数
は前年度545件に対し
559件と増加している。

①地区交流センターでは、地域の
人材や市内外の講師を活用する
など、工夫しながら講座を開催して
いる。

②出前講座の申請件数は増加し
ているが、受講人数は年度によっ
て増減がある。

①市民大学は市民の運営委員とと
もに講座を企画・運営しており、ア
ンケートに基づく受講者のニーズ
調査や、時代の変化に合わせた学
習内容を協議検討している。

②地区交流センターの生涯学習担
当向けの研修として、県の講座を
随時紹介するとともに、市でも研修
を開催し、担当者のスキルアップ
を図っている。

①講師の選定により参加者の増
減がある

②特に若い世代や初めての受講
者が少ない。（学習意欲が旺盛
なリピーターが多い。）

③観光バスの料金体系が変わっ
たことにより、地区交流センター
の生涯学習事業に充てるバス補
助金が不足し、事業数や参加者
数が減少傾向にあり、地域から
も増額の要望がある。

④出前講座をはじめとする様々
な生涯学習情報を提供している
生涯学習センターホームページ
及びセンター予約システムにつ
いて、ソフト導入から10年以上経
過し、レイアウトも古臭く、機能も
劣っており、利用者が使いやす
いものになっていない。また多言
語対応していない。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-02-03社会教育機能の充実

①
図書館入館者
数

図書館・自動車
文庫総入館者
数

331,573人 361,506人 352,730人
357,000

人
83.2% 10.0%

②
市民一人当たり
の図書貸出冊
数

総貸出冊数/総
人口

4.64冊 5.0冊 4.9冊 5.1冊 56.5% 15.0%

③
図書館利用登
録率

図書館システム
利用登録率
上段：（個人及
び団体登録者
数/人口×100）
下段：（個人登
録者数/人口×
100）

25.0％
（24.6％）

25.44％
（24.8％）

24.8％
（24.1％）

28.0％ 未達成 15.0%

④
教育文化施設
の利用者数（博
物館）

日計表による 20,717人 7,002人 14,837人 15,000人 98.9% 30.0%

⑤
教育文化施設
の利用者数（鬼
の館）

日計表による 20,217人 25,300人 23,091人 23,000人 103.3% 30.0%

02-03スポーツの振興

02-03-01スポーツを通した健康づくり

①
体育施設・学校
開放利用回数
（市民1人当）

施設利用者数
／北上市人口

8.5回 10.6回 8.7回 9回 40.0% 50.0%

②

週１回以上ス
ポーツ・運動を
行っている人の
割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

25％ 22.5％ -
50％以

上
- 50.0%

①ともしび号による学校や学童
保育所の巡回の強化や、中高生
向け図書コーナーの充実、小中
学校図書館との連携強化によ
り、生涯に亘る読書習慣の形成
を促進する。
②業務の見直しや改善により図
書館運営の効率化を図るととも
に、司書有資格者の確保及びス
キルアップを図る。
③閲覧室の利用の仕方を工夫す
る。中央図書館書庫の書架を集
密可動式書架とするほか、ともし
び号を平成32年度に更新するこ
とについて予算の獲得を目指
す。
④国立国会図書館電子データ
ベースを導入し、映像等による資
料閲覧を促進する。
⑤博物館では、新しい発想での
企画展開催や専門職員不足を補
うため、教育施設間の職員交流
を積極的に促進していく。
⑥博物館では、新しい常設展示
にかかる資料の収集保管・教育
普及・研究活動などの成果を発
信し、観光分野との連携を図りよ
り広い集客に努めていく。
⑦博物館、鬼の館の常設展示室
においてインバウンドに対応した
展示説明板の設置を計画的に進
めていく。
⑧鬼の館では、教育普及事業の
利用環境を整え、充実した調査
研究で魅力的な事業展開に努め
る。
⑨自治公民館整備費補助金を利
用しやすいよう交付基準等を見
直し、周知を充実させながら活用
を促していく。

事務事業の構成
は適切である。

25

  適度な運動によ
り体調がよくな

り、発汗により精
神的爽快感を得
る。スポーツの

「遊び、楽しむ」こ
とを基本に、市民
の健康と体力づく
りにつながってい

る。

C
B

(C)

市民一人当たりの体育
施設・学校開放利用回
数は国体があった前年
度と比較して、減少し
た。

・市民体育大会の参加
者数は、各地域の自治
協の取組により、年々
伸びている。
※H27から１種目減。
・平成27年度から実施
しているチャレンジデー
の参加率が毎年、増加
している（H27・34.3％、
H28・57.5％、H29・
65.5％）。
・スポーツリンク北上で
自然を活用したサイク
リング、ウオーキングな
どのコースを設定し、市
民へ周知を図った。

ニュースポーツ出前講座の利用
数、学校施設開放使用登録数、体
育施設予約管理システムへの登
録数は、年々伸びており、市民の
運動に対する意識が高まっている
が、市民一人当たりの体育施設・
学校開放利用回数は伸びていな
い。

日常にスポーツを取り入れた健康
づくりの定着を目的として中高年ス
ポーツ教室、チャレンジデーのほ
か、スポーツ推進委員が中心とな
り、様々な取り組みを進めいてい
るが、体育施設・学校開放利用回
数の増加につながっていない。

幅広い年齢層を対象としてそれ
ぞれの年代に合わせて、スポー
ツに親しむことができる機会とし
て、中高年スポーツ教室等を行
い、スポーツ活動の日常化に向
けて取り組んでいるが、不十分。
また、チャレンジデーを通して15
分間程度の運動は手軽にいつで
もできることを意識付ようとしてい
るが、スポーツを定期的に行う市
民の割合の増加につなげていく
必要がある。

策定した北上市スポーツ推進計
画に基づく取組みを推進するほ
か、体育協会や障害者団体及び
庁内他課等との横断的な連携に
よりし、幅広い年齢層を対象とし
た等事業をして、市民のスポーツ
の日常化につなげる。

概ね適切に構成
されている。

24

・社会教育施設
の内容が充実し、
各施設の多様な
展示や資料に触
れるなど郷土の
歴史、文化、自然
や民俗、多様な
図書などを活用し
た市民の生涯学
習意識が向上と
なっていること。

B
B

(A)

単年度の達成状況は、
博物館利用者数以外
の指標は前年度より微
減したが、博物館利用
者数はほぼ目標水準
に達しており概ね順調
であり、指標重要度を
勘案して概ね順調とし
た。
最終年度の達成見込
みは、図書館利用登録
率において遅れている
が、その他の指標にお
いては順調であり、概
ね順調とした。

①中央図書館では、自主学習や
資料を調べるために来館する人の
割合が増えた。（利用者アンケート
結果では、平成27年　８％⇒平成
30年　34％）
②図書館では、大雪による市民の
外出控えや、2日間臨時休館日が
あったことが、入館者数や貸出冊
数に影響を与えた。
③博物館、鬼の館への団体での
入館者が減少している。（大型バ
スの乗り入れが減少している。）

①勤務年数の長い司書有資格職
員の異動が続き、司書有資格者が
９名中２名となった。非常勤職員が
任期満了により４名退職した。この
ことにより、貸出返却処理ミスによ
るトラブルの増加や、レファレンス
対応の遅れなど、利用者サービス
が低下した。
②中央図書館は館内の照明器具
の更新により照度が上がったほ
か、ＷｉＦｉの導入など利用環境は
向上した。
③博物館では、調査研究、資料収
集保管の成果公表のため、特別
展・企画展・収蔵資料展を開催、ま
たそれに伴うイベントを行い、市民
の学習意欲向上に努めた。
④鬼の館では、新たなイベントの
実施や企画展の開催、時節に合
わせた情報発信や対象を絞り込ん
だ教育普及事業など観覧者の増
加に繋げる取り組みを行った。

①図書館では、中学生及び高校
生の利用登録が伸びない。
②中央図書館では、収蔵してい
る資料に対する知識の不足、司
書有資格者の減少が課題であ
る。
③中央図書館は長時間滞在型
利用者の増加で閲覧席が不足し
ているほか、収蔵資料の増加等
により、書庫が狭隘となってい
る。また、ともしび号は購入から
17年となり、車両が老朽化してい
る。
④収蔵資料に対するニーズが増
加し、購入できない場合が増えて
いる。
⑤博物館の学芸活動を深めるた
めの専門職員、予算、時間が足
りないため、本来の博物館として
の機能（調査研究、収集・保存、
展示・教育）が低下してきており、
事業内容に限界が生じている。
⑥リニューアルした博物館の常
設展示や新たに設置した和賀分
館での企画展等を積極的に開催
したが、観覧者の増加に大きく結
びつかない。
⑦外国人観光客の利用が多い
博物館と鬼の館では、展示物の
説明板など多言語化未対応のも
のがある。
⑧⑦鬼の館では、常設展示室や
鬼ッズ・プレイミュージアム（体験
コーナー）などがマンネリ化して
おり、入館者数が減少傾向にあ
る。
⑨自治公民館における浄化槽設
置や建物の維持管理に係る地元
負担の軽減について要望があ
る。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-03-02競技力向上への支援

①

岩手県民体育
大会の入賞数
（個人・団体／4
位以内）

岩手県民体育
大会の入賞数
（個人・団体／4
位以内）

144件 141件 170件 165件 100.0% 20.0%

② 国体出場数 国体出場数 46件 123件 43件 60件 -21.4% 20.0%

③
スポ－ツ少年団
登録者率

スポ－ツ少年団
登録者率

34.5％ 34.6％ 32.7%
50.0％以

上
未達成 15.0%

④ スポーツ合宿数 スポーツ合宿数 3件 2件 8件 8件 100.0% 30.0%

⑤
市内小中学生
の全国大会へ
の出場者数

全国大会への
参加補助金申
請による人数

45人 39人 34人 85人 -27.5% 15.0%

02-03-03スポーツ環境の整備・充実

①
スポーツ情報提
供数

ホームページや
広報等への情
報提供数

33件 41件 41件 50件 47.1% 20.0%

②
体育施設の利
用者数

体育施設の利
用者数

621,578人 984,020人 592,099人
745,893

人
-23.7% 40.0%

③
スポーツ環境に
満足している人
の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

61.0％ 61.3％ - 73.0％ - 40.0%

02-04芸術文化の振興・国際交流の推進

02-04-01芸術文化活動の推進

①
市民芸術祭の
参加者数(出演
者、出品者等)

北上市民芸術
祭の発表会等
の出演者、展示
等の出品者数

9,882人 9,656人 9,889人 9,900人 38.9% 25.0%

②
市民芸術祭の
入場者数

北上市民芸術
祭の発表会等
の出演者、展示
等の出品者数

27,059人 25,990人 24,251人 28,000人 -298.4% 25.0%

③
詩歌文学館の
レファレンス利
用数

詩歌文学館へ
の調査問合せ
の利用数

300件 223件 251件 370件 -70.0% 25.0%

④
さくらホールの
利用者数

さくらホールの
入場者、利用者
人数

290,741人 280,380人 274,471人
295,000

人
-382.0% 25.0%

①さくらホール、日本現代詩歌文
学館、利根山光人記念美術館と
も、施設や設備の老朽化により
設備の更新や維持修繕が必要
であるため、計画的な改修や設
備更新を図る。
②「市民芸術祭開催費補助金」
継続の必要性について検証す
る。

適切に構成され
ている。

28

・芸術文化活動
の場が多くの市
民に利用され、芸
術文化活動向上
の一翼を担って
いること。
・質の高い芸術文
化の鑑賞機会が
増えることにより
豊かな感受性を
生み、また創作
活動の一助と
なっていること。
・市民の自主的な
芸術文化活動が
活発になり、次世
代へと受け継が
れていること。

B
B

(B)

市民芸術祭は、イベン
トの隔年開催等により
人数に増減がある。ま
た、さくらホールの利用
者数も、大・中ホールの
イベントの隔年開催等
により利用人数に増減
がある。

①さくらホールの小
ホール及びアートファク
トリーは、利用のしやす
さから利用率が90％を
超えており、市民に多く
活用されている。
②文学館指定管理者
の平成26年度法人化
に伴い２名の専門職員
を雇用したことで、レ
ファレンス対応能力は、
詩歌関係者から高い評
価を得ている。

①市民芸術祭の参加者数及び入
場者数及びさくらホールの利用者
数は、イベントの隔年開催等により
人数に影響がある。

①市と芸術祭実行委員会が連携
し、創意工夫して作品の出品のし
やすさ、市民芸術祭の周知に取り
組んでいる。また、市民の創作意
欲の向上と芸術文化の振興促進
のため市から補助金を交付し、芸
術文化活動に参加しやすい環境を
作っている。
②さくらホール及び日本現代詩歌
文学館の利用促進等のため、市と
指定管理者で毎月１回定期会議を
開催しており、指定管理の状況及
び課題などを協議し改善に取り組
んでいる。
③小中学校の定期演奏会等への
開催のためさくらホールの会場使
用料を一部負担することで、児童
生徒の文化活動とさくらホールの
利用促進につなげている。

①さくらホール及び日本現代詩
歌文学館で、施設・設備の老朽
化や機器等の更新時期の到来
で、改修しなければならない施設
修繕箇所等（数千万円以上の大
規模修繕）が増加しているが、全
てには対応しきれていない。
②市民芸術祭開催の持続のた
め、開催経費にかかる補助金の
継続を求められている。

北上市スポーツ推進計画に基づ
く取り組みを進めるほか、体育協
会と連携して、選手強化本部活
動の継続と、釜石シーウェイブ
ス、グルージャ盛岡、いわてビッ
クブルズのプロスポーツとの連
携、国内の大規模大会等の招致
により、市民に高レベルの競技
スポーツに触れる機会を更に提
供する。

概ね適切に構成
されている。

27

  施設環境が整
い、市民誰もが気
軽に体育施設を
利用し、スポーツ
ライフを楽しんで

いる。

C
B

(B)

スポーツ情報提供数
（イベント告知、開催大
会等案内）は前年度と
同数だったが、最終目
標と比較するとまだ、不
足している。
体育施設の利用者数
は、前年度と比較して
減少しているほか、基
準年度と比較しても減
少している。

第２運動場の人工芝改
修事業を行ったことに
より、施設利用者数
が、27年度の1,951人、
28年度の3,720人から、
９月からの利用で5,797
人と大きく増加した。

体育施設の利用者数は、前年度
は、国民体育大会、基準年度は、
アジアマスターズ陸上競技選手権
大会が開催され増加していたが、
大規模大会が開催されなかった昨
年度は、少なくなっている。

広報紙やホームページなどで市民
に各種大会等の提供を行っている
ほか、施設を利用する際の体育施
設予約管理システムを運用して利
便性の向上を図っているが、利用
者の増加につながっていない。

体育施設に行っても、何の大会
をしているか分からないとの問い
合わせがあり、広報紙やホーム
ページ等を活用した各種大会等
の情報提供が不十分。
市民が施設予約を行いやすくす
るため導入している体育施設予
約管理システムについて周知が
不十分。

施設でのイベント等の告知。
スポーツ情報の提供、体育施設
予約管理システムの周知をこれ
までの広報紙やホームページの
ほか、コミュニティＦＭ、地区交流
センターを活用した情報提供も
行いながら、利用者の増加につ
ながるよう充実を図る。

概ね適切に構成
されている。

26

各競技団体主導
のもと、競技力向
上に取り組み、競
技力の水準を高
め、各種大会に
おいて優秀な成
績を収めている。

B
B

(B)

県民体育大会の入賞
者数と、スポーツ合宿
誘致数が増加し、指標
重要度の50％を占めて
いるため、概ね順調に
推移している。スポーツ
少年団の登録者率は、
少子化の影響、スポー
ツ少年団に登録しなく
てもスポーツができる
環境も整っているた
め、減少した。また、ス
ポーツ少年団による活
動以外おいても、全国
大会で入賞し、優秀な
成績を収めている。

市内高校ラグビー部が
連続して全国大会に出
場しているほか、サッ
カー部やソフトテニス部
も県大会で上位入賞を
果たしているのは、体
育協会と連携し継続し
て行ってきた選手強化
事業の成果が出てい
る。

①各競技協会や学校運動部の活
発な活動により、優秀な選手の育
成が図られており、県民体育大会
の上位入賞者数が伸びている。

②大学生等のスポーツ合宿は、国
体で整備した総合運動公園などの
高規格スポーツ施設と夏季の気象
環境が穏やかなこと、スポーツ合
宿費補助金があることから、合宿
先として選ばれ、合宿数が伸びて
いる。

③少子化の影響、習い事等の多
様化、スポーツ少年団登録団体以
外でのスポーツの実施によりスポ
少登録率が伸びていない。

①体育協会と連携した選手強化事
業の継続による成果がでているほ
か、
試合経験値を上げて競技団体の
強化につなげるため、各種大会へ
の開催費や参加費を補助した。ま
た、県中総体等の上位大会開催
補助により、生徒のスポーツへの
関心と競技力の向上が図られた。

②スポーツリンク北上との連携に
よる合宿誘致活動の効果により、
誘致数が大幅に伸びた。

国体出場者数や市内小中学生
の全国大会への出場者数を増や
すため、競技力の向上につなが
るように高レベルの競技スポーツ
に触れる機会を増やす必要があ
る。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-04-02ふるさとの文化財と伝統文化の継承

①
民俗芸能団体
連合会への登
録団体数

民俗芸能団体
連合会の総会
資料

64団体 63団体 63団体 64団体 [98.4%] 55.0%

②
指定文化財件
数

国・県・市指定
文化財の累計
数

163件 165件 165件 170件 [28.6%] 45.0%

02-04-03国際化に対応したまちづくりの推進

①
国際交流ボラン
ティア数

国際交流ルー
ムに登録してい
るボランティア
登録者（登録料
納入者）数

132件
［Ｈ25年

度］
171件 163件 170件 81.6% 10.0%

②
国際交流ルー
ム来館者数

国際交流ルー
ムが多くの外国
人及び日本人
から認知され、
国際交流、多文
化共生の拠点と
して活用され
る。

4,415人
［Ｈ25年

度］
11,957人 7,913人 4,700人 1227.4% 30.0%

③
国際交流ルー
ム主催行事参
加者数

国際交流ルー
ム主催事業に
参加する市民が
増加することで
国際交流、多文
化化共生の推
進につながる。

2,773人
［Ｈ25年

度］
3,618人 3,042人 3,000人 118.5% 20.0%

④

公共施設案内
板等における外
国語案内表記
率

公共施設の外
国語案内表記
率

2.5％ 3.2％ 4.5％ 10.0％ 未達成 10.0%

⑤

ＡＬＴ（外国語指
導助手）による
各学校あたりの
年間国際理解
教育の授業回
数（小学校）

各学校あたりの
年間国際理解
教育の授業回
数（小学校）

10回 25回 27回 30回 85.0% 15.0%

⑥

ＡＬＴ（外国語指
導助手）による
各学校あたりの
年間国際理解
教育の授業回
数（中学校）

各学校あたりの
年間国際理解
教育の授業回
数（中学校）

12回 44回 47回 30回 194.4% 15.0%

①公共施設の外国語表示を推進
し、市が提供する情報(ホーム
ページ、広報紙、生活ガイドなど)
や市内の各種案内板も多言語化
など庁内の取り組みを推進して
いく。

②英語教育向上に資する外国人
語学指導助手招致事業は、国際
理解を深めるため今後も拡充し、
中学校区1名体制での人員の確
保をすすめる。

③Ｈ29年度に引き続きH30年度も
「医療」をテーマに県立大と協働
研究事業を継続するほか、消防
防災課による外国人住民向けの
消防救急講習会も開催する。ま
た、県単位の医療通訳派遣のシ
ステム構築について県に要望し
ていく。

④2020東京オリンピック競技大
会やラグビーＷ杯2019日本大会
合宿、国際リニアコライダー誘致
をきっかけとした国際交流・多文
化共生意識の高揚を図る。

・姉妹都市及び
友好都市交流事
務は外国都市と
の交流関係はこ
の施策に適して
いるが、国内都
市との交流につ
いては合わな
い。
・石垣市友好都
市交流事業はこ
の施策には合わ
ない。

30

　様々な国際文
化に触れる機会
が増え、国際交
流活動を行う人
材が育ち、外国
人が暮らしやす
いまちづくりが進
められているこ
と。
　子どもの頃から
の語学指導や生
の英語に触れる
ことにより国際理
解を深め、様々な
文化と交流できる
人材が育ってい
ること。

B
B

(B)

一部目標値に達しない
項目もあるが、目標値
に向けて順調に推移し
ている。

　 ①外国人労働者が増加してきてお
り、企業の担当者や外国人労働者
からの生活や雇用に関する相談
が国際交流ルームを中心に増え
ている。

①北上市多文化共生指針に基づ
き、市民会議で進捗状況を確認し
ながらそれぞれの取り組みを進め
ている。

②庁内の国際都市へ向けた事業
の取り組みについて、社会教育施
設のWi-fi環境整備、多言語表記
は進んでいるものの、市本庁舎の
案内看板の英語化は進んでいな
い。

③　ワン・ワールド・フェスタの開催
がきっかけとなり、国際交流に関
する関心が高まり、国際交流ルー
ムの一般ボランティア登録数は目
標に近づいてきている。

④小学校では、外国語理解教育
が実施され、時間割に授業が増え
たことで、英語指導助手の活用が
進んできている。

①市施設、民間施設の外国語表
記が十分進展していない。

②現在、外国人英語指導助手は
市独自に契約・雇用しているが、
その雇用に当たっては、国際交
流ルームを通じて姉妹都市のコ
ンコードアンバサダーを介して人
選を行っており、欠員が生じた場
合は迅速に対応することができ
ないことがある。小学校における
外国語活動及び外国語科が導
入され、英語指導助手の派遣を
要望する声は、年々高まってい
る。また、英語キャンプへの対応
や、夏季休業中の弁論大会へ向
けた指導などのニーズもある。

③災害時や医療機関受診時のコ
ミュニケーションに不安をかかえ
る外国人がいる。

④国際交流・多文化共生に係る
市民の意識醸成が十分ではな
い。

29

長い歴史のなか
で育み守り伝えら
れてきた文化財
を調査・研究し、
その成果が周知
されていること。
有形・無形の文
化財から、先人
が保存伝承して
きた知恵や技、生
き方や文化を学
び、文化財が多
角的に活用され
ながら、次世代に
継承されているこ
と。

B
B

(B)

民俗芸能団体連合会
への登録団体数は目
標値の98.4％である。
指定文化財件数は目
標値の33.3％だが、1件
の新指定が文化財保
護審議会から答申を受
けており、平成30年度
には指定件数の増加
が確実であることから、
施策の成果は概ね順
調と判断される。

　 ①少子高齢化、農村部の人口減
少など社会環境の変化により、地
域に伝承されていた田植踊、盆踊
など公演機会の少ない団体が活
動を休止するようになり、民俗芸能
団体連合会の加盟団体が減少し
てきた。

②地域にある史跡や民俗芸能など
が再評価されることにより、地域等
で史跡や民俗芸能を活用した事業
が展開されるようになってきた。ま
た、地域のまちおこしに伴う公演が
継続的に行われ、定着した発表機
会が増加してきた。

③世代交代による価値観の相違
などにより、未指定文化財に対す
る関心が薄れ、調査時に、散逸・
消失している場合がある。

①民俗芸能公演では、観覧者に芸
能の由来や特徴を丁寧に解説す
ることで、民俗芸能への興味・関心
を促す環境を作り、芸能団体の活
動支援につながっている。

②「鬼の館芸能公演」「夏油温泉か
がり火公演」「秋のこどもフェスティ
バル」「大乗神楽大会」「冬のみち
のく芸能まつり」など、日程を固定
した公演を毎年継続的に開催して
いる。

③未指定文化財の情報収集に努
め、悉皆調査や詳細調査を行い、
重要な価値をもつものについて文
化財指定を行っている。

④伝承活動に取り組む青少年の
発表機会を引き続き設定した。

①社会環境の変化に伴い、生活
様式や風俗習慣も大きく変貌し
てきているため、日常生活に密
着して伝承されてきた民俗芸能
や年中行事・儀礼等を伝承する
ことが困難になってきている。
②農村部の少子高齢化、人口減
少等の進行により、後継者育成
ができず活動を中断している団
体がある。
③鬼剣舞など観光事業と結びつ
く芸能は公演機会も多く活動が
活発であるが、農耕儀礼や年中
行事など地域の行事と共に行わ
れる芸能は公演機会が少なく伝
承活動が困難で、後継者育成に
苦労している。
④歴史、民俗に関する専門職員
の不足により、文化財の調査及
び記録保存が停滞し、文化財候
補物件のリスト作成・見直し及び
詳細調査が遅れている。
⑤「鬼の館芸能公演」は、１団体
の公演時間の設定が長く、演技
時間の短い団体や、演目が少な
い団体には公演を依頼しにくく、
その結果、公演依頼団体が固定
されている。

①民俗芸能保存会や民俗芸能
団体連合会の伝承活動を継続し
て支援していく。

②地域の民俗芸能を伝承する意
義や後継者育成など芸能団体が
抱える諸課題を情報交換できる
場を設ける。

③民俗芸能団体連合会、博物
館、鬼の館、商業観光課（民俗
村）と連携し、公演機会の少ない
芸能団体も出演できるよう、既存
事業（伝統文化継承事業）の充
実、新たな民俗芸能発表会の開
催等を検討する。また、年間を通
した芸能公演の開催及び育成団
体による芸能公演の開催を定着
化する。

④未指定文化財の調査と文化財
の指定促進を図るため、専門知
識を持つ人材の確保を行ってい
く。

⑤後継者不足等で一定時間の
公演が難しく、発表の機会を得ら
れない芸能団体が発表できる場
（合同公演等の実施など）を確保
する。

事務事業は適切
に構成されてい
る。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

03ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり（政策統括監：商工部長）

03-01産業間連携の促進

03-01-01次世代につながる産業間連携の促進

①
農楽工楽クラブ
加盟数（商工業
等事業者数）

加盟企業数（各
年度末）

85社 82社 74社 85社 [87.1%] 20.0%

②
※　ふるさと北
上応援寄附額

ふるさと納税寄
附金額

140,157千
円

723,410千
円

1,020,998
千円

1,000,000
千円

102.4% 20.0%

③

産業高度化支
援による新規事
業等創出件数
（累計）

新事業創出プロ
デューサー活動
記録累計＋新
事業創出支援
事業採択数
(H28～）

10件 17件 22件 22件 100.0% 30.0%

④

産学連携による
新技術・新製品
開発件数（累
計）

国委託事業件
数等累計

6件 6件 6件 12件 0% 30.0%

03-02活気ある商工業と観光の振興

03-02-01技術力・経営力強化への支援

①

金型技術研究
センターにおけ
る技術相談件
数

基盤技術高度
化推進事業実
績報告書

18件 6件 15件 23件 [65.2%] 20.0%

②

金型技術研究
センターにおい
て技術相談を受
けて研究に取組
んだ件数

共同研究数（補
助制度の有無を
問わない）

３件 6件 4件 ２件 [200%] 30.0%

③

産業高度化支
援による受発注
成立件数（累
計）

産業高度化アド
バイザー活動記
録累計

19件 20件 20件 21件 50.0% 30.0%

④

産学連携による
新技術・新製品
開発件数（累
計）

国委託事業件
数等累計

６件 6件 6件 12件 0% 20.0%

①企業訪問等により企業の状況
把握に努めるとともに、ニーズに
合った国・県・市及び大学等の支
援施策を紹介するなどきめ細か
いフォローを行う。
②生産性向上特別措置法に基
づく、償却資産に関する減免制
度を創設し、生産性性向上につ
ながる設備投資を促していく。
③いわてデジタルエンジニア育
成センターの平成31年度以降の
運営方針について、安定した運
営に向けて県との協議を進め
る。
④既に加速器産業へ参入してい
る企業を講師としたセミナーの開
催などにより、地域企業のＩＬＣ関
連産業への参入について支援す
る。
⑤新事業創出支援事業補助金
により、新事業に取り組む事業
者を支援する。

　

32

 地域企業が下請
型からの転換を
図るため、開発研
究に取り組んで
いること。
 独自技術を磨き
創造的な製品を
開発するなど、地
域企業それぞれ
が技術力、経営
力の強みを生か
し、競争力を高め
ていること。

B
B

(B)

２項目で目標値が未達
であるものの、金型技
術研究センターとの共
同研究の実績では最
終目標値まで、産業高
度化支援における受発
注成立件数では中間
目標値を達成している
ため。

①最終目標を達成でき
なかった「産学連携に
よる新技術・新製品開
発件数（累計）」は、算
定の基礎としている国
委託事業以外の補助
金等により実施されて
いるものもある。
②北上市産学共同研
究補助金は、毎年コン
スタントに活用されてお
り、製品化に向けた研
究が行われている。

①コンパクトカーの販売台数が好
調であり、自動車関連は依然とし
て順調な生産状況が続いており、
製品開発に取り組む環境が整って
いる。
②設備投資に関する税制大綱な
どにより国内消費等を中心として
景気回復の動きが広がり、設備投
資が持ち直しつつあることで、もの
づくり環境が改善し、景気回復の
兆しが自社製品の開発研究に向
かわせている。
③いわて産業振興センター内によ
ろず支援拠点が設置され、市内で
は信金が同センターと連携し月１
回、同じく産業支援センターでは月
２回の出前相談会を定期開催し、
地域企業の経営改善につなげて
いる。
④半導体関連産業の立地が決定
し、設備据付や設備メンテナンスな
どの受注など、関連産業への波及
が見え始めている。
⑤地域未来投資牽引企業に、市
内８社の取組が認められ、関連産
業を牽引する原動力となってい
る。

①平成28年度において北上市工
業振興計画の実施プロジェクトを
見直し、中小企業の技術力・経営
力強化支援に取り組んでいる。
②産業支援センターでは、経営力
強化につながる各種セミナーの開
催や産業支援アドバイザーによる
相談業務を、継続して行っている。
③毎年100社程度の企業を、市役
所幹部職員が訪問し、企業ニーズ
の把握に継続に取り組んでいる。

①設備投資や原価低減の課題も
あり、地元企業の自動車関連産
業への参入は、あまり進んでい
ない

②いわてデジタルエンジニア育
成センターは、３次元技術に関す
るものづくり人材の育成や企業
に対する技術支援を行っており、
地域企業に有益な施設となって
いるが、運営に係る財源が不安
定となってきている。

③ＩＬＣの国内候補地が北上サイ
トに決定したものの、地域企業に
とっては、ＩＬＣ参入の道筋が不明
確であり、情報も不十分であるこ
とから積極的な取り組みに至っ
ていない。

④企業が継続的に成長するため
には、新たな取り組みに対する
支援メニューが必要である。

31

 産学官連携の推
進によりイノベー
ションが誘発・加
速されているこ
と。
 農商工連携が促
進され、地域経済
の持続的な発展
と活性化が達成
されていること。

B
B

(B)

２つの指標は順調であ
るが、他の２つの指標
において目標値を下回
る実績となっている。
29年度から基盤技術支
援センターを産業支援
センターに改め、産業
全般の支援体制が整っ
てきた。

北上市産学共同研究
補助金は、毎年コンス
タントに活用されてお
り、しかも、その研究内
容には以前よりも深化
がみられる。
特産品については、ふ
るさと納税にて取扱い
が増加しており、季節
に応じた農産物の特産
品のほか工業製品も幅
広く採用している。

①国は産業振興の柱に中小企業
の育成を掲げており、各種補助事
業を創設し地域産業の振興に取り
組んでいる。

②企業間連携の推進、企業と大学
との連携、他地域の企業間連携の
必要性が高まっている。

③農商工連携に係る国・県の支援
制度が創設されており、全国的に
は「農産物直売所」、「農産物加工
場」、「農村レストラン」などの取組
が進んでいる。

④いわて産業振興センターによろ
ず支援拠点が設置され、相談支援
体制や連携の取り組みが強化され
ている。

①岩手大学金型技術研究セン
ター、岩手大学三陸復興・地域創
生推進機構、北上ネットワーク・
フォーラム、岩手ネットワーク・シス
テム等の機関・団体との密接な連
携体制が構築されている。

②ふるさと便PR事業によりふるさ
と納税への返礼を行うことにより、
工業製品のほか、農産物や観光
商品など、様々な産業での取組に
つながっている。

③産業全般を包括的に支援する
産業支援センターを指定管理者に
よる運営に切り替え、ノウハウの
蓄積により、より効果的な支援体
制となった。

①研究開発を行っていない場合
は、国の補助事業に取り組むこ
とが難しくなっている。

②地域資源を活用した農商工連
携による産業振興への取組が遅
れている。

③岩手県よろず支援拠点のよう
に産業全般を支援できる機関・
体制が市及び近隣にない。

④産業支援センターの設置によ
り幅広い業務へのアドバイスが
可能となっているが、農業の６次
化については支援の強化が必要
である。

⑤ふるさと納税の返礼品につい
て、総務所から示されたガイドラ
インに基づきながら、より魅力的
な返礼品造成に取り組む必要が
ある。

①地元の金融機関、北上オフィ
スプラザなどの支援機関と連携
し、中小製造業への各種補助事
業導入支援を展開する。

②研究開発や製品の高付加価
値化に取り組む企業への支援の
ため、企業間や大学、KNF（北上
ネットワーク・フォーラム）などの
連携をさらに強めていく。

③産業ビジョンの策定により、農
商工連携が機能する仕組みを構
築するほか、農業者と商工業者
双方のニーズがマッチする機会
を設定するなど、産業振興に係
る農商工連携への取組を継続し
て支援していく。

④ふるさと納税に係る返礼品に
ついては、受託者である観光コン
ベンション協会の専門スタッフに
より商品開発を強化し、地域資
源の活用を進める。

⑤産業支援センターが中心とな
り、産業全般の包括的支援を行
い、新事業等創出を円滑にする
ほか、農業の６次化についても
農業支援センターと連携し、産業
支援を強化していく。また、同時
に岩手県よろず支援拠点の県南
サテライト設置の実現に向け、関
係機関等へ働きかけを行う。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

03-02-02足腰の強い地域産業構造の構築

①
工業製造品出
荷額等

工業統計調査
3,716億円
［H25年］

3,777億円
[H26年]

3,574億円
[H27年]

1兆1000
億円

-2.0% 30.0%

②

北上公共職業
安定所新卒者
（高卒者）自所
受求人数

北上公共職業
安定所公表数
値

486人 594人 620人 400人 [155％] 25.0%

③
誘致企業の数
［累計］

平成25年度の
立地企業数は６
社で立地企業数
の累計は212社
（誘致企業数／
誘致目標数）

219社 225 230 240社 52.3% 25.0%

④

地域企業の自
動車・半導体・
医療分野への
新規参入件数

産業高度化アド
バイザー活動記
録＋新事業創
出プロデュー
サー活動記録
＋新事業創出
支援事業のうち
自動車・半導
体・医療分野
（H28～）

0件 1件 1件 2件 [50％] 20.0%

03-02-03活気ある商工業の振興

①
中心商店街周
辺有料駐車場
年間利用台数

市営本通り駐車
場及び北上都
心開発㈱直営
駐車場の合計

107万台 108万台 106万台 113万台 -16.6% 30.0%

②
市内卸・小売の
年間商品販売
額

経済産業省が
行う商業統計調
査に基づく北上
市の販売額
（H28経済セン
サス）

2,020億円
［H24年

度］

2,154億円
[H26年

度】

2,541億円
[H28年

度】

2,400億
円

137.0% 20.0%

③
中心商店街空
き店舗率

北上市商店街
等実態調査に
基づく

26.3％ 26.0％ 30.7％ 22.0％ 未達成 20.0%

④
※　人口１人当
たりの大型店舗
面積

東洋経済「都市
データパック」よ
り

1.54㎡
[H27]

1.61㎡ 1.62㎡ 1.54㎡ 105.1% 10.0%

⑤
※　卸・小売業
の付加価値額
(当期純利益)

「リーサス」卸・
小売業の付加
価値額(民間
データ)

212百万
円

556百万
円

[H27年
度]

未公表
550百万

円
－ 20.0%

①商業者・消費者の意見を地域
商業ビジョンの実施計画に反映
しながら、各プロジェクトを執行し
ていく。

②若者・女性向けのチャレンジ
ショップ事業を支援することで、
魅力ある店舗をつくり、中心市街
地の価値を高めていく。

③一店逸品運動など、商いの原
点に立ち返りお客様の満足度を
高めることを第一とする経営方法
や人材育成の取組を支援してい
く。

④新規創業・第二創業を支援し、
創業者や後継者を創出する。

⑤買い物困難地域の実態調査
から、事業実施の見送りを検討
する。

⑥施設の維持管理を含めた商店
街の再生を図ろうとする取組に
積極的に支援していく。

　

34

　市内の商店街・
地元商店等が、
主体的に都市型・
郊外型・地域密
着型などの立地
環境に即し、特徴
を発揮した商業を
展開し、市内消費
者が地元の商店
を利用して賑わっ
ている。
　市内の中小企
業の経営が安定
している。

B
Ｂ
(C)

①直近(H28）の公表
データによると市内卸・
小売の年間商品販売
額が目標値を上回って
いる。また付加価値額
も目標値を越していて
おり、地方小都市として
は高い数値を出してい
る。

②中心商店街周辺の
駐車場利用が、年間
100万台を超えている
のは、他市との比較で
は、極めて高い数値で
ある。（H29の駐車場台
数は、実数102万台に、
工事期間の減少を推定
した4万台を加えてい
る。）

①空き店舗について
は、商店街等実態調査
にに基づいて算出して
いるものの、実態とし
て、空き店舗がチャレン
ジショップとして７事業
者が入るなど、プラス
の動きも見られており、
ある程度、歯止めがか
かっていると言える。

①海外経済の回復を受けて雇用・
所得環境の改善等から個人消費
も持ち直しの動きが続いた。また
大手半導体工場の立地が決定し、
地域にもたらす経済効果に期待が
寄せられている。

②インターネット通販、スーパー、
コンビニが地元商店街や百貨店の
市場規模を上回っている。また、郊
外の食品スーパーに買い物客が
増える中、地元商店街は苦戦を強
いられている。

③消費者は通販やショートタイム
ショッピングといったスタイルで買
物に時間をかけない傾向にある。

①地域商業ビジョン推進委員会を
設置し、進捗状況の評価や意見を
いただいている。

②創業塾やビジネスプランコンテ
ストなどの創業支援事業により、
起業家が育成され、飲食店、整骨
院などの新規開業につながってい
る。

①消費者ニーズを捉えた魅力的
な個店が少ない。

②大型店舗やネットショップと差
別化できる商店街ならではの優
位性を作り出せていない。

③地元商業者の高齢化が進み、
後継者問題があるものの、人手
不足による閉店への対応が不足
している。

④商店街において、地域や消費
者等を巻き込んだ商業振興の取
組が少ない。

⑤買物困難地域でのニーズに対
する効果的な対応が見いだせな
い。

⑥商店街組織の弱体化もあり、
商店街施設の維持管理が困難
になってきている。
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 幅広い分野から
の企業誘致によ
り、景気動向（不
景気）に左右され
にくいバランスの
とれた産業構造
が構築されてい
ること。　北上市
の強みを活かし
た基盤技術産業
を中心とするもの
づくりの拠点化が
図られ、誘致企
業と共同で事業
が行える企画、技
術、品質、コスト、
納期等に対応で
きる地域産業が
構築されているこ
と。　管内就職を
希望する生徒分
の自所受け求人
があること。

Ａ
Ａ
(A)

北上公共職業安定所
新卒者自所受求人数
において、目標を大きく
上回っている。

東芝メモリの新工場の
立地決定、関連会社十
数社の進出見込み、ト
ヨタ自動車東日本の小
型車拠点化など、今ま
でにない製造業の伸び
と経済波及効果が見込
まれる。その一方、指
標の設定時からの状況
と異なり、人材不足で
企業の求人が満たされ
ていない状況となって
おり、新たな施策や産
業支援センターでの人
材確保セミナーで地域
企業を支援している。
地域企業が、第二貸研
究工場棟を利用するこ
とで自動車産業への新
規参入を図っている。

①東日本大震災からの復興需要
や市内への企業誘致の成果に加
え、新規就労者の伸び悩みによ
り、有効求人倍率が1.80(H29年度)
と高止まりの状態が続いている。

②東芝メモリ新工場進出により、
関連企業等含め企業誘致は５社
が決定した。

③市内企業の各分野関係団体参
加状況は、いわて自動車関連産業
集積促進協議会（72社）、いわて半
導体関連産業集積促進協議会（64
社）、いわて医療機器事業化研究
会（13社）である。

④いくつかの事業所では外国人研
修者受け入れを検討している。

①平成23年度から10年間の新・工
業振興計画を策定し、企業集積、
中小企業活性化、ものづくり人財
育成、地域産業連携の４つのプロ
ジェクトを推進することとした。ま
た、企業誘致支援策として優遇補
助金のほか企業の初期投資軽減
の方策を進めてきた。

②北上雇用対策協議会を中心に、
高校、大学等新卒者や一般求職
者向けの就職支援を実施した。

③地場企業支援としては、平成23
年度から新事業創出プロデュー
サー派遣事業を、平成26年度から
新製品開発事業(28年度から新事
業創出支援事業)を実施した。

①企業収益の拡大による賃金上
昇や雇用投資の拡大など、その
効果が地方の中小企業にまで及
んでいない。

②企業誘致は順調に推移してい
るものの、求人の確保が非常に
困難となっているおり、特に大学
生や女性が求める総務部門など
の事務職や研究・開発に従事す
る研究職等は少ない状況であ
る。

③人材の確保に難しさを抱える
事業所が増えている。

④東芝メモリ新工場進出により、
工業団地分譲地の不足、北上工
業団地の交通渋滞が予想され
る。

①工業振興計画に基づきなが
ら、企業ニーズを踏まえたより効
果的な施策の推進に努める。

②企業誘致については、引き続
き産業の集積を図るために製造
業、物流業などの補助金や復興
特区法の対象業種の拡大などの
支援策の整備を行い積極的な企
業誘致活動を行うほか、本社機
能（総務、開発、研究部門等）の
誘致に努める。

③平成28年度に締結した雇用対
策協定により岩手労働局と連携
した取り組みに加え、大学や高
校に対し北上市内の企業情報を
提供を行い、人材確保に努め
る。

④工業団地の拡張、インフラ整
備を実施する。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

03-02-04地域資源を活かした観光の振興

① 年間観光客数
各施設、祭り等
の入込調査によ
る集計

1,394千人 1,521千人 1,510千人
1,588千

人
59.8% 40.0%

② 観光宿泊者数
入込調査に基づ
く

192千人 254千人 221千人 220千人 達成 30.0%

③ 産業観光客数
見学受け入れ
企業の入込調
査による集計

29千人 22千人 26千人 39千人 -30.0% 20.0%

④
※　外国人観光
客入込割合

県内における当
市の外国人観
光客入込数の
割合

- 8.14％ 8.22％ 12.0％ - 10.0%

03-03魅力ある農林業の振興

03-03-01農業の生産性向上

① ほ場整備率

年度末実績によ
り確認
整備済水田面
積（20a以上）÷
農用地内水田
面積×100

73.3％
［H25.3］

73.5%
[H27.3]

73.7%
[H28.3]

73.4％ 達成 30.0%

② 水稲直播面積
花北地域水稲
直播実績検討
会取組状況

91.1ha 129ha 143.3ha 100ha 586.5% 10.0%

③
担い手への農
地集積率

認定農業者とマ
スタープランに
位置付けられた
中心経営体との
合計経営面積

50.03％ 59.80％ 62.32％ 70.00％ 未達成 30.0%

④
野菜等重点作
目の転作田栽
培面積

主食用水稲作
付・転作等の実
施状況（冬期支
店座談会資料）

138ha 107ha 106ha 165ha -118.5% 30.0%

③【継続】地域の話し合いで、地
域農業マスタープランの更新に
取り組み、受け手の確保に努め
るとともに、農地中間管理機構を
活用した更なる農地の利用集積
を図る。

④-1【継続】園芸作物の人手不
足については、新規就農者の掘
り起し、新技術の導入を進めて
いく。

④-2【継続】機械、施設、資材等
の導入による負担増について
は、国、県及び市の補助金を活
用し、負担の軽減を図っていく。
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 意欲と能力のあ
る担い手の育成
と経営基盤の強
化により農業生
産性が高まって
いること。

B
B

(B)

①ほ場整備は国の予
算が付いて、概ね計画
どおりに進んでいる。

②関係機関のコスト削
減の取り組みが農家に
浸透し、直播栽培面積
が増加した。

③機構集積協力金制
度により農地中間管理
事業の取組が図られ、
集積率が増えた。

④園芸作物は作業労
力が必要で人手不足に
より、転作田等での高
収益野菜栽培への転
換が進まない。

【B判定の理由】
・指標４項目のうち、
①、②は最終目標を達
成しており、③について
も前年度より集積率が
増えているため。

・北上市農業支援セン
ターにおいて、農業に
関する様々な相談対応
や情報の収集と提供を
行い、農業者の問題解
決に寄与した。

①県営事業でほ場整備が実施さ
れている。
　
②普及センターや農協において、
コスト削減にかかる講習会や指導
が行われている。

③土地の貸し手、借り手に協力金
が支払われる国の機構集積協力
金制度がある。

④農家の高齢化が進み、園芸作
物の作付をやめる人が出てきてい
る。

③関係機関・団体と一体になった
地域農業マスタープランの更新に
より、地域のあり方の検討や担い
手農家への農地の利用集積を進
めている。

④平成28年度よりアスパラガスや
高収益作物の新規・規模拡大を図
る生産者に対して、種苗や資材等
への補助をし、作付面積の増加を
図ったが、減少を少なくするにとど
まった。

③経営規模拡大によるコスト削
減での収益増加や耕作放棄地を
抑制するための担い手農家への
農地の利用集積をさらに増やす
必要がある。

④園芸作物栽培を拡大していく
ためには、作付農家の人手不足
や施設の導入費などの負担が大
きい。
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 二大観光資源で
ある展勝地及び
夏油高原を柱とし
て、産業観光など
北上らしい魅力
ある資源を活用し
ての誘客や、ご
当地グルメなど滞
在者のおもてなし
を促進しながら、
安定的な入込の
確保による地域
内の賑わい創出
が図られているこ
と。

B
C

(C)

いわて国体等の開催に
よる集客や大型イベン
ト開催時に安定した集
客を確保できたことで、
観光客入込総数につい
ては実績値の増加傾
向を維持した。イベント
期間以外の誘客ついて
は、増加傾向と言え
ず、分野によっては減
少となっている。

①年間観光客数にカウ
ントしていないイベント
（さくらホール、総合運
動公園等、文化・ス
ポーツイベントの数値
が、約111,000人有
る。）
②行政主導のイベント
では観光の産業化が
不可能なため、民間活
力による時代に合わせ
たイベント実施が行わ
れるようサポートに回
り、観光の産業化を図
る必要がある。これらを
実施していくことで、地
域観光の魅力を引き上
げていくことが可能であ
る。

①安、近、短、そして個人、小グ
ループの旅行形態が主流になって
いる。

②当市においても外国人観光客
は増加傾向にあるが、外国人に対
し求められる魅力が弱いことや求
められるインフラ環境が整っていな
い。

③話題性のある観光地や、近年の
新幹線新規開通等によって交通利
便性の向上した観光地が集客力を
強めている。

④東北観光推進機構がインバウン
ド取り込みを目的に設定した東北
広域の観光ルートに含まれていな
いなど、主要な観光ルートから外
れることが多い。

①総合的な観光振興の主体団体
として、観光コンベンション協会が
地域資源の掘り起こしやコンベン
ション事業など市と連携を図って活
動しているが、主体的な活動として
は弱い状況である。

②イベントに関わる観光コンベン
ション協会、商工会議所、市の人
的、時間的な労力の割合が過大と
なっており、観光に係る現状分析、
企画立案等の業務に取り組めない
状況である。

③観光施設等の老朽化が進んで
おり、修繕や維持のための支出割
合が多く、魅力づくり、話題づくりの
ための経費支出が出来ていない。

④行政が事務局になっているため
「稼ぐ」視点が弱く、補助金依存体
質のイベントが多い。そのため観
光産業に結びつかない。

①食、遊び、自然など観光に関
するあらゆる情報を集約し分析
する体制がなく、戦略的な観光
施策が実施されていない。
②ニューツーリズムなど新しいタ
イプの観光形態を取り入れるた
めの体制づくりが遅れている。
③外国人観光客を誘客するため
の施策や方針を定めていない。
④観光コンベンション協会が主体
となった民間活力の掘り起しと運
営強化のための体制づくりとなっ
ていない。
⑤大規模イベントの際、会場周
辺駐車場の不足や道路混雑によ
り、誘客への損失が生じている。
⑥地域内に収益を生まないイベ
ントが多数あり、関係団体が疲
弊。観光産業施策を立案する時
間が取れない。
⑦観光産業で利益を上げる事業
者が少なく、かかった経費が外
部流出している。
⑧施設老朽化の対応に追われ、
観光の産業化への道筋が立てら
れない。

①観光ビジョン推進会議でビジョ
ンの進捗状況を整理、分析しな
がら、行政、関係団体、事業者等
の役割を整理し、有識者の助言・
指導も受けながら観光ビジョンを
更に推進していく。
②展勝地及び夏油高原を誘客の
柱に据えたまま、イベント集客に
よらない多様な観光メニューも企
画開発し、ＰＲしていく。
③今ある観光スポットを利用した
誘客方法の工夫や、新たな観光
テーマ、話題づくりの方法を研究
し、共有、実践していく。
④インバウンドを将来的な誘客
の柱とするために、セミナー等の
開催しながら、事業者の協力や
受入側の人的スキルアップ、組
織体制づくりを行っていく。
⑤地域の活性化等を目的とした
団体や地域おこし協力隊と協力
していく。また、観光コンベンショ
ン協会との人的交流により観光
振興の担い手育成、施策検討、
組織強化を行っていく。
⑥関係機関と協議、調整しなが
ら、イベント開催時の道路混雑の
改善策を実施していく。
⑦上記施策を実行するため、地
域に収益を生まない事業は削減
のうえ時間を生み出し、収益を生
む事業に注力。観光の産業化を
図る。

①指標「①年間
観光客数」につ
いて、目標数値
を見直すことで
対応済み。

②指標「④特産
品取扱店舗数
（北上コロッケ、
桑茶）」につい
て、目標数値を
見直すことで対
応済み。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

03-03-02農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

①
農畜産物関係
商標登録数

「きたかみ牛」
「更木桑茶」商
標登録、「いも
丸くん」著作権
登録

3件 3件 ３件 5件 0.0% 15.0%

②
主要産地直売
所販売額（年
額）

毎日営業してい
るＪＡ産直あぜ
みちと、あぐり夢
くちない、よって
げ市、くろいわ
産直４店舗の年
間販売額の計

265,066千
円

292,909千
円

287,889千
円

305,000
千円

57.2% 15.0%

③
出荷している二
子さといもの販
売金額

農協、県南市場
と花果の出荷分

94,760千
円

93,142千
円

80,625千
円

100,000
千円

-269.8% 20.0%

④
きたかみ牛該当
頭数

肉質格付が５段
階評価で４等・５
等の高水準のも
の

470頭 353頭 295頭 410頭

基準年度
と同程度
の維持が
できてい

ない

20.0%

⑤
※　ふるさと便Ｐ
Ｒ事業による農
産物出荷額

農産物関連取
扱金額

36,562千
円

123,358千
円

158,430千
円

117,000
千円

達成 30.0%

03-03-03地産地消の推進

①
※　食のつなが
り認証件数

生産者、販売
店、飲食店、加
工業者の認証
件数

16件
[H28年

度]
16件 25件 60件 20.5% 20.0%

②

市内産の農産
物を進んで購入
しようとする人
の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

79.0％ 71.4％
71.4％
[H28年

度]
82.0％ 未達成 30.0%

③
地場産野菜利
用率（学校給
食）

市内3給食セン
ターにおける北
上産野菜の利
用率

32.1％ 33.5％ 35.8％ 35.0％ 達成 20.0%

④
主要産地直売
所販売額（年
額）

毎日営業してい
るＪＡ産直あぜ
みちと、あぐり夢
くちない、よって
げ市、くろいわ
産直４店舗の年
間販売額の計

265,066千
円

292,909千
円

287,889千
円

305,000
千円

57.2% 30.0%

03-03-04環境保全型農業の推進

①
多面的機能支
払交付金活動
組織数

多面的機能支
払交付金に取
組む活動組織
数

32組織 45組織 47組織 46組織 107.1% 50.0%

②
※　環境保全型
農業直接支払
活動面積

取組における総
面積

237ha 340ha 256ha 367ha 14.6% 50.0%

①【継続】食のつながり認証制度
について、イベントやHPを活用し
て周知・PRを図っていく。

④【継続】産直が年間を通して販
売ができるよう、事業創出支援事
業補助金(６次産業化)を活用して
新たな加工品開発等を支援して
いく。

39

 環境に配慮した
農業の重要性が
生産者側のみな
らず市民に広く理
解されている。

B
B

(B)

①多面的機能活動組
織は、毎年新たに設立
され、ほぼ市内全域に
活動組織が設立され
た。H27：11組織、H28：
２組織、H29：２組織

②環境保全型農業活
動面積は、作付面積が
減った組織があったた
め、総面積が減少し
た。

【B判定の理由】
・指標２項目のうち、①
は最終目標を達成して
おり、②についても基
準年度より増えている
ため。

　 ①多面的機能支払交付金を活用
して、地域住民が地域ぐるみで農
村環境保全活動に取り組んでい
る。

②環境保全型農業直接支払交付
金の実施主体の営農計画による
（ほ場をブロックローテーションして
作付しているため各年毎に面積の
増減がある）。

①多面的機能支払交付金におい
て、交付金未活用地域からの要請
により説明会を開催した。

①多面的機能支払交付金活動
において、高齢化により活動に
支障が生じ始めている。
②環境保全型農業直接支払交
付金の取組要件に、平成30年度
から「国際水準GAPに取り組むこ
と」が加わり、取組組織の負担感
が増加した。

①-1【継続】多面的機能交付金
事業を継続していくため、県、土
地改良区と連携し活動に係る支
援を実施する。
①-2【新規】組織の広域化に係る
支援を検討する。

②【継続】環境保全型農業直接
支払交付金事業の必要性を理解
していただくため、制度説明会を
開催する等、取り組みをさらに推
進していく。

　

38

　地元で採れた
安全安心な農産
物を、産直などか
ら消費者が購入
したり、学校給食
や宿泊施設など
に供給されている
こと。

B
B

(B)

①食のつながり認証件
数は、12件/年の目標
どおり認定されている。

③学校給食において、
米については全量北上
産で対応している。野
菜については大根、馬
鈴薯など重量のある野
菜が増えたため利用実
績が伸びた。

④主要産地直売所販
売額（年額）は、ふるさ
と納税への出荷によ
り、基準年度より増加し
ている。

【B判定の理由】
・指標４項目のうち、③
は最終目標を達成して
おり、①、④についても
基準年度より順調に増
えているため。

　 ④産直では、出前産直やイベント
出店を行っている。

①食のつながり認証制度について
は、イベントやHP、FBを活用して
周知・PRを図っている。

③学校給食への北上産農産物の
提供に向けて、生産者と給食セン
ターとの意見交換を行い、納品に
つなげている。

④北上市産地直売所連絡協議会
を組織し、スタンプラリーなどの事
業を実施して、産直の魅力アップ
を図っている。

①食のつながり認証制度につい
て、市民の認知度がまだ低い。

④産直で年間を通して販売でき
る農産物や加工品がまだ少な
い。

37

 「二子さといも」
や「きたかみ牛」
など北上の特産
品が、更にブラン
ド力を強化し、生
産量と販売額が
増大しているこ

と。また、農産物
が高付加価値化
や新たに販路を
開拓し、生産量と
販売額が増大し

ていること。

B
B

(B)

②主要産地直売所販
売額（年額）は、ふるさ
と納税への出荷によ
り、基準年度より増加し
ている。

③二子さといもの出荷
については、栽培面積
の減少(H26:37ha→
H29:34ha）により伸び悩
んでいる。

④きたかみ牛は、肥育
農家が一貫経営に移
行するため、一時的に
出荷頭数が減った。

⑤ふるさと便PR事業に
おいて、セットメニュー
や毎月定期送付コース
を次々と開発したことに
より、農産物を選ぶ寄
附者が増加している。

【B判定の理由】
・指標①を除く４項目の
うち、②、⑤は順調に伸
びており、③、④につい
ては市の補助金等を活
用して伸びる可能性が
あるため。

・北上市農業支援セン
ターにおいて、農業に
関する様々な相談対応
や情報の収集と提供を
行い、農業者の問題解
決に寄与した。

②産直の販売額は、ふるさと納税
への出荷により、堅調に額を伸ば
している。

③「二子さといも」は、栽培面積の
減少により販売金額が減小してい
る。

④肥育農家が一貫経営に取り組
み始めた。

⑤ふるさと納税が全国的なブーム
となり、返礼品としての農産物の取
扱いが大幅に伸びた。

②産直でも販売できる加工品開発
のため、新事業創出支援事業補
助金（６次産業化）により３件の事
業採択を行った。

③二子さといもなど高収益作物の
作付面積増につながる補助を実施
している。また、二子さといもの地
理的表示保護（GI）が登録された。

④きたかみ牛ブランド強化事業に
よる補助を行っている。

⑤ふるさと便ＰＲ事業による取り組
みにより、多くの事業者を開拓し
て、北上産農産物の取扱額も上昇
した。

③　「二子さといも」について、生
産地域ごとに品質のバラつきが
ある。

④　「きたかみ牛」について、市内
での供給拡大を進める検討が不
足している。

③【新規】「二子さといも」につい
ては、地理的表示保護制度の登
録に合わせ、全生産者で生産管
理を行い、関係者との連携を深
めながら品質のバラつき解消や
反収増につながる取り組みを進
める。
　継続して市単独補助事業を実
施する。

④【継続】「きたかみ牛」について
は、飲食店でのキャンペーンや
飲食店や消費者への供給などに
取り組み、市内での供給拡大と
ブランド認知の向上を図る。
　継続して市単独補助事業を実
施する。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

03-03-05魅力あふれる農山村の確立

① 荒廃農地面積
荒廃農地の発
生・解消状況に
関する調査

14ha 11ha 16.9ha ８ha -48.3% 60.0%

②
中山間地域交
流取組組織数

事業実績報告
書により把握

３組織 ３組織 ４組織 ４組織 100.0% 30.0%

③
※　きたかみ農
楽校参加者数

きたかみ農楽校
への参加者数

13人 11人 11人 20人 -28.6% 10.0%

03-03-06森林資源の保全と多様な価値の活用

① 人工造林面積

岩手県林業の
指標より
（国・民有林の
人工林合計）

7,976ha
［H25.3］

7,976ha
［H29.3］

7976ha
[H30.3]

8,010ha 0.0% 10.0%

②

森林保全及び
緑化推進関係
イベント参加者
数

イベント開催時
参加者数

752人 973人 930人 900人 120.3% 25.0%

③ 除間伐面積
民有林（市有
林・私有林）にお
ける除間伐面積

96.09ha 15ha 28ha 100.0ha -1741.4% 15.0%

④
※　森林経営計
画策定面積

民有林における
森林経営計画
の策定面積(市
有林について
は、策定済み）

1,097ha
（16％）

1,230ha 1380ha 1,600ha
（22％）

56.3% 50.0%

①【継続】中山間地域直接支払
交付金の活用により、荒廃農地
の新規発生抑制の取組みを推進
するよう指導する。

③【継続・追加】たかみ農楽校の
募集時期に、市広報やHP以外に
も、FBやFMなども活用して、応
募者の増加を図る。

41

森林経営計画に
基づく森林施業
により、森林が適
切に管理されて
いること。また、イ
ベントなどを開催
し市民が森林に
親しんでいるこ
と。

B
B

(B)

①造林した森林を皆伐
した場合は、再度造林
するため、基準年度よ
り減少しなかった。

②好天に恵まれ、イベ
ント参加者数は多かっ
た。

③森林組合の作業現
場が、国有林と民有林
で大きく変わるが、H28
年度より面積が増加し
た。

④広報・HP・林業座談
会による周知と、森林
組合の作成協力により
森林経営計画策定面
積が増加している。

【B判定の理由】
・指標４項目のうち、②
は最終目標を達成して
おり、③、④についても
H28年度より増えている
ため。

　 ①森林所有者の森林に対する関
心が低く、伐採や再造林における
経費負担も大きいため、森林整備
が進まない。

②屋外イベント時により天候に左
右されること、他のイベントとの重
複により参加者が増減することが
ある。

③市内の除間伐は主に森林組合
で作業しており、森林組合の作業
場所によって民有林の除間伐面積
に差が生じる。

④森林所有者が所有地の現状を
把握していないことや所有者が市
外に在住している等で、森林経営
計画策定に係る合意形成を得るこ
とが難しい面もある。

①市有林においては、間伐主体で
実施され、造林する市有林が少な
い。

②広報や市HPへの掲載、市内
ショッピングセンター等にポスター
を掲示し、イベントの周知を実施し
ている。

③市有林においては、10haの間伐
を行っている。

④市有林においては、498haの森
林経営計画を作成し、計画的に森
林施業を行っている。

③除間伐や造林の面積を増やす
ための木材生産コスト（伐採、搬
出）や造林コストが高い。

④さらなる森林経営計画策定の
推進を図るための森林所有者情
報の整備が不足している。

③【継続】木材生産コストや造林
コストの削減のため、木材流通
促進事業補助金の活用、高性能
林業機械の導入、森林経営計画
作成の支援をそれぞれ実施す
る。

④【継続】民有林における森林経
営計画策定面積を増やすため、
森林所有者の情報が分る林地台
帳の整備を進める。

　

40

　中山間地域や
里山において、荒
廃農地がないな
ど景観が保全さ
れ、農家以外の
人も農業・農村に
親しんでいるこ
と。

B
B

(B)

①荒廃農地の新規発
生がH28とほぼ同じ約７
haであるが、農地への
再生面積がH28より約
５ha少ないことから、荒
廃農地が増えている。

②沢目集落、山寺集
落、八天集落、臥牛集
落で中山間地域等交
付金事業を活用し、交
流の取組を行ってい
る。

③市及びきたかみ地域
振興財団のHP等で募
集をしているが、参加
者はH28と同じであっ
た。

【B判定の理由】
・指標３項目のうち、②
は最終目標を達成して
おり、③についてもH29
年度はH28年度と同じ
参加者数があったた
め。

　 ①集落では中山間地域等直接支
払交付金を活用し、荒廃農地の解
消と発生抑制が行なっている。

②中山間地域の集落が、地域の
活性化施策として都市間交流事業
を継続的に実施している。

③きたかみ地域振興財団のHP
で、きたかみ農楽校の作業風景や
作業内容を紹介し、PRを行ってい
る。

①農地パトロールで荒廃農地の利
用状況を確認し、荒廃農地所有者
に今後の利用アンケートを行って
いる。再生が不可能な荒廃農地
は、農地から除外する手続きを
行っている。

①荒廃農地は平地（約10ha）より
中山間（約7ha）が少ないが、さら
に少なくする必要がある。

③たかみ農楽校の募集の周知を
強化する必要がある。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

03-04地域産業を担う人づくりと雇用環境の向上

03-04-01雇用環境の向上

①

北上管内新卒
者の当市及び
近隣市町への
就職内定率

北上管内新規
高卒者の就職
者数に占める北
上・花巻・水沢
公共職業安定
所管内への就
職内定率（括弧
内は北上市内
新卒者の北上
市内への内定
率）

57.3％
（37.6％）

58.0％
（42.3％）

66.6%
（47.5%）

60.0％ - 40.0%

②
北上市無料職
業紹介マッチン
グ数

実数把握 １件 0件 0件 10件 △11.1％ 10.0%

③
市内企業の障
がい者雇用率

雇用する障がい
者の数÷雇用
する常用労働者
の数

1.60％ 1.78％ 1.76％ 2.00％ - 20.0%

④

北上公共職業
安定所新卒者
（高卒者）自所
受求人数

北上公共職業
安定所公表数
値

486人 594人 620人 400人 [155％] 30.0%

03-04-02ものづくり人材の育成

①
職業訓練施設
等での資格取
得者延べ人数

聴き取りによる
実数把握

683人 756人 872人 750人 116.3% 10%

②

北上高等職業
訓練校の離転
職者訓練受講
者の就職率

聴き取りによる
実数把握

68.20% 65.00% 68.10% 75.00% 90.8% 10%

③
技能検定合格
者の延べ人数

聴き取りによる
実数把握

85名 69名 85名 90人 94.4% 20%

④
コンピュータアカ
デミーの就職率

聴き取りによる
実数把握

98.60% 96.80% 98.20% 100.00% 98.2% 20%

⑤
小学生向け「い
きいきゲーム」
の実施校数

実施小学校数 11校 10校 9校 10校 90.0% 10%

⑥

ものづくり人材
育成事業の受
講者数（在職者
向け）

実数把握(機器
操作講習会、セ
ミナー、ＤＥセン
ター、岩大講座
等)

475人 519人 574人 530人 108.3% 30%

【指標に関するもの】
①ジョブカフェさくらの相談業務
や就職相談会など、様々な支援
事業を関係機関と連携しながら
実施し、求職者を着実に就業に
結びつけるため、引き続き取り組
む。
②高校生向けの企業情報ガイダ
ンスやインターンシップ交通費助
成、企業見学会の積極的な受入
れ等の取り組みを継続し、新卒
者の地元定着促進に取り組む。
③自立支援協議会就労支援部
会で障がい者雇用に関する企業
側の課題・ニーズを把握し、法定
雇用率達成に向け効果的な支援
を行う。
【指標以外のもの】
①近未来研究所と連携し、中小
企業の雇用の安定に関する研究
を行うとともに、人材確保を支援
するため、採用試験に係る交通
費や引っ越し費用を助成する中
小企業のためのＵＩターン定住促
進事業を新たに展開する。
②国や県、大学等の関係機関と
連携を図り、新卒者に限らずＵＩＪ
ターン希望者など多様な人材を
地域に呼び込む取り組みを強化
する。
③市内中小企業の人材確保の
取り組みを重点化していく。

適切に構成され
ているが、今後
強化する必要の
ある外から人材
を呼び込む取り
組みについて
は、現在の施策
のロジックモデ
ルでは整理され
ていない。
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地域企業のニー
ズを的確に捉え

た各種セミナーや
リカレント教育、
講座や研修会等
の実施により、新
技術や新製品の
開発を担う優れ
た技術者が育成
され、多くの誘致
企業が立地する

こと。

B
B

(B)

工業振興計画に基づ
き、産業支援センター
やいわてデジタルエン
ジニア育成センター、
岩手大学金型センター
による技術者育成事業
を実施してきた成果に
より、全ての指標でほ
ぼ8割を超える達成率
となっている。

ものづくりに対する技術
を持った人材が継続的
に育成されてきた成果
として、市内に多くの誘
致企業が立地してい
る。

①大企業では自社内に人材育成
に係る研修システムを有している
が、中小企業は、外部研修を活用
する傾向にある。

②県の委託事業として、いわてデ
ジタル育成センターが運営され、
継続的に３次元技術者の育成が
図られている。

③製造業をはじめ建築、土木など
でも３次元技術の活用が進んでい
る。

④平成19年度に開設された黒沢
尻工業高等学校専攻科では、機
械・電気分野での高度な知識、技
能を持つ人材が輩出されている。

①工業振興計画では、ものづくり
人材の育成を重点項目とし、小学
生を対象にこども創造塾事業を展
開している。

②３次元技術者の養成を主目的と
するいわてデジタル育成センター
は、県と市が連携して平成21年か
ら継続して運営されている。

③テクノメッセの開催により、児童・
生徒に地場企業の製品や技術に
触れる機会を作り出し、将来もの
づくりにかかわるきっかけを作り出
している。

①小学生を対象に、ものづくりに
対する関心を醸成するために子
ども創造塾に取り組んでいるが、
中学生を対象とした事業が実施
できておらず、教育現場との連携
が必要となっている。

②北上職業訓練校は、長期訓練
では企業側から受講者を送り出
すことが難しく、また、求職者訓
練においては企業の採用意欲が
高く受講に結び付かないなど、好
調な雇用情勢の影響により職業
訓練受講者数が減少している。

③北上コンピュータ・アカデミーで
はデジタルものづくりクラスの開
設など人材育成に力を入れてい
るが、雇用情勢が好調な中、入
学者数の確保に苦戦している。

①市内中学校にテクノメッセへの
参加を促すことにより、中学生が
地場企業の製品や技術に触れる
機会を作り、ものづくりに対する
関心を高める。

②北上職業訓練校はものづくり
技術者育成の上で重要な施設で
あることから、長期訓練の実施を
安定させるための財政支援を継
続実施する。

③北上コンピュータアカデミーに
は、県内各地から学生が入学し
ていることから、学生の確保など
課題解決に向けて県の関与を高
めてもらうよう働きかける。

④北上コンピュータ・アカデミー
「デジタルものづくりクラス」や、
いわてデジタルエンジニア育成
センターへの支援を継続し、３次
元技術者やものづくり人材の育
成を図る。

⑤雇用対策協議会が実施してい
る企業向けの人材育成セミナー
の継続実施に加え、指定管理制
度に移行した産業支援センター

児童・生徒対象
としたものづくり
への興味・関心
を高める事業と
して、他の施策
の構成事業と
なっているが、
子ども創造塾事
業（小学生対象：
いきいきゲー
ム、ものづくり探
検隊の実施）や
きたかみ・かね
がさきテクノメッ
セの開催（小学
生、高校生の参
加）、雇用対策
協議会主催によ
る北上地域企業
情報ガイダンス
（高校生に対しも
のづくり企業を
紹介）を実施して
いるが、将来に
向けた進路選択
をする年代とな
る中学生を対象
とした事業が実
施されていな
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一般求職者、高
校生などの若
者、女性、障がい
者など就労意欲
のある多様な働
き手が、就業に至
るまでの様々な
機会を利用し求
人事業所とのマッ
チングが図られ、
北上市内で安心
して働き続けるこ
とができる。

B
B

(B)

地元企業の採用意欲
の高まりを受け、対象
求人数が増加した結
果、新規高卒者の職業
選択の幅が広がり、地
元定着が高まった。
障がい者雇用率は県
平均よりも低く、法定雇
用率を下回っている。

北上公共職業安定所
受理の正社員求人倍
率が１倍台で推移して
おり、安定的な雇用の
場が確保できている。

①岩手県内の完全失業率は2.1％
と減少傾向にあり、雇用環境は改
善している。
②北上公共職業安定所管内の新
規高卒者の内定率は７年連続で
100％を達成し、希望者が着実に
就職につながっている。
③子育てしながら働きたい女性の
就職を支援するハローワークマ
ザーズコーナーの重点支援対象
者の就職率が91.0％と好調だっ
た。
④新卒者の約４割が就職後３年以
内に離職しており、採用後の早期
離職防止も重要となっている。
⑤県内民間企業の障がい者実雇
用率は2.16％で２年連続法定雇用
率(2.0％)を上回ったものの、北上
公共職業安定所管内では1.76と法
定雇用率を下回り県内２番目の低
水準となっている。

①カウンセリングや適職診断な
ど、就職活動を支援するジョブカ
フェさくらの利用者、就職決定者数
が前年を上回った。
②北上雇用対策協議会や北上公
共職業安定所と連携し、企業ガイ
ダンスや情報交換会を開催するこ
とで、学校・学生側の企業理解が
深まり、地元定着が高まった。
③ジョブカフェさくらにおいて、就職
活動に役立つメイクアップの実践
や子育てしながらの就労に対する
不安を解消するセミナーを開催し、
女性の就業を支援した。
④市内企業の在職者向けに階層
別の人材育成セミナーを開催し、
企業の人材育成を支援している。
⑤自立支援協議会就労支援部会
において、障がい者雇用への企業
の理解促進、就労の開拓、一般就
労を希望する障がい者のスキル
アップなどを目的に各種事業を実
施した。

【指標に関するもの】
①北上公共職業安定所の有効
求職者数は減少基調にある中、
在職者の比率が高まっており、
求職者の新たな掘り起しが困難
になっている。
②北上公共職業安定所管内が
受理した新規高卒者対象求人の
充足率は44.4％にとどまり、充足
できない企業が多くある。また、
県内大学生の県内就職割合も約
４割にとどまり、半数以上は県外
へ流出している状況が続いてい
る。
③有効求人倍率が高水準で推
移する中、女性の志望が多い事
務職に関しては有効求人倍率が
１倍を下回るなど、職業間での需
給のミスマッチがある。
④障がい者雇用については、法
定雇用率未達成事業所の割合
が４割を超えており、一般就労を
希望する障がい者とのマッチン
グが進んでいない。
【指標以外のもの】
①売り手市場の中で大企業との
厳しい競争下にある市内中小企
業からは、人材確保がますます
厳しくなっているとの切実な声が
寄せられており、支援に向けた
取り組みが強く求められている。
②地元定着を高める取り組みだ
けでは求人を充足できないこと
から、地域の企業情報を積極的
にＰＲし、人材を呼び込む取り組
みが必要となっている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

03-04-03勤労者の福利厚生の充実

①
勤労者福祉施
設利用者数（３
施設）

実数把握 101,872人 89,668人 92,912人
100,000

人
[92.9%] 50.0%

②
勤労者福祉
サービスセン
ター会員数

聴き取りにより
把握

2,112人 2,110人 2,211人 2,500人 [88.4%] 50.0%

03-04-04農林業の担い手等人材の育成支援

① 新規就農者数

中央農業改良
普及センターの
データ（各年度
末現在で、当該
年度中に新規
就農した人数）

9人 15人 10人 15人 16.7% 20.0%

② 認定農業者数
毎年度３月末時
点の実人数

475人 455人 457人 433人 42.9% 20.0%

③
集落営農組織
数（累計）

北上地区集落
営農連絡会構
成員

21組織 21組織 21組織 24組織 0.0% 20.0%

④
農地所有適格
法人数

農業経営改善
計画の認定状
況等
（旧農業生産法
人数）

27法人 30法人 30法人 33法人 50.0% 20.0%

⑤ 林業従事者数

農林業センサス
調査結果統計
表
雇用者として年
150日以上従事
した人数

35人
[H22年

度]

36人
[H27年

度]

36人
[H27年

度]
35人 102.9% 20.0%

①勤労者福祉施設については、
指定管理制度を継続し、適正管
理を図るとともに、建築物最適化
計画に沿って他の施設との集
約・複合化等を検討していく。

②勤労者福祉サービスセンター
については、引き続き事業の周
知を図り会員獲得に努めるととも
に、充実した福利厚生サービス
の提供が行われるよう、支援を
継続する。

勤労者福祉施設
については、平
成17年に旧雇
用・能力開発機
構から買い受け
た際、一定期間
は公用等の用途
に供することとさ
れてきたもので
あるが、サンレッ
クは平成31年７
月、江釣子共同
福祉施設は平成
32年９月にその
期間が満了とな
る予定。今後は
他の体育施設等
と一体的に在り
方を検討してい
く必要がある。

45

   地域農業の中
核となる認定農
業者、農業生産
法人、集落営農
組織など多様な
担い手が確保さ
れていること。
　森林の保全を
進め、安定した木
材供給を行うた
め、林業従事者
が確保されてい
る。

B
B

(B)

①農業法人に雇用され
て働く人（８人）が増え
てきているが、自営就
農（１人）や親元就農（１
人）は少なかった。

②認定農業者は、高齢
化により再認定を申請
しない人がいるなか、
H29年度はH28年度と
同程度の人数にいるこ
とができた。

③大規模農家が危機
感を持っておらず、集
落営農への取組が進
まない。

④集落営農から法人に
変わる組織がなかっ
た。

⑤森林組合の雇用増
により、基準年度より林
業従事者数が増加し
た。

【B判定の理由】
・指標５項目のうち、
②、⑤は最終目標を達
成しており、④について
も基準年度より増えて
いるため。

・北上市農業支援セン
ターにおいて、農業に
関する様々な相談対応
や情報の収集と提供を
行い、農業者の問題解
決に寄与した。

①国の青年就農給付金事業に加
え法人を対象とした農の雇用事業
により新規就農に踏み出す者が出
てきた。

②新規に認定農業者を希望する
者がいる一方で、高齢化による経
営規模の縮小で認定農業者が再
認定を申請しない人がいる。

①相談会の開催や広報、ホーム
ページ等により、新規就農希望者
が情報を得られる機会を設けてい
るが増加につながらない。

②関係機関の定期的な協議を重
ね、認定農業者や後継者に対し研
修会の開催や営農指導を行ってい
る。

③集落営農連絡会を立ち上げ、法
人化に対する勉強会を行っている
が増加につながらない。

①-1親元就農が増えてきている
が、国の補助対象になっていな
い。

①-2新規就農者の確保に向けた
イベントの開催や情報提供をさら
に充実する必要がある。

③④集落営農やその法人化にあ
たっての、経営者としての経営能
力向上の機会を増やす必要があ
る。

①-1【新規】親元就農への市単
独補助を検討する。

①-2【継続】新規就農者の確保
に向け、関係機関・団体が一体と
なって、新農業人フェアのイベン
トやホームページなどで情報提
供を行う。

③④【継続】集落営農での経営
向上を図るために、集落営農連
絡会など様々な機会を捉え研修
を行う。その法人化にあたって
は、メリット、デメリットを検証した
うえで移行の支援を行う。
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 勤労者の心身の
リフレッシュが図
られ、勤労意欲
が高まる状態で
あること。
 勤労者が安心・
安全を確保しな
がら就業できる環
境を整え、勤労意
欲の高い状況が
維持されること。

B
B

(B)

①勤労者福祉施設は
地域の運動サークル、
学生の部活動など固定
客があり利用が伸びて
いる。
②勤労者福祉サービス
センターの会員数が伸
びない。新規会員を獲
得しているが、脱退も
同様にある。

　 ①勤労者福祉施設については、ス
ポーツや文化活動に親しむ拠点と
して定着し、体育施設を中心に安
定した利用状況が続いている。し
かし、勤労者の利用が多数を占め
る状況にはなく、目的とのかい離
がある。

②勤労者福祉サービスセンターの
会員数については、経済情勢の不
透明さなどから減少傾向が続いて
いる。また、勤労者のライフスタイ
ルが多様化しているのに併せ、受
益するサービスのニーズも多様化
している。

①勤労者福祉施設については、指
定管理による運営管理が定着し、
必要に応じた改修工事等に取り組
むなど、利用しやすい環境の維持
に努めている。

②勤労者福祉サービスセンターに
ついては、会員企業の開拓に取り
組んだ結果、前年を上回る会員数
となった。サービスの更なる充実
が求められているが、受益と負担
のバランスを考慮する必要があ
る。

①各勤労者福祉施設の老朽化
が進んでおり、改修や修繕が増
加している。一方で、市全体で保
有できる公共建築物の総量には
限りがあることから、現在策定を
進める建築物最適化計画におい
て今後の方向性を示す必要があ
る。

②勤労者福祉サービスセンター
の運営にあたっては、加入事業
所及び加入者の増加を図り、自
主財源を確保する必要がある
が、センター事業の認知不足や
事業所数の減少などから会員数
は伸び悩んでいる。また、健康増
進や余暇の充実、自己啓発など
サービスのニーズが多様化する
中、会費の範囲内で提供できる
サービスには限りがあり、個別の
ニーズに十分に応えきれていな
い。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

04美しい環境と心を守り育てるまちづくり（政策統括監：生活環境部長）

04-01地球環境保全の推進

04-01-01豊かな自然環境の保全

①

水生生物調査
による水質階級
Ⅰ（きれいな水）
の河川の割合

河川に生息する
水生生物の種
類及び数を調査
して水質を判定

75％ 66％ 100% 80％ 達成 20.0%

②
環境学習講座
受講者数

環境分野の出
前講座受講者
数

339名 356名 1158名 450名 737.8% 30.0%

③
自然環境に満
足している市民
の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

88.8％ 88.5％ - 89.0％ - 30.0%

④ 森林面積

岩手県林業の
指標により
（国有林を含む
森林面積）

25,015ha
［H27.3］

25,015ha
［H29.3］

25,015ha
[H30.3]

25,015ha
[100.0(％)

]
20.0%

04-01-02環境監視体制の強化と公害の防止

①
二酸化窒素濃
度の環境基準
適合率

大気汚染状況
（県の常時監視
データ）の基準
適合率

100％ 100％ 100％ 100％ 達成 15.0%

②
光化学オキシダ
ント濃度の環境
基準適合率

大気汚染状況
（県の常時監視
データ）の基準
適合率
（越境汚染の影
響分については
除く）

100％ 100％ 100％ 100％ 達成 15.0%

③

市内類型指定
河川のＢＯＤ値
（75％値）基準
達成率

類型指定河川Ｂ
ＯＤ値（75％値）
の基準達成率
（県の定期測定
データから）

100％
［H25年

度］

100％
[ H27年

度]

100％
［Ｈ28年

度］

100％
［H31年

度結果］
達成 15.0%

④

市内中小河川
のＢＯＤ値（平
均値）Ａ類型基
準達成率

市内中小河川
（類型指定なし）
ＢＯＤ値（平均
値）のＡ類型基
準の達成率
（市の定期測定
データから）

100％ 94.4％ 100％ 100％ 達成 15.0%

⑤

環境保全協定
締結事業所の
協定基準遵守
率

立入測定を実施
した事業所のう
ち、協定締結項
目の基準値を遵
守した事業所の
割合

97.2％ 96.9％ 83.3％ 100.0％
未達成

20.0%

⑥

地区の環境で
騒音・振動・悪
臭等の状況が
良いと感じてい
る市民の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

69.7％ 74.8％ - 72.0％ - 20.0%

①生物に関する実態について調
査研究し、市民の生物に関する
意識の把握に努める。

②野生生物の現状把握ができて
いないため、博物館や各環境団
体等と連携し、希少種の生息状
況や特定外来種の侵入状況など
について調査を進める。

③生態系の保全のため土地の
適正管理について住民に周知を
図る。

④鳥獣駆除及び保護について関
係課と連携を図る。

適切に構成され
ている。

47

  市域内の大気
や水環境等にお
いて、環境基準を
満たしている状態
が維持され住民
の快適な生活環
境が確保されて
いる状態。

Ａ
A

(A)

基準年度と比較し、一
部の実績値で悪化した
指標はあるものの、そ
の他指標の実績値は
すべて100％達成を維
持しており、順調と判断
した。

平成20年度以降、環境
法令の権限移譲事務
受け入れや専任環境
監視員の設置により、
公害防止機能の強化を
図った結果、健康被害
につながるような重大
な環境汚染事故は発
生していないため。

①市域内外において、下水道の整
備や合併浄化槽の普及により、事
業所排水や家庭の雑排水の流入
が減ったことで、類型指定河川の
水質改善が図られている。

②中小河川の水質については、河
川の水量が少なく上流域の事業所
等からの排水や自然由来の影響
を受けやすいため、年度ごとの数
値の変化が大きい。（継続的な監
視が必要）

①事業所のばい煙や排水に関す
る立入検査を実施するとともに、自
主測定の実施状況を確認し、環境
汚染事故の未然防止に努めてい
る。

②専任環境監視員による定期的
なパトロールや立入による確認を
実施している。

③環境法令事務の権限移譲を受
けたことにより、市の権限において
立入や指導が可能となり、公害防
止機能の強化が図られている。

④平成18年に発生した４例の環境
汚染事故の経験を生かし、未然防
止に努めている。

①大気汚染物質による越境汚染
の影響は広範囲に及ぶため、市
単独の対策だけでは解決が難し
い。

②特定施設等を有する事業所が
大気関係で約110事業所、水質
関係で約310事業所（うち排水基
準適用事業所は約80事業所）、
騒音関係で約160事業所、振動
関係で約50事業所と多く、対象
施設全てへの巡回や立入は困
難である。

③事業所における特定施設の経
年劣化や不備等による事故発生
の危険性の把握が難しい。

④一部の畜産事業所やたい肥
化施設から発生する臭気苦情の
問題が継続している。

①越境汚染が懸念されている大
気汚染物質（光化学オキシダント
やＰＭ2.5）の情報収集に努める
とともに、県と連携を図りながら、
健康被害が想定される事態が発
生した際の連絡体系や周知方法
を確立する。

②過去に事故や苦情が発生した
事業所を中心に、巡回や立入に
よる確認回数を増やすことで、効
率的な監視を行う。

③計画的に事業所を訪問するこ
とから発展させ、日常的にコミュ
ニケーションがとれる関係を構築
していくことで、相互に具体的な
課題を共有し、汚染事故の未然
防止につなげていく。

④苦情が発生した際は、施設の
適正管理に関し指導を行うととも
に、関係機関の市農林部等と連
携を図りながら、施設改善に関
する助言や公害対策につながる
情報提供を積極的に行う。

適切に構成され
ている。

46

 すぐれた自然の
実態を的確に把
握し、多様な生物
の生息・生育環
境が保全されて
いる。

B
B

(B)

資源ごみの出し方（ペッ
トボトルのラベルはがし
徹底）に関する説明会
が多く開催したことで、
環境学習講座の受講
者が増加した。

　 ①水生生物調査を実施した５地点
とも水質階級Ⅰ(きれいな水)であ
る。

②自然保護団体、ＮＰＯ、地域が
主体的に環境保全活動及び環境
学習を実施している。

①指標対象の講座とは別に各担
当課において事業展開する際に環
境に配慮し実施している。（和賀川
の清流を守る会による河川パト
ロールなど）

②和賀川の清流を守る会が、学校
や子供会等を対象に水生生物調
査等を支援し、河川愛護の意識啓
発を実施している。

①里地里山の荒廃や外来生物
の侵入など生物の多様性を脅か
す状況が確認されている。

②クマ等の通報事例が多く、登
山・自然観察などの実施に影響
を与えている。

③衛生害虫に関し市民からの問
い合わせが多い。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

04-01-03地球温暖化防止対策の推進

①
再生可能エネ
ルギー発電量

太陽光等の発
電量(H27クリー
ンセンターバイ
オマス発電容量
加算)

15,827,56
8kWh

55,497,12
4kWh

61,942,83
6

kWh

59,400,00
0kWh

105.8% 50.0%

② 太陽光発電量
電力会社からの
データ提供によ
る

1,492.7万
kWh

2,146.2万
kWh

3,312.0万
kWh

2,000万
kWh

358.7% 30.0%

③
環境学習講座
受講者数

環境分野の出
前講座受講者
数

339名 356名 1158名 450名 737.8% 20.0%

04-02資源循環型社会の形成

04-02-01ごみの不適正排出・不法投棄の防止

① 不適正排出量

ごみ減量専任指
導員が不適正
排出で収集した
量（単位；ｔ）

8.37t 6.23ｔ 5.61ｔ 5.5ｔ 96.2% 35.0%

②
清潔なまちであ
ると思う市民の
割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

72.7％ 76.0％ - 75.0％ - 30.0%

③
クリーン活動参
加人数

公衆衛生組合
春秋清掃月間
実績

24,050人 25,707人 24,804人 25,500人 52.3% 35.0%

①平成27年度に策定した北上市
再生可能エネルギー活用推進計
画後期計画に基づき、消費エネ
ルギーの削減・再生可能エネル
ギーの導入の目標達成に向けた
具体的な施策を展開すると同時
に、数値の算出方法を検討して
いく。

②環境配慮行動を促進するため
各ライフステージに応じた学習機
会をつくり、市民が再エネの活用
や省エネについて長期的視点で
未来のまちや人々の暮らしを考
えることができるよう啓発を行う。

③再生可能エネルギーの導入や
消費エネルギーの削減に取り組
み地球温暖化対策をおこなって
いくほか、地球温暖化が深刻さを
増し、今と同じような生活ができ
なくなった場合でも、我慢するの
ではなく、心豊かに暮らす方法を
研究して体験会等を行い、未来
の暮らし方を研究する。

適切に構成され
ている。

49

 市内の各ごみ集
積所において適
正にごみが分別
され排出されてい
る状態及び道路
脇や山林に不法
なごみが排出さ
れない状態

Ａ
B

(B)

評価指標全て中間目
標を達成している。

①アパート等のごみ集
積所での分別不徹底
がよく見受けられる。

②公衆衛生指導員か
ら、草むらなどに不法
投棄が見られるとの情
報が寄せられる。

① 高齢化や人口減少、などの影
響により、クリーン活動への参加
人数が前年度より減ったと考えら
れる。

② 集合住宅専用ごみ集積所がな
い集合住宅の住民は、地域のごみ
集積所を利用するが、一部住民の
ごみ出しが悪いため、収集されず
残されているごみ集積所がある。

③ 集合住宅居住者は市外からの
単身転入者が多く、勤務形態等の
事情により、適正なごみの排出（定
められた時間・場所に分別し排出
すること）ができていないケースが
ある。

① ごみの不法投棄対策として、不
法投棄防止看板の無償提供を実
施した他、監視カメラが非常に有
効であり、市公衆衛生組合連合会
が所有する録画機能付きカメラ２
台を不法投棄が多い地区に貸与し
た。

② 地域ごみ集積所や資源ごみ常
設ステーションの不適正排出者へ
の指導を実施している。

③ 集合住宅専用ごみ集積所の不
適正排出により残されたごみの処
理について不動産会社等へ指導し
ている。

① 適切な土地管理が行われて
いない場所に不法投棄が依然と
して見られる。

② 地域のごみ集積所や資源ご
み常設ステーションに不適正排
出が多くあり、管理している地域
住民・公衆衛生指導員や資源ご
み常設ステーション設置先が不
適正排出ごみの対応に苦慮して
いる。

③ 集合住宅専用ごみ集積所に
ついて、不適正排出されたごみ
を迅速に処理しないなど適切に
管理できていない集積所があり、
集積所利用者やごみ収集作業に
支障が生じている。

① 不法投棄防止看板の無償提
供や市公衆衛生連合会事業とし
て実施している不法投棄監視カ
メラの貸与を継続する。

② ごみの分け方、出し方につい
て、出前講座、ホームページによ
り周知・指導を行うとともに、ごみ
アプリの普及・拡大を推進してい
く。

③－１　 集合住宅専用ごみ集積
所の管理や利用方法について、
集合住宅専用看板（管理者の連
絡先を記載する）を作成し設置す
るなど管理会社の責任を明確に
し、適切に管理するよう指導す
る。　また、ホームページやごみ
分別アプリ等によるごみ情報の
発信や集合住宅の管理会社を通
じて、入居者へごみの分け方・出
し方の周知・指導を行う。
③－２　　外国語版ポスターやカ
レンダー等を作成し、外国人に対
し、ごみの分け方出し方を周知
する。

適切に構成され
ている。

48

 市民が地球温暖
化に対する問題
意識を持ち、環境
に配慮した生活
を行っているこ
と。

Ａ
B

(B)

太陽光発電の導入に
ついて、個人住宅用、
事業用とも順調に伸び
ており、再生可能エネ
ルギー発電量、太陽光
発電量とも目標値を達
成している。また、環境
学習講座受講者数は、
市民の環境意識の向
上から順調に伸びてい
る。

市民に対して省エネ行
動等を促す啓発が足り
ない。

①固定価格買取制度や設置コスト
の低下などにより、太陽光発電設
備導入が進んでいる。

①再生可能エネルギー活用推進
計画に基づき、あじさい型スマート
コミュニティ構想モデル事業による
太陽光発電所の設立・運営や公共
施設への太陽光発電設備等の導
入、あじさい型ＣＯ２削減対策モデ
ル事業による公共施設への太陽
光発電設備等の導入やＬＥＤ照明
化・空調等の高効率化によって、
再生可能エネルギーの活用や省
エネルギー化を推進している。ま
た、北上市住宅用おひさまパワー
活用設備設置費補助金を新設し、
市民への太陽光発電、太陽熱利
用の導入を促進している。

②指標の出前講座とは別にきたか
みこども環境未来塾に取組んでい
るほか地区交流センターや博物
館、清流を守る会等が自然観察会
や環境学習を実施している。

①北上市再生可能エネルギー活
用推進計画後期計画の目標達
成を測る指標として家庭の電力
消費量を東北電力から提供を受
けていたが、電力の自由化に伴
い提供されなくなり、数値の算出
方法を検討しなければならない。

②ごみ・環境汚染・再生可能エネ
ルギー・省エネルギー・ライフスタ
イルと多岐にわたる環境教育に
対応できる啓発メニュー（出前講
座に限らないもの）が少ない。

③地球温暖化問題により、環境
負荷の少ない低炭素社会の実現
が急務とされている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

04-02-02ごみの発生抑制

① ごみ総排出量

家庭系（可燃＋
不燃＋資源）＋
事業系（可燃＋
不燃）

25,490ｔ 25,446t 25,565ｔ 23,100ｔ -3.1% 25.0%

②
一人１日当たり
のごみ排出量
（家庭系ごみ）

家庭系ごみ量
（可燃＋不燃＋
資源）/365/人
口

482ｇ 480g 481g 445ｇ 2.7% 25.0%

③
※　家庭系ごみ
排出量

家庭系（可燃＋
不燃＋資源）

16,486ｔ 16,363ｔ 16,305ｔ 14,980ｔ 12.0% 25.0%

④
※　事業系ごみ
排出量

事業系（可燃＋
不燃）

9,004ｔ 9,083ｔ 9,260ｔ 8,120ｔ -29.0% 25.0%

04-02-03リサイクルの推進

①
リサイクル率
（事業系資源含
む）

資源ごみ（事業
系含む）＋集団
資源回収＋磁
性物＋アルミ類
/ごみ総量＋事
業系資源ごみ＋
集団資源回収
＋焼却灰＋側
溝泥

33.9％ 33.0% 32.5% 39.0％ 未達成 30.0%

②

一人１日当たり
のごみ排出量
（資源ごみを除
く）

家庭系ごみ量
（可燃＋不燃）
/365/人口＋事
業系ごみ量（可
燃＋不燃）
/365/人口

633ｇ 639g 648ｇ 570ｇ -23.8% 15.0%

③

※　家庭系一人
１日当たりのご
み排出量（資源
ごみを除く）

（可燃＋不燃）
/365/人口

370ｇ 372ｇ 375ｇ 329ｇ -12.2% 15.0%

④
※　集団資源回
収量

集団資源回収
団体が回収した
量

1,340ｔ 1,148ｔ 1,099ｔ 1,500ｔ -150.6% 20.0%

⑤
※　事業系生ご
みリサイクル量

岩手環境事業
センター及びＫ
Ｓテックの報告
値による

351ｔ 324ｔ 385ｔ 400ｔ 69.4% 20.0%

①-１ 一般廃棄物許可業者に対
し、事業系ごみ運搬状況を調査
し、排出事業所向けごみ百科等
を作成し、分け方・出し方指導を
実施する。
①-２ 食べ残しを削減する30・10
運動を飲食店に働きかけ、生ご
みの発生抑制を図る。

②-１ 衣類の拠点回収実施回数
を増やし、家庭系可燃ごみの減
量化を図る。
②-２ 食材を計画的に購入し、消
費期限・賞味期限切れの食品ロ
ス等の無駄なごみを出さないこ
と、食べ切れるだけの食材使用
していくことを市民に呼びかけ、
生ごみの発生抑制を図る。
　
③-１ 可燃ごみ・不燃ごみが最終
処分されるまでの処理過程やご
み処理手数料の使途などを市民
に可視化することにより、手数料
化の慣れを招かないよう２Ｒの意
識高揚を図る。
③-２ 物を「大切に使う」、「必要
な人に譲る」ことなどを市民に呼
びかけ、再使用を促進する。

適切に構成され
ている。

51

 各家庭及び事業
者から排出される
ごみ処理量（可
燃・不燃）が減少
すること及びごみ
総量に対して資
源ごみ量、集団
資源回収量が増
加しリサイクル率
がアップしている
状態

C
B

(B)

事業系生ごみリサイク
ル量は、中間目標を達
成している。

県内都市と比較する
と、リサイクル率は上位
である。また、集団資源
回収量も上位である。

① インターネットや電子書籍等の
普及による新聞等の紙類の減少、
缶やペットボトルなど容器の軽量
化、資源ごみの店頭回収の浸透な
どにより資源ごみの収集量は減少
している。
　
② 集団資源回収の活動団体数と
回収量は、少子化の影響で取り組
む子供会の数が減っていること、
収集したとしても回収業者まで運
ぶ手段がないなどの理由により、
集団回収を中止した地域があるこ
となどにより、減少している。

① 市内エコショップ認定店が取り
組んでいる資源ごみの店頭回収に
ついてホ－ムページにより紹介し、
利用促進を図っている。

② 平成28年度から集団資源回収
品目に衣類を追加したが、取り組
む団体が少ない。

③ 活動団体が取り組む時期を逸
しないよう集団資源回収事業説明
会を年度の早期に開催し、事業促
進を図っている。

① 家庭系可燃ごみ及び不燃ご
みの中に資源ごみが未だに混在
し、排出されている。

② 集団資源回収の活動団体
は、団体内の取り組みの周知、
運搬手段や保管場所の確保、回
収日程の調整が活動の支障と
なっている。

③ 店頭回収の浸透により、市が
収集する資源ごみ量が減少し、
統計上、リサイクル率が下がって
いる。

① 資源ごみの分別の目的と効
果を分かりやすく市民に周知し、
リサイクルの意識高揚を図る。

② 集団資源回収事業について、
出前講座を活用し普及啓発を行
い活動団体数の増加に繋げる
他、市公衆衛生指導員と連携し
た回収後の運搬支援など団体へ
の活動支援を検討する。

③ 資源ごみの店頭回収品目や
量のデータを収集し、店頭回収を
含んだリサイクル率を検討する。

適切に構成され
ている。

50

 ごみの減量に向
け、市民・事業者
による２Ｒ（発生
抑制、再使用）の
推進が図られて
いる。

C
B

(B)

家庭系ごみは、総量、
一人１日当たりの量と
もに基準年度より下
回っている。

①県内都市との比較で
は、本市の一人１日当
たり家庭ごみ排出量は
一番少ない。

②全国的にみると、９
万から10万人未満の自
治体との比較において
も、本市の一人１日当
たり家庭ごみ排出量は
四番目に少ない。

① 人口は微減しているものの世
帯数は増加している。

② 事業所数や復興関連事業に伴
う交流人口が増加している。

③ 経済・消費活動が活性化してい
る。

① 平成30年２月に広報により、食
品ロス削減をはじめとするごみ減
量の取り組みを紹介し、市民に対
し実践を呼びかけした。

② 事業者に対して、事業系ごみの
種類、分別、出し方についての情
報提供やごみ減量の啓発等の周
知が不足している。

① 処理施設におけるごみ組成
分析結果から事業系可燃ごみや
不燃ごみの中に資源ごみが混在
して排出されている。

② 家庭系可燃ごみ組成分析結
果から衣類や生ごみが多い。

③ 家庭ごみ排出量が横ばいと
なっている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

04-03安全・安心な地域社会の構築

04-03-01総合的な防災対策の推進

①
自主防災組織
における防災訓
練等の実施率

訓練実施防災
組織数/自主防
災組織数
（年１回以上）

21.3％ 58.0％ 62％ 80.00% 未達成 25.0%

②

危険区域、避難
場所、避難ルー
トを知っている
市民の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

48.0％ 46.8％ - 100.0％ - 25.0%

③
自主防災組織
行動マニュアル
設定組織数

行動マニュアル
を設定している
自主防災組織
の割合(自主防
災組織として届
出のある94組
織)

41.0％ 41.0％
41％ 100.0％ 未達成 25.0%

④

避難行動要支
援者同意者のう
ち地域支援者
（協力者）が決
まっている人の
割合

災害時要援護
者のうち地域支
援者（協力者）
が決まっている
人の割合

42.2％
［Ｈ27年

度］
42.9％ 38.4％ 100.0％ 未達成 25.0%

04-03-02災害に強いまちづくりの推進

①
耐震改修実施
数[累計]

耐震改修実施
戸数
（生活再建住宅
支援事業耐震
改修含）

22件 22件 22件 40件 0.0% 20.0%

②

災害に強いまち
づくりに対する
市民満足度（6
段階評価）

市民意識調査
による［隔年実
施］

4.094 4.35 - 増加 - 20.0%

③
小中学校の耐
震化率

耐震化済み棟
数÷対象棟数

97.4％ 97.4％ 97.4% 100.0％ 97.4% 60.0%

04-03-03消防力の充実　〈Ｈ29年度外部評価対象施策〉

①
消防水利の充
足率

消防水利の基
準に対する消火
栓・防火水槽の
設置率

84.26％ 84.8％ 85.10% 90.00％ 未達成 35.0%

②
消防団員の確
保率

消防団員条例
定数1,136名

86.09％
(978人)

86.3％
(981人)

85.4%
(970人)

88.03％
(1,000

人）
未達成 40.0%

③
救急救命の講
習受講者数

救急救命受講
者数

3,978人 3,086人 4,010人 4,500人 6.1% 25.0%

①　就業形態の変化や消防団活
動に負担を感じることから、消防
団員の成り手が不足している。

①　消防団応援事業の推進を図
りながら、消防団を「まち全体で
応援」していく体制を進め、併せ
て企業への消防団活動の理解、
市民への消防団活動のPRを進
めていく。

事務事業は適切
に構成されてい
る。

54

 火災や大規模災
害の発生に備え
た十分な消防水
利と消防団員の
確保により、迅速
な災害活動がで
きる状態。また、
市民が心肺蘇生
法など応急手当
を習得し、救急隊
との連携ができて
いる状態。さらに
常備消防が充実
し、市民からの火
災・救急の要請に
対して今まで以
上に迅速に対応
できている状態。

B
C

(C)

消防水利の充足率及
び救急救命の講習受
講者総数は増となって
いるものの、消防団員
の確保率は微減となっ
ている。

救急救命講習における
入門コース（平成24年
創設）の受講件数は増
加となっている。

①自営業の消防団員よりも被雇用
者の団員が増えていることや消防
団活動に負担を感じていることか
ら消防団員の成り手が不足してい
る。

①自主防災組織に防災リーダー
となる人材を育成する。

②市民や地域の自助・共助の意
識を高めるため、要支援者への
対応方法も含めた地域ごとの自
主防災組織行動マニュアルの作
成を支援する。

③避難行動要支援者名簿作成
システムの導入により、市、自主
防災組織、民生委員などが協力
し、個別避難支援計画の作成を
進めていくことで、地域支援者を
見つける取組みを推進していく。

事務事業は適切
に構成されてい
る。

53

 台風や集中豪雨
等の降雨、出水
による浸水、土砂
崩壊等の被害の
防止、緩和が出
来ている。  （塩
釜川、矢白川）
昭和56年以前に
建築された木造
住宅で耐震診断
の結果、倒壊す
る可能性があると
判定された住宅
が耐震改修工事
により耐震化が
図れている。

B
B

(B)

学校の耐震化は、概ね
終了しているものの、
住宅等の耐震改修は
進んでいない。

①耐震診断費用の個人負担は多
くない為、毎年数件の補助申し込
みがあるが、対象が昭和56年度以
前の建物で改修費用が多額であ
ることや老朽化から、金額が大きく
なると耐震より建替えを考える
ケースや工事を先延ばしにする
ケースが見られる。（建築業者から
の聞き取り）

②集中豪雨の多発など異常気象
に伴い急激な河川の増水や、側溝
等からの雨水の溢れが発生してい
る。

①個人住宅の耐震化の実施への
支援として助成事業を実施してい
るが30年以上前の建物のため費
用も大きく改修費と助成額との差
が大きい。

②中小河川に対する国の補助が
ないため、道路整備に比して改修
事業が遅れている。

①住宅の耐震診断は毎年申請さ
れているが、耐震改修工事に繋
がっていない。

②集中豪雨などによる氾濫箇所
の把握が十分でない。

①市民が安全、安心して暮らせ
る環境の確保のため、予算を確
保しながら順次、中小河川の整
備を進める。

②住宅の耐震診断・改修の助成
制度の周知を定期的に行うととも
に、ニーズに合った規模で継続
する。

③北上川の堤防未整備区間の
早期整備を国に要望していく。

④準用河川の改修を計画的に推
進する。

①木造住宅耐震
診断支援事業及
び同改修工事助
成事業について
必要性はあるも
ののニーズが低
く、成果指標とし
ては②もあるこ
とから①を削除
する方向で検
討。

52

大規模災害発生
時の被害を最小
限に抑えようとす
る、市民や地域
の自助・共助の
意識が高いこと。
また、危険区域
や避難場所・避
難ルートが市民
に浸透しているこ
と。

B
C

(C)

①自主防災組織研修
会の開催により、防災
訓練の実施を促した。
しかし助言・指導が十
分ではなかったため行
動マニュアルの策定に
は至っていない。
②避難行動要支援者
同意者のうち地域支援
者が決まっている人の
割合は前年度より減少
した。

①自主防災組織活動に必要な人
材が不足している。

②各地で自然災害が発生してお
り、避難支援を希望する人が増え
ているが、地域支援者が見つから
ない状況となっている。

①自主防災組織への行動マニュア
ルの作成の仕方について、十分な
指導ができていない。

②以前は、支援が必要と思われる
者に民生委員が同意を確認し、地
域支援者も含めたかたちで名簿登
載申込みを行っていたが、名簿作
成の義務化をきっかけに、Ｈ27以
降は民生委員を介さずに郵送によ
り直接対象者へ同意確認するよう
になったため、地域支援者がいな
い者の割合が増えている。

①自主防災組織の活動を主導す
る人材が不足している。

②災害時における各自主防災組
織の行動マニュアルの作成が進
んでいない。

③地域で地域支援者を見つける
手立てとなる個別避難支援計画
（避難支援プラン）の作成が進ん
でいない。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

04-03-04交通安全対策の推進

①
危険箇所改修
率

北上市交通安
全施設検討部
会で協議された
市道の危険箇
所の改修率

62.50％ 87.50％ 87.50％ 100.00％ 未達成 20.0%

②
交通事故（人
身）発生件数

岩手県警察の
発表資料

222件 201件 214件 180件 19.0% 40.0%

③
交通安全教室
啓蒙活動への
市民参加

専任交通指導
員、交通指導員
による交通安全
教室参加者数

13,106人 15,942人 15,512人
17,000人

以上
51.9% 10.0%

④
飲酒運転検挙
者数

岩手県警察の
発表資料

23人 23人 40人 12人 -154.5% 30.0%

04-03-05防犯対策の推進

① 犯罪件数
岩手県警察の
発表資料

463件 305件 283件
350件

（Ｈ33目
標）

159.3% 40.0%

②
刑法犯少年認
知件数

岩手県警察の
発表資料

19件 8件 8件 11件 137.5% 15.0%

③
侵入盗認知件
数

岩手県警察の
発表資料

66件 28件 32件 40件 130.8% 15.0%

④
安全に安心して
暮らせると思う
市民の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

83.4％ 88.3％ -
90％（Ｈ
33目標）

－ 30.0%

04-03-06市民相談の充実

①
消費生活相談
件数

消費生活相談
の受付件数

601件 727 842 700件 243.4％ 50.0%

②
出前講座等によ
る啓発活動件
数

消費生活に関す
る各種啓発活動
回数（講座・広
報・メルマガ・チ
ラシ）

60件 85 81 80件 105.0％ 50.0%

①特殊詐欺被害防止のため、関
係団体と協力し啓蒙活動を実施
する。

②自転車置き場の整理など、犯
罪の起こりにくい環境整備を推
進するとともに、自主防犯意識を
高めるため広報啓発活動を推進
する。

③老朽化している自治会等管理
の街路灯のＬＥＤ化を推進するた
めの補助金制度を継続する。

適切に構成され
ている。

57

 市民が抱えるさ
まざまな問題の
相談窓口となり、
必要に応じて担
当課や専門の相
談窓口の紹介に
より、市民が抱え
る問題解決の一
助となることで、
市民が安全・安
心な生活を送るこ
とができる状態。

Ａ
A

(A)

消費生活センターのＰ
Ｒ、関係課、関係機関
への周知により相談窓
口として市民の利用が
定着した。出前講座メ
ニュー充実させ、幅広
い年齢層に対応した。
講座の周知や消費生
活に関する情報提供を
行った。

　 ①これまでの電話による勧誘や利
殖商法、インターネットのワンクリッ
ク詐欺等のほかに、さらに手口が
複雑かつ巧妙になってきており、
新たに一度被害に遭った人がまた
被害に遭う二次被害も増加してい
る。

②新しい手口の商法とそれによっ
て生じた被害等がマスコミ等で報
道されることにより、市民の関心も
高くなり出前講座の申込みが増え
た。

①平成25年度から消費生活セン
ターの設置場所を４階から市民の
利用しやすい１階へ移動した。

②相談員増員により、専門的かつ
複雑な相談が以前より可能にな
り、消費生活センターが身近な存
在となり利用者も増加した。

③講座メニューを見直し、講座の
周知を関係機関に行い、講座利用
者が楽しみながら学べる講座を展
開した。

④被害の拡大が懸念される事案
については、様々な媒体を利用し
て注意喚起や情報提供を行った。

⑤教育機関への啓発活動により教
育現場での講座が一部定着した。

①相談業務が複雑かつ多様化し
ており、対応するための知識や
能力の維持向上が求められる。

②消費者被害を未然に防止する
ために開催する啓発活動（出前
講座）は高齢者には定着してきて
いるが、受講者がリピーターとな
るまでには至っていない。また、
消費者トラブルに巻きこまれやす
い年代（若年層、子育て世代）や
障がい者等への啓発活動が不
十分である。

③教育現場での消費者講座が
一部では定着しているが、全体と
しての定着とはなっていない。

④地域ぐるみでの消費者被害防
止の見守り体制が構築できてい
ない。

①相談員を様々な研修に参加さ
せ、消費生活相談に関する技量
の維持向上を図る。
②-１消費生活情報について、広
報・ホームページ等の媒体を使
い、関係機関への情報提供を行
い、タイムリーに情報発信をして
いく。
②-２ライフステージに合わせた
講座メニューを充実させ、既存の
講座内容の見直しを行い、さらに
魅力あるものにする。

②-3若年層、子育て世代、障が
い者等への啓発活動を充実させ
る。

③教育現場への働きかけを継続
し、魅力ある講座づくりを行う。

④関係課と連携し、情報の共有
を行う。見守りをする側への出前
講座や情報提供を行う。

適切に構成され
ている。

56

 市民の防犯意識
の高揚と各種防
犯活動の推進、
少年非行に未然
防止活動を展開
し、犯罪や非行の
ない明るく安全な
地域社会となる
状態。
 犯罪が発生しに
くい状態であり、
市民が安全に安
心して暮らしてい
る。

Ａ
A

(A)

指標が目標値に達して
おり、全体的に順調に
推移している。

　 ①犯罪件数・少年犯罪件数とも順
調に減少傾向が続いている。

②自治会設置の街路灯は蛍光灯
のものが多いが、徐々に灯具寿命
が長く照度の高いＬＥＤ街路灯の
普及が進んできている。

①防犯隊の活動や、少年センター
補導員の補導活動が年間計画に
沿って着実に実施された。

②市設置の街路灯をＬＥＤ化したこ
とにより照度が確保され、市民の
安心・安全に寄与している。

①特殊詐欺被害件数は減少傾
向にあるが、年々手口を変え、か
つ、巧妙化している。

②乗物盗、侵入窃盗における無
施錠被害率が依然として高い。

③自治会等の予算規模の大小
により、ＬＥＤ化への取り組みス
ピードに差がある、又は、取り組
みができない自治会等もある。

55

 交通安全啓発、
交通安全教育に
より市民が交通
安全に注意をは
らうことで、市民
が交通事故の少
ない安全なまちで
安心して暮らして
いる状態。
 交通安全施設を
整備し道路交通
の安全性向上が
図られている。

C
Ｃ
(B)

交通事故発生件数及
び飲酒運転検挙者数
が共に増加しており、
昨年度に比して目標値
から遠ざかっているた
め。

①運転免許証の返納
者数が昨年に比して増
加し、交通事故の未然
防止に繋がっている。

②交通事故における死
者数が昨年に比して減
少している。（８人→２
人）

③交通安全教室の開
催回数が昨年度に比し
て増加している。（172
回→190回）

①高齢化に伴い、運動能力等の
低下する高齢ドライバーが増加し
ている。

②交通安全教室の要請が市内の
小学校や幼稚園等にほぼ限定さ
れる。

①交通事故防止等のため、免許
証を自主返納した高齢者に対し
て、公共交通機関で使用できるサ
ポート券を交付している。

①運転能力等の低下する高齢ド
ライバーが増加している。

②交通安全教室の参加人数が、
昨年度に比して減少している。

③飲酒運転の検挙者数が増加し
ている。

①高齢者免許証自主返納促進
事業を継続する。

②あらゆる世代を対象とした交
通安全教育を実施するとともに、
高齢者が関わる事故を抑制する
施策を検討する。

③飲酒運転の根絶に向けて、関
係団体と協力し啓蒙活動を実施
する。

適切に構成され
ている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

05誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり（政策統括監：都市整備部長）

05-01快適な居住環境の形成

05-01-01快適な住環境の整備

①

市の公共施設
バリアフリー設
置割合（入口用
スロープ、身障
者用トイレ、身
障者用駐車ス
ペースのいずれ
か設置）

入口用スロー
プ、身障者用ト
イレ、身障者用
駐車スペースの
いずれかを設置
している施設の
割合

77.2％
（施設数：

123）

75.4%
（施設数：

130）

76.0%
（施設数：

129）
90.0％ 未達成 10.0%

② 歩道整備率
整備延長累計
÷目標整備延
長(2,250m)

63.1％ 82.4％ 88.8% 100.0％ 未達成 10.0%

③
みちづくり支援
事業実施率

事業実績数÷
16地区

81.25％ 100％ 56.3% 100.00％ 未達成 10.0%

④
市内の道路環
境が歩きやすい
と思う人の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

48.3％ 47.9％ - 60.3％ 0.0% 10.0%

⑤
市営住宅入居
率

市営住宅管理
戸数に対する入
居戸数の割合

86.1％ 73.7％ 71.27% 90.8％ 未達成 15.0%

⑥
住宅団地分譲
率

分譲区画数に
対する
分譲済み区画
数の割合

46.25% 61.86% 63.26% 90.80% 未達成 10.0%

⑦
市営住宅水洗
化率

市営住宅管理
戸数1,058戸に
対する水洗化戸
数の割合

71.25％ 71.36％ 71.55％ 80.74％ 未達成 20.0%

⑧

快適な居住環
境の形成に対
する市民満足
度

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.897 4.08 - 増加 - 5.0%

⑨
耐震改修実施
数[累計]

耐震改修実施
戸数
（生活再建住宅
支援事業耐震
改修含）

22 22 22 40 0％ 10.0%

05-01-02美しい景観を守り、創り、育てる

①
養成した景観人
の数[累計]

景観人養成講
座受講者数

231人 231人 237人 400人 3.6% 15.0%

②
景観学習に参
加した児童・生
徒数[累計]

実施実績によ
る。目標値は年
間120人×7年
間（H21～H27）

826人 1,067人 1,175人 1,340人 67.9% 25.0%

③
きたかみ景観資
産の認定数[累
計]

毎年度行う認定
数から

102件 111件 112件 115件 76.9% 15.0%

④
届け出される行
為が基準に合
致している割合

毎年度の届出
数

100％ 100％ 100％ 100％ 「達成」 25.0%

⑤

将来残したい魅
力ある景観があ
ると思う人の割
合

市民意識調査
による［隔年実
施］

78.7％ 77.7％ - 84.0％ - 20.0%

①市営住宅の適切な長寿命化を
図るとともに、民間住宅、空き家
等の活用、適正管理等を進める
ため、建築物最適化計画と整合
を図り住生活基本計画を改定す
る。

　

59

 市民一人ひとり
がみんなで力を
あわせて守り、創
り、育て、次の世
代へと引き継い
でいく景観づくり
を進めている。

Ａ
A

(A)

③景観資産の認定は
毎年応募があり最終目
標まであと３件となって
いる。
④届出される行為の基
準に達している割合は
毎年１００％である。

北上市景観賞及び景
観さんぽなど新たな取
り組みを着実に実施し
ている。
29年度に景観計画を見
直し、社会情勢等の変
化に合わせた内容に変
更した。これにより、市
民が景観形成に対し、
よりわかり易く取り組む
ことができるようにし
た。

①景観資産を活用したイベントが
各地域で継続的に行われており、
市が発行する景観資産マップの配
布希望者が発行部数を上回るな
ど、市民に景観への関心と地域づ
くりのツールとしての意識が根付
いている。

①景観資産について広報きたかみ
への掲載、マップとしてパンフレッ
トの印刷配布、ホームページでの
発信をしている。また、景観フォー
ラムに合わせて景観賞受賞の建
築物を訪問する企画を実施してい
る。

①認定済みのきたかみ景観資産
の活動を支援する仕組みが確立
されておらず、実施内容が景観
人の養成に結びついていない。

①景観資産に認定された活動団
体相互の情報交換の場を設定す
ることなどで支援ニーズを確認
し、継続した活動ができるよう
フォローする体制の確立を目指
す。

　

58

　市民の住宅確
保と生活基盤づく
りを進め、誰もが
安全で快適に暮
らすことができ
る。

B
B

(B)

市営住宅入居率は政
策的に入居制限をして
いることもあり目標に達
していないものの、住
宅団地の分譲率は目
標以上、また、市営住
宅水洗化率も概ね目標
どおりとなっているた
め。また、②③につい
て予算の中で最大限事
業を進めている。

　 ①全体として市営住宅戸数は充足
しているが、低廉な住まいを求め
る需要は継続してあり、細越住宅
など利便性が高い場所にある住宅
は競争率が高くなっている。

②地域ニーズを取り入れた道づく
り支援事業が順番どおり進み、活
用されている。

①老朽化により、再供給が困難な
住宅が増えている。

②改修工事及び用途廃止予定住
宅では、入居募集停止、抑止を
行っているため入居率は下がって
いる。

③バリアフリー等の人にやさしい
安心安全なまちづくりを展開してい
る。

①各市営住宅の老朽化が顕著
になっている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

05-01-03緑のまちづくりの推進

①
花いっぱいコン
クール参加団体
数

コンクールに参
加を希望する団
体・個人の実数

73団体 78団体 68団体 73団体 93.1% 20.0%

②
花苗配布団体
数

花苗の配布を希
望する団体の実
数

215団体 219団体 211団体 215団体 98.1% 30.0%

③
市民一人当たり
の都市公園面
積

都市公園の市
民１人当りの面
積
（都市公園面積
÷北上市の人
口）
（平成17年度－
１２．９㎡）

13.35㎡ 16.67㎡ 16.77㎡ 16.00㎡ 104.8% 30.0%

④
市役所本庁舎
緑視率

定点観測による
見た目の緑視
率

24.0％ 25.25％ 23.24％ 30.0％ 未達成 20.0%

05-02暮らしを支える上下水道の充実

61 05-02-01安全・安心な給水の確保　〈水道に関する施策〉
05-02-02適正な汚水処理の推進

①
汚水処理水洗
化率

（水洗化人口÷
汚水処理区域
内人口）×100

90.4％ 92.5％ 92.8％ 94.7％ 55.8% 25.0%

②
合併処理浄化
槽普及率

（浄化槽処理人
口÷住民登録
人口）×100

6.6％ 7.0％ 7.3％ 7.1％ 達成 25.0%

③
汚水処理接続
率（世帯）

（水洗化世帯数
÷住民登録世
帯数）×100

74.1％ 78.1％ 79.4％ 75.9％ 達成 25.0%

④

市内類型指定
河川のＢＯＤ値
（75％値）基準
達成率

類型指定河川Ｂ
ＯＤ値（75％値）
の基準達成率
（県の定期測定
データから）

100％
［H25年

度］

100％
[ H27年

度]

100％
［Ｈ28年

度］

100％
［H31年

度結果］
達成 20.0%

⑤

市内中小河川
のＢＯＤ値（平
均値）Ａ類型基
準達成率

市内中小河川
（類型指定なし）
ＢＯＤ値（平均
値）のＡ類型基
準の達成率
（市の定期測定
データから）

100.0％ 94.4％ 100％ 100.0％ 達成 5.0%

05-03道路・情報ネットワークの充実

05-03-01道路交通ネットワークの充実

① 市道改良率

市道改良済延
長/市道実延長
（改良済とは、
道路構造令の
規格に適合する
ものをいう。）

58.4％ 58.5％ 58.6% 59.2％ 未達成 55.0%

② 市道舗装率
舗装済延長/市
道実延長

52.9％ 53.1％ 53.1% 53.7％ 未達成 45.0%

①国県道の整備と予算確保を関
係機関に継続して要望していく。

　

63

 他の市町村、主
要な施設と施設、
集落と集落、集落
と施設等を結ぶ
道路網の整備並
びに適切な維持
管理により交通
渋滞が緩和し、交
通事故防止、緊
急車輌の通行等
の向上を図られ、
安心、安全な市
民生活の環境が
整備されている
状態。

B
B

(B)

道路整備の交付金内
示額が低かったため。
道路整備への一般財
源投入額が不足し、実
績値は若干下回ってい
るが、目標値に近い市
道改良率となっている
ため。

総合計画に基づき、限
られた財源を最大限活
用して事業実施してい
る。

①幹線道路、生活道路の整備に
対する市民の関心は高い。

②道路整備に関する地域要望の
路線数は非常に多い。

①道路の整備は、総合計画どおり
順調に推移している。

②地域要望の数に比較して、国の
交付金も低いが、可能な限り一般
財源を投入し整備を進めている。

①市民の満足度を上げるために
は、道路整備費が少ない。

①平成31年度に消費税改定が
見込まれることから、予算の範囲
内で事業を行うためには花いっ
ぱい運動推進補助事業の大部
分を占める花苗の配布数量を調
整する。

②花いっぱい運動において、ア
ンケート調査などにより、花苗の
育成の手法について検討するな
ど、市民がより取組みやすい事
業展開を行う。

③公園施設の劣化や損傷を未然
に防止しながら長持ちさせる予
防保全型管理を取り入れ、費用
の抑制を図りながら補修、改修
等を行っていく。
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 公共用水域の保
全と公衆衛生の
向上が図られ、
市民が良好な環
境の中で快適な
日々を送ってい
る。

B
A

(A)

汚水処理水洗化率は
最終目標値に近づいて
おり、それ以外の指標
については最終目標値
に達したことから、概ね
順調である。

水洗化融資制度を拡充
（H29）するなどの施策
を推進している。

①住宅着工が順調に推移している
ことから、結果として水洗化世帯が
増加している。

②合併処理浄化槽を新規設置す
る世帯数は増加しているが、農村
地域の人口減少に伴い、設置済
世帯人口は減少している。

①下水道未接続世帯の解消のた
め、非常勤１名を雇用し、個別訪
問などを行い、下水道の普及促進
を行っている。

①高齢化世帯の増加等の要因
により、既整備地区と個別処理
（合併処理浄化槽）区域の水洗
化がともに鈍化している。

①既整備地区の水洗化率の向
上を図るため、水洗化融資制度
等の周知を、個別処理（合併処
理浄化槽）区域については、浄
化槽設置費補助金制度の周知を
それぞれ促進し、普及促進を図
る。

　

60

花いっぱい運動
を推進することで
環境美化意識の
向上や地域コミュ
ニティの活性化が
図られ、潤いのあ
る緑豊かなまち
が形成されてい
ること。
市民に潤いと安
らぎを与える場と
して公園緑地が
確保され、安心・
安全に利用でき
るよう管理されて
いる状態であるこ
と。

B
B

(B)

・市民一人当たりの都
市公園面積は目標値
に達している。
・市役所本庁舎緑視率
は前年度に比して目標
値から遠ざかったもの
の達成率は70％を超え
ている。

①花壇の花づくりは、その年の天
候や気温に左右されやすくできが
いい時、不出来の時がある。

②ガーデニングを主とした花壇見
学会の要望があるが、市内のガー
デニングを行っている家庭等の情
報収集が難しい。

③前年度に比して市民人口が減
少したことにより、市民一人当たり
の都市公園面積が増加した。

①花いっぱい運動推進協議会の
活動を支援するため補助金を交付
しているが、8割が花苗代となって
いる。

②花苗育成講習会をそれまでの
市民交流プラザに加え一部の交流
センターも会場にして地域講座とし
て実施し、花づくりを通じた環境美
化のさらなる推進を図った。

③花いっぱい市民集会において、
県立農業大学校の教授を講師に
招き講演を行ったこところ、例年以
上の参加があった。

①花苗の育成者の高齢化に伴
い、花苗の育成が困難になって
きている

②公園施設の老朽化により、安
全・安心・快適な公園利用に支障
のある公園が増加してきている。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

05-03-02道路環境の整備

①

道路管理に関
する苦情等の
世帯数に対する
件数割合

満足世帯数の
把握が困難であ
るため苦情件数
をもって指標値
を算出する。た
だし道路管理者
では対応不可能
なものは除く。

1.57％
（569件）

0.48％
(178件)

1.09%
(409件）

1.00％ 未達成 15.0%

②

道路除雪に関
する苦情等の
世帯数に対する
件数割合

満足世帯数の
把握が困難であ
るため苦情件数
をもって指標値
を算出する。た
だし道路管理者
では対応不可能
なものは除く。

1.06％
（368件）

0.41％
(152件)

1.14％
（526件）

1.00％ 未達成 15.0%

③

橋梁長寿命化
修繕計画に基
づく累加修繕橋
梁数

累加修繕橋梁
数

３橋 ７橋 8橋 22橋 26.3% 30.0%

④
幹線道路維持
補修についての
実施済延長

修繕実施累加
延長

5.8km 16.0km 21.5km 24km 86.3% 25.0%

⑤
道路管理瑕疵
による事故件数

舗装穴、側溝蓋
の欠落、転落防
止柵の欠落等
危険箇所の補
修が遅れたこと
により発生した
事故件数

0件 3件 2件 0件 未達成 15.0%

05-03-03情報格差の解消

65

 市内全域におい
て、市民の誰もが
手軽に情報技術
の利便性を享受
できる環境となる
こと。

①
光ファイバー
ケーブル網の整
備率

光ファイバー
ケーブル網によ
る高速通信の
サービスエリア

98.9％ 99.0％ 99.0％ 100.0% 0.0% 100.0% Ａ
A

(A)

光ファイバーケーブル
網の整備率は、最終目
標には達していないが
市内のほぼ全域に情
報通信網が整備されて
いる。

　 ①民間通信事業者により携帯電話
通話エリア、高速ネットワーク網な
ど情報通信網は概ね市内全域に
整備されているが、ＮＴＴ東日本へ
の聴き取りによると、光ファイバー
網の未整備地区の拡張計画につ
いては見通しが立っていない。

②未整備地区への光ファイバー網
整備については補助事業がない。

③市の光ファイバーが敷設されて
いない更木地区の一部区域の住
民がNTT東日本に対して整備を求
める請願書を提出した。

①市単独での光ファイバー網の拡
張整備は、財政的に困難である。

①更木の一、高速ブロードバンド
通信を利用できない区域があ
る。

①光ファイバー網の未整備地区
については、整備を求める声も
あることから、補助事業等の動向
を注視しながらを民間通信事業
者に整備を働きかけていくととも
に、サービス提供を持続するた
め維持管理に努める。

　

05-03-04情報通信技術の活用

66

 市民に活用して
もらう電子行政
サービスが充実
し、利便性が向上
すること。

①
行政手続きのオ
ンライン化推進
状況

オンライン手続
利用件数/行政
手続総件数

（分母：オンライ
ン手続が可能な
４つの行政手
続）
・図書貸出予約
・体育施設予約
・地方税申告
・特定化学物質
排出量届等

34.8％
(16,517件

/47,479
件）

37.2％
(29,583件

/79,585
件）

38.0％
(31,194件

/82,191
件）

50％
(30,000

件
/60,000

件)

未達成 100.0% B
B

(B)

行政手続きのオンライ
ン利用率は、最終目標
に及ばないものの利用
件数は確実に増加して
いる。

　 ①スマートフォン、タブレット端末の
普及により、パソコンを所有してい
なくてもオンライン申請が可能に
なってきている。

②マイナンバー制度が施行され、
マイナポータルを利用した電子申
請の仕組みが構築されている。

①イベント等の開催や利用しやす
い環境整備の推進などから、図書
館の利用者が増加し、オンライン
予約が増えている。

②マイナポータルを使用した電子
申請の仕組みを活用できていな
い。

①オンラインサービスに対する需
要は増加していくなかで、提供で
きるサービスが少ないままとなっ
ている。

①マイナンバー制度の施行に
よって、オンラインサービス時に
必要な公的個人認証の利用拡
大が想定されることから、個人番
号カードの普及状況、市民ニー
ズを見ながら、有効なオンライン
サービスの導入を検討していく。

　

64

補修が必要な道
路・橋梁等が修
繕・改善され、安
全で円滑な道路
交通が確保され
ている。また、除
排雪、路肩除草、
街路樹剪定が適
切に行われ、冬
期間の交通機能
の確保と快適な
道路環境が維持
されている。

B B
(B)

修繕橋梁数と舗装修繕
実績が伸びてきてい
る。

橋梁及び④舗装修繕
補修の交付金の内示
が低い中、緊急度等を
勘案し、最大限可能な
維持補修を実施してい
る。　総合計画に基づ
き、限られた財源を最
大限活用して事業実施
している。

① 農家戸数の減少及び農村地域
の高齢化に伴い、これまで沿線住
民が自主的に行ってきた道路路肩
や水路の除草が困難になってきて
いる。また、それらの活動に対し、
対価や支援を求める傾向が増加し
ている。

②従来からの早期除雪及び置雪
除去などだけでなく、わだち・圧雪・
シャーベット解消、吹溜り除去、凍
結路面対策、排雪など市民ニーズ
が多様化している。

③ 地域除雪の担い手が高齢化し
てきており、地域除雪の担い手確
保が困難な地域が増加してきてい
る。

 ①市民ニーズの多様化及び増加
に伴い、直営作業量もが増加し、
道路パトロールに充分な時間を確
保できない。

②除雪システムの構築により、除
雪を見える化し、効率的な体制づく
りを行っているが、市民の苦情減
少につながらない。

 ①猛暑や少雨などによる雑草の
繁茂や害虫の大量発生があり、
草刈や街路樹剪定・害虫駆除な
どについても市民要望に応えき
れていない。

②地域参加による除排雪作業の
拡大に取り組んでいるが、高齢
化に伴い担い手が不足してい
る。

①草刈や街路樹管理を充実させ
るため、道路愛護会活動の支援
を強化するとともに、地域づくり
組織と契約を締結し、除草等の
契約を締結し、より細やかな維持
管理を図る。

②地域除排雪制度は地域がより
参加しやすいように、福祉部門と
も連携をし、制度を見直す。除雪
状況公開システムについて広
報、ホームページ等多様な方法
で、更なる広報活動を展開する。
（除雪事業は既存事業の見直し）
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

05-04みんなで支える公共交通体系の構築

05-04-01地域の実情に応じた公共交通体系の構築

①
地域住民を支え
る支線交通の
路線数

地域が主体と
なって運行して
いる路線数

6路線 6路線 6路線 6路線 100.0% 40.0%

②

地区の環境で、
公共交通が利
用しやすいと思
う市民の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

47.5％ 47.1％ - 70.0％ - 30.0%

③
コミュニティバス
利用者数

バス事業者から
の報告に基づく
実績数

22,980人 19,851人 20,223人 23,000人 87.9% 30.0%

05-04-02公共交通の利用促進

①
北上駅1日あた
り利用者数

ＪＲ集計による
3,833人
[H25年

度]

3,765人
［H27年

度］

3,827人
［H28年

度］
3,700人 103.4% 40.0%

②
路線バス1日あ
たり利用者数

岩手県交通集
計による

1,905人
[H25年

度]

1,561人
［H27年

度］

1,431人
［H28年

度］
2000人 71.6% 30.0%

③

JR北上線（北上
-ほっとゆだ間）
の1日当たり平
均通過人員

JRによる公表資
料

543人
[H25年

度]

465人
［H27年

度］

458人
［H28年

度］
550人 83.3% 30.0%

05-05総合的・計画的な土地利用

05-05-01質的向上を目指した土地利用の推進

①

市の土地利用
制限について
「現状程度の制
限で十分」と考
える人の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

54.5％ 61.2％
61.2％

－
75.0％ 0.0% 30.0%

②

農業振興地域
の面積（農用地
区域／農振白
地区域）

農振台帳の積
上げによる。

8,142ha
14,713ha

8,253.2ha
14,601.2h

a

8251.8ha
14,202.6h

a

8,139ha
14,716ha

101.4% 40.0%

③

これからも北上
市に住み続け
たいと思う人の
割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

90.9％ 85.3％ -
90.0％以

上
- 30.0%

①改定した都市計画マスタープ
ランに掲げる都市機能の集約と
地域連携による持続可能な都市
「あじさい都市」きたかみを目指
すべき都市像として、あじさい都
市推進本部を中心に各施策を推
進し、持続可能なまちづくりを進
めていく。

②「あじさい都市」きたかみを形
成するために、他分野の計画及
び施策の整合性を図り、まちづく
りの方向性を合致させていく。

③公園施設長寿命化計画、公共
施設インフラ資産マネジメント
等、都市拠点や地域拠点に配慮
した公共施設の最適化計画の策
定が進められている。

　

69

 市街地の無秩序
な拡大を抑制し、
自然と都市が調
和したまちが形成
される。
 都市地域と農村
地域の機能分担
や交流連携のも
と、地域資源の活
用により生活機
能が維持・強化さ
れている。

B
B

(B)

都市計画用途地域内
においては、都市計画
マスタープランや農振
計画に基づいて開発者
へ指導助言を行い、市
街地の無秩序な拡大
が抑制されている。

①人口減少及び超高齢化の進展
といった社会環境の変化に伴い、
既存インフラの活用がこれまで以
上に重要となっている一方、都市
計画用途地域外での開発も進ん
でおり、新規に道路や下水道等の
インフラが整備されている。

②平成22年市民アンケート（都市
計画課実施）によれば、『農地・山
地等の土地利用』についての項目
では、農地や山林を継続的に保全
し、さらに増やしていく「緑の保全・
復元志向」が多いことや、『市街地
整備の在り方』についての項目で
は、既存インフラを有効に活用す
べきとの声が多い。

①「あじさい都市」きたかみを実現
するため、「あじさい都市推進本
部」が設置されており、公共交通、
地域産業振興、人口減少対策等、
庁舎横断的に施策等を協議し、施
策を実施している。

①都市計画用途地域外や地域
拠点外において、大型店舗や住
宅団地等の開発が進んでいる。

②他の計画と都市計画との調整
を行わなければならない。

③直接的にあじさい都市を形成
すると理解できる具体的な施策
が展開できていない。

①地域と協議を重ね、経路の見
直し等、現在のコミュニティバス
の再編を行うとともに、廃止、縮
小の可能性のある地域について
は、新たな拠点間交通の構築を
図る。

②コミュニティバスを更新する。

③地域と協議を重ね、地域の利
用ニーズに応じた地域内交通を
確保する。

68

 市民、事業者、
行政など多様な
主体の協働によ
り、地域交通が育
まれ、公共交通
が継続的に利用
されていること。

C
Ｄ
(D)

「北上駅１日あたり利用
者数（指標１）」につい
ては目標を達成してい
るが、「路線バス１日あ
たり利用者数（指標２）」
「JR北上線の1日当たり
平均通過人員」ともに
未達成であり、さらに、
実績値が減少傾向にあ
るため。

平成29年度に公共交
通網形成計画を策定
し、戦略に基づく事業に
着手している。

①北上駅においては、県立高校の
郊外移転や学生数の減少等によ
り、通学等の利用が減少している
が、立地企業の増加に伴い、新幹
線利用者数が増加しているため、
総体として利用者数は維持されて
いる。

②少子化の影響などから、バス通
学（定期）の利用者が減少してい
る。（北上市統計書）

①まちなかターミナル、あしあとラ
ンプの整備及びダイヤ改正により
利便性を高めた結果、横川目線の
利用者は増加傾向にある。（県交
通調査）

①北上駅の利用者数は基準年
度の数値を維持しているが、JR
北上線の利用者数は減少してい
る。

②バス、鉄道事業者と連携した
公共交通利用促進に関する活
動、市民への情報提供が不足し
ている。

①JR北上線利用促進協議会に
よる事業実施により、沿線の西
和賀町、横手市と協力してJR北
上線の利用促進に取り組む。

②事業者、沿線住民と情報共有
しながら、意見交換会、乗り方教
室の開催など、利用促進に取り
組む。

67

　行政、交通事業
者、地域住民等
の協働により地
域の実情に応じ
た公共交通体系
の構築が図ら
れ、市民の足とし
て重要な役割を
果たしているバス
路線の維持と路
線バスの空白地
帯の交通が確保
されていること。

B
C

(C)

「地域住民を支える支
線交通の路線数（指標
１）」については目標を
達成してるが、「コミュ
ニティバス利用者数（指
標３）」は、80％を超え
ているものの、実績値
は最終目標を下回って
いるため。

※コミュニティバスの利
用数は、H29実績で増
加したものの、経年比
較でみると減少傾向に
ある。

平成29年度に公共交
通網形成計画を策定
し、戦略に基づく事業に
着手している。

①地域自ら、地域内の生活交通を
支えている地域がある。

②あじさい都市きたかみ公共交通
網形成計画に基づき、地域内交通
の持続可能な運行を目指し、地
域、運行事業者、市の三者協約を
締結した。

①運行経路の見直しや、まちなか
ターミナルの整備などで路線バス
の利便性は向上している。

②バス路線マップを継続的に作
成・発行しているが、まだ市民へ浸
透していない面がある。

③コミュニティバスの車両が老
朽化している。

①まちなかターミナルの整備など
で利便性の向上を図っている
が、路線バスの利用者は減少傾
向にあり、今後に路線の廃止、
縮小が行われる可能性がある。

②地域ごとに毎月コミュニティバ
スの利用状況を報告するなど地
域内での利用意識向上を図って
いるが、利用実績が減少傾向に
ある。

③コミュニティバスの車両が老
朽化しており、不評である。ま
た、まちなかまでの乗車時間が
長い。

④地域内交通の体制が確立して
いない地域がある。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

06市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり（政策統括監：企画部長）

06-01市民主体によるまちづくりの推進

06-01-01市民の参画と協働によるまちづくりの推進

①

年度毎の市民
活動情報セン
ター相談件数の
合計（センター
報告書により把
握）

毎年度、市民活
動情報センター
の報告書による
相談件数

507件 396件 176件 550件 -769.8% 10.0%

②

市民と行政の協
働体制づくりに
対する市民満
足度（6段階評
価）

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.804 3.80 － 増加 未達成 30.0%

③

市民主体による
まちづくりの推
進に対する市民
満足度

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.731 3.69 － 増加 未達成 30.0%

④

地域活動やボラ
ンティア活動な
どに参加してい
る市民の割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

34.6％ 42.6％ － 38.0％ - 20.0%

⑤
情報センターＨ
Ｐ・ブログアクセ
ス数

情報センターの
ＨＰ・ブログのア
クセス数

167,577件 139,994件 173,163件
184,000

件
51.5% 20.0%

06-01-02男女共同参画社会の実現

①

「男性は仕事、
女性は家庭」に
同感しない人の
割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

60.5％
68.7％
［H28］

- 65.0％ - 40.0%

②
審議会等にお
ける女性委員
の比率

目標設定の対
象を地方自治法
第202条の3によ
る法令、条例設
置の審議会等
の女性委員の
割合。

23.9％
[H27.4.1]

25.1％
［H28.4.1］

24.2％
［H29.4.1］

35.0％ - 30.0%

③

男女が等しく社
会に参加できる
環境づくりの満
足度（6段階評
価）

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.751
3.87

［H28］
- 増加 達成 30.0%

06-01-03まちづくりをリードする人材の育成

①
地域づくり講座
参加者満足度

講座参加者にア
ンケート調査を
実施し、満足度
を測る（平成28
年度からアン
ケート実施）

91.6％
[H28]

91.6％
アンケー
ト未実施

100.0％ - 40.0%

②
地域活動リー
ダー研修会参
加者満足度

参加者アンケ－
ト調査

100％
アンケー
ト未実施

アンケー
ト未実施

100％ - 40.0%

③

市民公募型協
働事業補助金
（まちづくりチャ
レンジ）応募件
数

本補助金への
応募件数
（採択件数では
ない）

６件 ５件 5件 12件 -16.7% 20.0%

　男女共同参画社会の推進に向
け、市の責務として、市民ととも
にプランを着実に実行できるよ
う、条例化によって市と市民の役
割を明確にし、各般の事業を展
開する。

事務事業の構成
は適切である。

72

 市民が主体と
なってまちづくり
を進めるため、市
民、地域、企業、
NPO、行政などの
多様な主体が連
携し、地域づくり
活動をリード・サ
ポートする人材が
育成されている。

B
B

(B)

　地域づくり講座のアン
ケートを実施しなかった
ため、満足度を確認で
きなかった。

　アンケートは実施して
いないが、講座の参加
者は前年度18人に対し
て33人に倍増してい
る。

①　16地域づくり組織が中心となっ
て地域の特色を生かした地域づく
りが進められているが、高齢化の
進行及び若年層の参加が少なくな
り、地域のマンパワーが低下し、地
域を維持していく・担っていくため
の人材育成が進んでいない。

②　指定管理者制度が定着し、地
域が主体的に地域づくり事業に取
り組めるようになってきたが、実施
事業数が多い傾向があるため、研
修等に参加できないという声があ
る。

　地域づくり組織からの地域リー
ダーの発掘や交流センター職員の
育成を求める声に対応し、講座や
研修会を開催し、支援した。

①　講座や研修の内容を情報提
供しているが、地域のニーズと
マッチングしていない。

①　研修会のテーマや研修先の
選定などにおいて、地域側の
ニーズを確認することに加え、担
当課でテーマのマッチングを行
う。

事務事業の構成
は適切である。

「市民公募型協
働事業補助金応
募件数」は、体
系コード06-03-
01の指標とす
る。

71

 男女共同参画に
関する認識が広く
普及し、性別にか
かわりなく、一人
ひとりが個人とし
て尊重され、家
庭、職場、地域活
動など社会のあ
らゆる分野にお
いて共に参画し、
みんなが参加す
るまちになってい
ること。

C
C
(B)

　左記の３指標につい
ては、市民意識調査に
よる２つの指標が、目
標を達成しているもの
の、審議会等における
女性委員の比率は前
年度より減少した

　男女共同参画プラン
26指標のうち、目標に
達したのは、左記指標
も含め６指標となってい
る。

①　市民意識調査の「男性は仕
事、女性は家庭」に同感しない人
の割合が増加していることから、固
定的性別役割分担意識が薄れて
きている。

②　家族経営協定の締結数、自治
協議会役員における女性の割合、
市政座談会への女性の参加割合
などが増えていない。

①　市民に男女共同意識を浸透さ
せるため、男女共同参画サポー
ターの協力を得ながら講座の開催
を行っているが、参加者数にばら
つきがある。

②　市の事業ごとに参画に関する
指標を定めているが、市民理解の
浸透が進まず、部署により推進度
合いに差がある。

　男女共同参画に対する市民の
意識向上は見られるが、関係す
る指標の多くが目標に達しておら
ず、これまでの啓発事業をさらに
進展させる必要がある。

70

 市民、企業、行
政、議会がそれ
ぞれの自治にお
ける役割を理解
し、責任を果たし
協力しながら、相
互に連携してまち
づくりに取り組
み、「自分たちの
まちは自分たちで
創る」という自治
が確立されてい
る。また、まちづく
りのためのさまざ
まな活動や企画
に、市民が積極
的に参加・参画で
きる環境が整って
いる。

B
B

(B)

  ブログ・アクセス数は
目標達成に至っていな
いが、前年度より大幅
に増加している。

  市民活動情報セン
ターの相談内容からみ
て、活動ノウハウが蓄
積されたことにより,相
談しなくても活動できる
NPOが増加してきてい
る。

  地域や行政だけでは解決できな
い課題を自ら解決したいと考える
市民のボランティア活動への参加
が増加している。

①　協働や市民活動に活かせる情
報発信と、市民活動団体や地域づ
くり組織、ＮＰＯ法人等へのまちづ
くりの相談、支援等を行い、協働の
推進を図った。

②　ボランティアや地域活動への
参加しやすさを周知するとともに、
企業褒賞を継続的に実施し、後押
しを行ってきた。

①　地域づくり組織との意見交換
を通じ、まちづくり活動において、
若者の参加が少ないなど、新し
い担い手が生まれていないこと
が、明らかになった。

②　市民や市民活動団体の情報
ニーズが、情報センターの事業
開始時にはＮＰＯ法人の設立に
対するものが多かったが、活動ノ
ウハウが蓄積してきたため、情
報内容の見直しが必要となって
いる。

①　まちづくり活動の活性化のた
め、市民活動を学ぶ場、活動を
共有する場などの提供により、ま
ちづくりの担い手となる人材育成
の支援を行う。

②　市民活動情報センターの委
託業務内容について、委託先と
協議を行い見直しを行う。

事務事業の構成
は適切である。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

06-02魅力ある地域づくりの推進

06-02-01地域の自主的な活動の推進

①
交流センター生
涯学習参加者
率

生涯学習事業
参加者/人口×
100
（生涯学習文化
課で設定した指
標 02-02-01で
追加した指標の
再掲）

71.2％ 75.5％ 72.7% 75.0％ － 30.0%

②

地域が主体と
なって行う分の
地域計画の進
捗率

各地区からの実
施報告書により
把握

70.8％ 74.7％ 74.4％ 90.0％ － 30.0%

③
交流センター年
間利用者数

交流センタ－利
用状況報告書
により集計

207,457人 208,203人 202492
210,000

人
96.4% 30.0%

④

地域づくり組織
等が独自のHP
を開設している
地区数

地区が独自に
開設しているHP
数
（自治協、NPO
含む）

４地区 12地区 11地区 16地区 75.0% 10.0%

06-02-02地域が連携し共生するまちづくりの推進

①
地域景観資産
認定数

累計 102件 111件 112件 115件 97.4% 25.0%

②
農業体験参加
者数

実施体験事業
参加者数

403人 181人 112人 600人 18.7% 25.0%

③
中山間地域交
流取組組織数

事業実績報告
書により把握

３組織 ３組織 ４組織 ４組織 100.0% 25.0%

④

交流センター利
用のうち自治
協・自治会が利
用した件数

交流センターの
実績報告による

841件 919件 886件 850件 500.0% 25.0%

06-03市民・企業と行政の協働体制の構築

06-03-01協働の定着と拡充

①

市が行っている
協働事業一覧
に掲載されてい
る活動の数

各担当課に確
認、集計

56件
［H25年

度］

70件
［H28年

度］

61件
［H29年

度］
60件 125.0% 30.0%

②

地域貢献活動
企業褒賞への
情報提供事業
数

企業、市民等へ
情報提供を依
頼、集計

309件
［H26.12］

378件
［H28.12］

345件
[H29.12]

330件 171.4% 40.0%

③

市民活動情報
センターが仲介
した協働事業
マッチング件数

センタ－の実績
報告書により把
握

19件 26件 20件 20件 100.0% 30.0%

　多様な団体とのマッチングを進
め、「協働」で取り組んだ事業の
紹介や「協働」の意義について広
く広報し、市民の意識啓発を図
る。

事務事業の構成
は適切である。

75

 市民の幅広い参
画のもと、市民、
企業、行政それ
ぞれの立場を理
解し、責任と役割
りのもとに、互い
の長所を生かし
た協働ができ、多
様な主体が協働
するまちづくりに
なっていること。

Ａ
A

(A)

　４指標のうちとも３指
標が目標を達成してお
り、市民公募型協働事
業補助金の応募件数
は下がっているもの
の、採択事業は計画ど
おり事業が完了した。

　市民公募型協働事業
補助金を活用後、自ら
運営費等を生み出し事
業を継続している団体
がある。

　企業の地域貢献活動について、
情報提供された活動件数が増加し
ていることから、企業の意識や市
民の認識も上がってきた。褒賞さ
れた活動は地域コミュニティや他
団体と協働したものが多く、企業の
地域貢献の醸成がなされてきた。

①　業務委託を行っている情報セ
ンターの事業として、地域貢献活
動を推進している企業とボランティ
アを必要としている方々とのマッチ
ングを行う「ぼらんと」を北上市社
会福祉協議会と連携して開始し
た。

②　市民活動情報センターにおい
て、市民活動団体や地域コミュニ
ティ組織への企画支援やアドバイ
スにより、協働事業の機会が増
え、協働事業マッチング件数の目
標達成につながった。

　「協働」の意味や手法について
さらに市民の認識を高める取り
組みを継続する必要がある。

①　地域の活動と地域の資源の
バランスを図るマネジメントが不
足している。
②　市役所と地域が互いの資源
を持ち寄って地域づくりに取り組
むための理解が不足している。

①　地域、市、中間支援組織が
一体となって、地域の将来を見
据えた経営戦略を立案し、地域
の自治を確立する。
　・地域づくり組織の自治の
　　確立。
　・地域計画の整理。
　・多様な担い手の育成と参加
　　促進。

②　市職員と地域がまちづくり関
係条例の理念を理解し、パート
ナーシップの向上を図る。
　・市職員の地域理解の向上。
　・協働による市事業の推進。

事務事業の構成
は適切である。

74

 地域資源の有効
活用を図りなが
ら、地域間の交
流・連携を促進
し、市内16 地区
が有機的に連携・
共生するまちづく
りが行われて、地
域の自立活性化
に向け、農村環
境を活用した体
験学習やグリー
ンツーリズムな
ど、地域の豊か
な自然や農業に
親しむ機会の提
供等による魅力
が発信され、定住
交流がなされて
いる。

B
B

(B)

①　地域景観など地域
資源の有効活用が図ら
れ、農業体験事業も継
続して実施しているが、
参加者数が減少してい
る。

②　交流センターの利
用が昨年を下回った
が、目標は達成してい
る。

①　農業体験事業を推
進する協議会が設立さ
れており、情報提供等
が進むため、参加者の
増加が見込まれる。

②　区長業務と自治会
業務を明確化したた
め、自治会主導の活動
が増え、交流センター
の利用も増加が見込ま
れる。

①　教育旅行におけるグリーン・
ツーリズムの状況は、県内では震
災以降利用者が減ったものの、現
在は回復傾向にある。教育旅行と
しては、農業体験だけはなく、農家
に宿泊（農家民泊）を希望する学
校が多い。

②　地域の拠点としての交流セン
ターの価値が高まっている。

①　きたかみグリーン・ツーリズム
推進協議会を立ち上げ、日帰りの
農業体験の受入れをしている。
　
②　交流センター職員が、地域
ニーズを的確に把握して事業を推
進している。

①　農家民泊を伴う農業体験の
受入れ実績がない。宿泊も可能
な受入農家が少ない。

③　人口減少の緩和を目的とし
て定住化促進事業を行っており、
地域コミュニティの維持には一定
の成果が認められるものの、人
口減少の緩和の効果が見られな
かった。

③　交流センターの空調設備な
ど利用環境の向上が求められて
いる。

①　きたかみグリーンツーリズム
推進協議会において、宿泊も可
能な受入れ農家を開拓し、農家
民泊にも取り組んでいく。

②　人口減少が進む中で、地域
の課題解決や魅力を発信し、関
係人口の増加を図る。

③　各センターの実情を調査し、
計画的に施設整備を行い、利用
環境の向上を図る。

地域交流を推進
する指標として
農業体験参加者
数を挙げている
が、事業費が０
のため施策評価
シートに反映さ
れていない。

73

 これまでそれぞ
れの地域が育ん
できた個性や資
源を活かしなが
ら、地域が進めて
きた取り組みの
成果を引き継ぎ、
充実している。ま
た、地域を最も
知っている住民
自ら地域の将来
がどうあるべきか
考え、行動してい
けるよう連帯感を
醸成し、地域の実
践力が向上して
いる。また、指定
管理者制度によ
り交流センターが
地域づくりの拠点
施設として位置付
けられたことによ
り、特色ある地域
づくりが進展し、
コミュニティの醸
成が図られる。

B
B

(B)

　各指標は、いずれも
前年度の実績を下回っ
たが、自治協議会、自
治会が地域活動を行う
ため交流センターを使
用する目標数は達成し
ている。

①　市の人口が減って
いるので交流センター
の利用者数の減少傾
向は続き、生涯学習事
業も参加者数は減って
いる。

②　各指標ともＨ28の
数値が高く、Ｈ29に減
少しているが、最終目
標を上回っている指標
もある。

①　市の人口が減少し、交流セン
ターの利用が減少している。

②　市民から多様なアイデアが出
され、地域ごとに特色ある地域計
画が企画されている。

③　Ｈ18の交流センター化以降、
地域の自主的活動は活発になっ
ており、地域の拠点としての交流
センターの価値も高まっていること
が、地域づくり政策の検証におい
て判明した。

①　地域づくり組織が地域計画を
推進するにあたり、関係者との調
整・助言など、支援を行った。

②　平成29年度の地域計画の見
直しにより地域が事業を増やした
が、結果的に実施できなかった事
業があったことから指標が下がっ
た。

③　交流センターの設備が古く利
用者の要望に応えきれていない。

④Ｈ18の交流センター化以降の地
域づくり政策の取り組みについて
検証した。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

06-04信頼ある開かれた行政の推進

06-04-01情報公開の推進

①
ホ－ムペ－ジへ
のアクセス件数
（年間）

ホ－ムペ－ジ管
理業務により集
計
（4.1～3.31）

607,265件 821,289件 920,003件
620,000

件
達成 50.0%

②

信頼ある開かれ
た行政の推進
に対する市民満
足度

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.911 3.83 - 増加 - 50.0%

06-04-02広聴活動の充実
①　市民の意見を伺う機会や手
段を設けているが、更なる多様
化を求める声がある。また、座談
会や市民意識調査において若年
層の参加（回答率）が低調である
ほか、タウンミーティングの申込
み件数も減少してきている。

②　市政座談会において、毎年
同じ内容の地域要望と市の回答
のみに終始することが多く、課題
解決に向けて相互に理解を深め
る場となっていない。

①　市民が市政に意見を寄せる
機会や手段について広く周知を
図る。また、ホームペ－ジやフェ
イスブックなどを活用した新たな
広聴手段について検討する。

②　市政座談会の実施ｇ方法を
再検討し、地域と市が課題の解
決のために理解を深め合える場
とする。

①　行政連絡等
事務」及び「行政
連絡事務費交付
金」について、区
長業務の見直し
において市民の
要望等の取りま
とめは行わない
こととなったこと
から、当該事務
事業群を「6-4-1
情報公開の推
進」へ移行を検
討する。

②　「北上しらゆ
り大使事業」及
び「北上ふるさと
会事業費補助
金」について、事
業内容が首都圏
でのPRに関する
側面が強いこと
から、当該事業
を「6-7-1 シティ
プロモーションの
推進」又は「3-2-
4 地域資源を活
かした観光の振
興」に移行を検
討する。

増加 - 100.0% B
B

(B)

　平成29年度は市民意
識調査を実施していな
いため、指標算定がで
きない。

①　市政座談会、タウ
ンミーティング、市民の
声、要望陳情、市民意
識調査、しらゆり大使
懇談会といった様々な
形態・手法により意見
を伺う機会を設けてい
る。

②　市政座談会での意
見等は事業・施策への
反映に至る場合が多
い。

③　市民ニーズを事業
や施策に効果的に反映
させるため平成29年４
月に「広聴活動マニュ
アル」を策定し、運用し
ている。

　市民が市政に対して要望できる
機会の拡充に加え、意見を伝える
際の容易さ・気軽さを求める声が
出てきている（市民意識調査自由
記載）。

　広聴活動マニュアルに基づき、
各種要望の処理やパブリックコメ
ントを適切に行っている。

77

市民の市政に対
して意見を述べる
場が確保され、市
民の意見が市政
に反映されている

状態

①

信頼ある開かれ
た行政の推進

に対する市民満
足度

市民意識調査
による［隔年実

施］
3.911 3.83 -

76

 市民に市政情報
が迅速に分かり
やすく伝わり、広
報紙やホーム
ページなどの内
容が充実され、
ケーブルテレビな
ど多様な媒体を
活用した広報活
動が強化されて
いること。また、
情報公開や個人
情報保護制度の
充実等により、透
明性が高く信頼さ
れる行政となって
いること。 市民が
議会へ高い関心
を寄せている状
態。

B
B

(B)

　ホームページへのア
クセス件数は着実に増
加しており、最終目標
を達成しているが、市
民満足度が不明である
ので同評価とする。

　 ①　市民のニーズ、情報収集手段
が多様化し、ホームペ－ジを活用
する市民が増えてきている。

②　市議会だよりを議会情報の取
得方法としている市民が圧倒的に
多い（H28の市民意識調査結果
77％）

①　平成29年度に広報マニュアル
を作成し全職員に周知し、情報発
信に係る職員の意識向上につな
がった。

②　市議会広聴広報委員会を設置
し広聴広報活動を行い積極的に情
報の発信をしている。

①　情報提供に対する市民ニー
ズが多様化している。

②　市のプロモーションのため
に、各種広報媒体が効果的に利
用されていない。

③　ホームページが見にくい、情
報が探しにくいという声が寄せら
れている。

④　整備中のコミュニティＦＭを効
果的、効率的に活用していく手段
を確立しなければならない。

⑤　議場での傍聴は、時間や場
所の制限があるため各種媒体を
用いた情報提供が求められてい
る。

①新たに定めた「北上市広報活
動基本指針」に沿って、市民等の
声を把握しながら、戦略的視点
を持った情報発信を推進する。

②報道機関等への情報提供マ
ニュアルに沿った情報を積極的
に提供する。都市プロモーション
課の情報発信コーディネート体
制を強化する。

③　アクセシビリティが保たれ、
利用者にとって分かり易く、使い
やすいホームページを構築し、
運用するとともに、都市の魅力を
積極的に発信する。
　
④　コミュニティＦＭの開局後、広
報紙やホームページと連動した
行政情報を積極的に発信してい
く。

⑤　平成29年度開始の議会モニ
ター制度などにより市民の意見
を幅広く聴取することによって、
意見を活かしたわかりやすい情
報発信を行う。

①　ホームペー
ジに特化せず、
広報活動全般を
踏まえた成果指
標設定となるよ
う、今後検討す
る。

②　広報活動
は、市民自治・
市民生活のため
の情報共有・情
報公開の役目と
市内外に対する
都市魅力の訴求
という都市プロ
モーションの役
目の両方を持っ
ていることから、
次期総合計画で
は現状の施策体
系を再検討す
る。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

06-04-03行政評価の推進による情報共有

①
評価結果公表
ホームページ閲
覧件数

評価結果のHP
公表に対しての
年間閲覧件数

1,891件 2,388件 1,967件 2,100件
未達成

（36.4％）
20.0%

②
市民参加型評
価の参加率

年間の委員参
加率

68.0％ 73.4％ 77.8％ 75.0％ 達成 10.0%

③

外部評価の実
施施策割合（基
本施策単位）
[累計]

毎年度の外部
評価該当基本
施策累計÷基
本施策数（27施
策）
※H27年度まで
は26施策

42.3％ 48.1％ 48.1％ 100.0％ 未達成 35.0%

④
施策の単年度
における達成率

順調+概ね順調
の施策数/評価
施策数

68.7％
70.7％
[H27]

79.3％
[H28]

80.0％以
上

未達成 35.0%

06-05効果的な行政運営と強固な財政基盤の構築

06-05-01効果的かつ効率的な行政経営の推進

①
庁内の人材を
活用した研修の
実施回数

職員が講師とな
り職員を対象に
実施した研修会
の回数。毎年
度、庁内調査に
より把握。

257回 208回 199回 313回 △103.6% 10.0%

②
住民千人当たり
職員数(普通会
計)

公営企業等会
計部門職員を除
く普通会計職員
÷人口×1000
〈下段「（）」付き
は、任期付職員
数を除いた値〉

6.31人
（6.08人）

6.53人
（6.17人）

6.37
（6.17人）

6.00未満 未達成 40.0%

③
業務改善改革
運動参加率(職
場)[単年度]

参加した課等の
数÷全課等数
（一部事務組合
含む、小中学校
及び個人除く）

69.4％ 29.5％ 41.4％ 100.0％ - 20.0%

④

効果的な行政
運営と強固な財
政基盤の構築
に対する市民満
足度（6段階評
価）

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.697
[H26]

3.84 - 増加 - 20.0%

⑤

一件500万円以
上の入札にお
ける一般競争
入札導入率（条
件付）

500万以上の一
般競争入札件
数/500万以上
の入札件数

36.4％ 42.9％ 38.2％ 70.0％ - 10.0%

06-05-02財政健全化の推進

80

起債残高を抑制
し、積立基金を確
保することによ
り、将来世代への
負担が軽減され
ている状態。

① 将来負担比率

(将来負担額－
元利償還金分
の基準財政需
要額－特定財
源見込額－基
金の額)÷(標準
財政規模－元
利償還金分の
基準財政需要
額)

106.8％ 63.6％ 53.5％ 80.0％ - 100.0% Ａ
A

(A)

　平成29年度数値につ
いて53.5%となり、最終
目標値80.0%を下回った
ため。

　今後も実施計画ベー
スで建設事業が推移し
た場合、最終目標値の
達成は可能である。

①　国の緊急経済対策（H23～
H28/19億）に基づく交付金を、普
通建設事業に充てたことにより、起
債の発行を大幅に抑制できた。

②　一部事務組合のごみ処理施
設整備費負担金に対し、震災特別
交付税が交付（H26、H27/18億）さ
れたことから、後年度負担が軽減
された。

①　経営改革の一環として、固定
資産税等の税率改正を実施。

②　下水道事業会計の長期借入
金（H25/11億）及び工業団地事業
特別会計の繰上充用（H25、
H26/13億）の解消を図った。

③　三セク債や地域総合整備事業
債の繰上償還（H24～H28/36億）
を実施、後年度の実質公債費比率
の抑制を図った。

④　年度を超えた繰替運用を改
め、一時借入による対応に改めた
ことにより、将来負担比率が大幅
に改善した。

①　資産老朽化比率が増加を続
けており、インフラ資産の最適化
と長寿命化が必要性が高まって
いる。これに伴い、今後多大な経
営資源の投入が必要となる。

②　経営改革による税率改定が
平成30年度で終了となるが、現
在も市債管理基金の取崩しに頼
る当初予算編成となっている。

①　平成28年度に策定した公共
施設等総合管理計画（インフラ資
産（建築物及び工作物）マネジメ
ントに関する基本計画）に基づ
き、最適化や長寿命化に係る実
施計画の策定及び実行につなげ
ていく。また、将来の公共施設の
更新・補修に備えるため、「（仮
称）公共施設維持管理基金」の
創設を検討する。

②　予算編成、実施計画ローリン
グにおいて、既存事業の徹底し
た見直しや、予算積算の精度を
高め、市民ニーズに対応しつつ
も市債管理基金の取り崩しに頼
らない予算編成を確立する。

事務事業の構成
は適切である。

①行政マネジメントシステムによ
り政策の精度と事務事業の質の
向上を図っているものの、不適
切な事務処理が発生している。
②業務改善運動において、運動
を推進する委員の選出に時間を
要し、十分な活動期間が確保で
きていない。また、運動にネガ
ティブなイメージを持つ職員がい
る。
③民間委託等が可能な業務につ
いて、委託等による効果やコスト
及び現場に与える影響等につい
て精査できていない。
④国の制度改正や新規事業の
立案などにより業務量が増える
一方で、事業スクラップによる業
務量の縮小は限定的であり、業
務量の抑制が図られていない。
⑤時間外勤務は削減されたもの
の、職員の職務に対するモチ
ベーションの低下が散見される。
⑥働き方改革に取り組む意義が
十分に理解されず、ノー残業
デーなどの取組にとどまり、職員
個々の率先した取組が促されて
いない。

①不適切な事務処理が発生しな
いように、業務手順書や事務事
業計画書を作成・運用していくこ
とを日常化する。
②委員の選出をルール化して迅
速に行い、早い時期から活動で
きるようにする。また、管理職の
関わり強化など前年度効果の
あった取り組みは継続するととも
に、運動の必要性の認識や取り
組みやすさの向上が図られるよ
う活動を拡充する。
③業務の外部委託やシステム化
について、費用対効果や労力低
減の視点を踏まえ検討し、積極
的に導入していく。
④事業スクラップの新たな仕組
みづくりを行うほか、既存の業務
についてもプロセス等の見直しを
図る。また、生産性向上のた
めの取組を推進する。
⑤所属職員のワークライフバラン
ス実現に繋がる環境を構築す
る。
⑥働き方改革の意義について理
解促進を図るため、職員の意識
醸成に引き続き取り組むほか、
指標の設定により成果を共有
する。

構成事業は適切
であり、既存事
業の枠では補え
ていない職場内
のマネジメントや
時間管理のマネ
ジメントなどの機
能の強化につい
て、働き方改革
として重点的に
取り組んでいく。

79

業務改善や業務
を通じた職員の
資質向上が図ら
れ、また、組織や
事業の最適化が
進み、必要かつ
最小限の人員に
より行政サービス
が提供されてい

る。

C
B

(C)

住民千人当たりの職員
数及び業務改善改革
運動参加率は前年度よ
り向上しているもの
の、いずれの指標も中
間目標及び最終目標を
達成できるような実績
値とはなっていない。
なお、「庁内の人材を
活用した研修の実施回
数」については、組織を
構成する課等が減少
していることから、目標
値を再設定する必要が
ある。

①行政経営の効率化（職員配置、
組織体制、職員の意識改
革など）は市民に直接的に効果を
示す機会が少なく、市民理
解が十分には得られていない。

①課の統合や保育園の民営化な
どにより組織を構成する課等が
減ったため、当該課等で実施され
ていた研修分に相当する研修
実施回数が減った。

②国体終了により国体対応のため
の職員は減員としたものの、
沿岸被災地派遣など一時的な特
殊要因に対応するため、任期付
職員を雇用している。

③業務改善に係るマンネリ感や負
担感により、業務改善運動へ
の参加が落ち込んだため、全庁的
に運動の意義を再認識すると
ともに、管理職を巻き込んだ取り組
みを推進した。

④工事等の契約件数は前年と同
程度で推移したものの、一般競
争入札対象となる案件が少なかっ
た。

78

　内部評価及び
外部評価により、
行政課題に向き
合うことで、施策
及び事務事業の
改善を促され、か
つ、その内容が
市民と情報共有
される状態になっ
ていること。

B B(B)

①　ＨＰ閲覧件数は前
年度に比べ減少となっ
たが、基準年度実績を
上回っている。

②　評価への市民参加
率は、基準年度実績を
10％近く上回り、最終
年度中間目標値を達成
している。

③　外部評価の実施施
策割合については、中
間目標値（88.5%）を大
幅に下回っている。外
部評価の対象基本施
策は、直近の市民意識
調査の結果や進捗状
況等を勘案して選定し
ているため、評価割合
が伸びない。

④　施策の単年度にお
ける達成率は、前年度
より増加し、最終目標
値に近い値となってい
る。

　外部評価委員による
指摘事項を踏また評価
を実施しており、評価
の精度は向上している
と捉えている。

①　きたかみ未来創造会議や各種
計画策定時における委員公募など
において、市民の率先した応募が
あり、行政活動に市民が参加する
風土が醸成されている。また、参
加した市民からは、生活に関わる
事柄や財政状況など市政全般に
対する意見が活発に出されてい
る。
　
②　ホームページの閲覧数は減少
したが、中間目標にしている2,000
件に近い値となっており、概ね行
政評価に対する市民意識が高まっ
ていると考えられる。ただし、閲覧
者の年代や職業など、閲覧者の属
性は把握できていない。

①　きたかみ未来創造会議を開催
し、市民参加型の評価を行ながら
市民のニーズを取り入れる機会を
設けた。
　
②　外部評価により専門的見地に
よる客観的な評価が得られた。ま
た、継続により相対的に評価を受
けているが、年間数件の評価件数
となっており、全基本施策を評価
するまでに至っていない。

①　外部評価での指摘事項に対
し、十分に対応できていない事項
が見受けられる。
　
②　施策評価において、施策に
おける「定義」が明確でない施策
や「施策評価指標」を適切に設定
されしていない施策が見受けら
れる。
　
③　内容が複雑であることもある
が、評価結果の公表スタイルが
市民にとって分かりにくいものと
なっている。

④　施策評価の結果について事
業のスクラップ＆ビルドへ取り組
んだが効果が限定的だった。

①　外部評価における指摘事項
について、対応すべき項目をリス
ト化し、優先順位を判断して順次
対応していくとともに、類似の指
摘を受けることのないよう事務局
におけるチェック体制を強化す
る。

②　施策評価に対する成果の定
義、ロジックモデルの位置づけ及
び指標の設定の考え方などを学
ぶ職員研修を実施する。

③　評価結果の公表について
は、市民に分かりやすい内容と
なるよう、レイアウトや記載項目
などを改善する。

④　働き方改革の観点から、スク
ラップ＆ビルド及びアウトソーシ
ングの仕組みを構築し、実施計
画に反映させる。

事務事業の構成
は適切である。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

06-05-03公営企業の効率的運営の推進≪下水道部門≫

①
下水道事業会
計経常収支比
率

(営業収益＋営
業外収益-基準
外繰入金)/(営
業費用＋営業
外費用)×100
〈下段「（）」は、
収益から基準外
繰入金を除いた
値〉

105.7％
（100.3％）

111.9％
（102.6％）

98.5％
（94.0％）

101.9％ 未達成 80.0%

②
※　下水道事業
会計営業収支
比率

営業収益/営業
費用
（営業収益は使
用料及び雨水
負担金等）

66.2％ 72.8％ 72.4％ 64.0％ 達成 20.0%

06-05-04安定した財政基盤の確立
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・市税等の自主
財源が歳入総額
に占める割合が
高まっているこ
と。
・人件費、扶助
費、公債費など
の義務的な経費
及び物件費が抑
制されているこ
と。
・歳出のうち公債
費が占める割合
が抑制されてい
ること。

①
実質公債費比
率

(起債等の元利
償還金－元利
償還金分の基
準財政需要額
－特定財源)÷
(標準財政規模
－元利償還金
分の基準財政
需要額)

16.6％ 15.5％ 15.5％ 10.0％ - 100.0% B
B

(B)

　実質公債費比率は
15.5%となり、昨年度と
同数値となった。今後
はさらなる公債費の減
少が見込まれ、中間目
標数値の達成も可能。

　現在の推計では最終
年度（平成32年度）の
実質公債費比率は
10.7％である。最終目
標値（10.0％）には届か
ないが、概ね達成とな
る見込みである。

　国の緊急経済対策（H23～
H28/19億）に基づく交付金を、普
通建設事業に充てたことにより、起
債の発行を大幅に抑制できた。

①　プライマリーバランスが均衡す
る（借入金の返済額以上に借金を
しない）行財政運営を続けたことに
より、起債残高が減少を続けてい
る。

②　南部工業団地売却収入による
繰上償還（H24～H28/36億）を実
施した結果、起債残高が減少し、
後年度の公債費負担が軽減され
た。

①　現在、東芝メモリ関連の道路
整備を含め、普通建設事業費が
増加しつつあり、それによる起債
発行も増加している。

②　市民意識調査において基本
施策について「分かりづらい。」と
の意見があり、未だ効果的な周
知方法を見いだせていない。

①　普通建設事業に係る地方債
の発行抑制を継続することによ
り、プライマリーバランスが均衡
する（借入金の返済額以上に借
金をしない）行財政運営を行うよ
う努める。

②　財務４表の作成・公表等と連
動させて、市民にわかりやすい
説明と周知方法を研究していく。

事務事業の構成
は適切である。

06-06広域行政の推進

06-06-01広域行政の推進

①
市長会等への
提言数

市長会等への
提言及び要望
件数
(市長会要望件
数・政党要望回
数・県への市町
村要望回数)

８件 ８件 ６件 ８件 75％ 40.0%

②

定住自立圏構
想における新規
取組み件数（必
要に応じた連携
を検討する）

定住自立圏内で
新たに取り組む
連携事業数

－ 1件

3件（累
計）

職員合同
研修

消防団交
流

5件
(年間１

件)
未達成 60.0%

①　広域での人口定住の受け皿
を形成するため、定住自立圏構
想に基づく近隣自治体との連携
を推進していく。

②　共生ビジョン基づく取組みを
推進するため、専門性を有する
外部人材の活用（財政措置あり）
を検討する。

③　定住自立圏の新規連携事業
の検討にあたっては、圏域内住
民に加え、圏域外の人にもメリッ
トをアピールできる事業を構築し
ていく。

④　北上市のみならず地方自治
体に共通する課題解決に向け、
各都市との連携を図り、岩手県
市長会などを積極的に活用し要
望活動を行う。なお、要望事項に
ついては、タイムリーに漏れなく
要望するため、平成30年度から
政策推進会議等で協議する機会
を設定する。

事務事業の構成
は適切である。
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 行政・民間の広
域的な連携交流
により、共通の課
題をともに解決す
ることで、効果的
で効率的なまち
づくりをすすめる
ことができている
こと。

Ａ
A

(A)

①　機会を逃すことな
く、市長会等へ要望活
動を行っている。

②　定住自立圏での連
携事業については、新
たに２件の事業を構築
することができた。

①　市長会等への要望
のほか、近隣自治体と
共通の行政課題につい
ては、連携して国等に
要望を行っている。
（国道４号拡幅整備、秋
田自動車道４車線化な
ど）

②　定住自立圏内の自
治体間で連携関係が
構築され、情報共有が
行われている。（WS開
催、課長級職員研修）

①　少子高齢化の進展や人口減
少問題など、地方都市は共通の課
題を抱えている。

②　地方交付税の減額など、地方
都市を取り巻く財政状況が依然と
して厳しい中、地方都市では広域
連携による効率的な行政運営が
求められている。

①　地方都市の抱える共通の課題
について、市長会要望のほか、近
隣自治体と連携を図りながら国に
改善要望を行っている。

②　北上市、奥州市、金ケ崎町、
西和賀町の２市２町において「日
高見の国定住自立圏」を形成し
（H27.9）、共生ビジョンに基づき連
携事業を推進するとともに、新規
連携事業の構築を進めるため、分
科会やワークショップを開催して市
町間の協議を活性化させた。

①　人口減少社会への対応とし
て、市単独による定住化への取
組みには限界がある。

②　定住自立圏の具体的事業を
立案するための関係市町担当課
（分科会）における検討の進捗に
ついて、分野によってばらつきが
ある。

③　定住自立圏構想の取組みと
して「圏域小中学生の博物館・記
念館無料化」を平成30年度から
実施しているが、共生ビジョン懇
談会委員から、定住自立圏構想
について圏域住民に十分に認識
されていないとの意見があり、圏
域住民の理解が進んでいない。

④　国の制度改革等が必要な懸
案事項の解決に向け、提言の機
会を逃すことなく活用するため、
国への要望事項を全庁的に協議
する機会がない。
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 運営基盤の強化
と効率的な経営
により施設を適切
に維持し、継続的
なサービス提供
ができているこ
と。

Ｃ
C
(B)

　基準内繰出金の算定
方式の見直しにより一
般会計補助金が減額と
なったことにから、経常
収支比率が98.5%とな
り、最終目標値を大幅
に下回った。

　ストックマネジメント計
画に基づき、老朽施設
を計画的に修繕・更新
していった場合、修繕
費用や減価償却費の
高止まりの状況が、今
後も見込まれる。

①　住宅着工件数が順調に推移し
ており、下水道使用者が増加して
いることから、営業収益は伸びて
いる。

②　H29に総務省が基準内繰出金
の算定方法の見直しを行ったこと
により、基準内繰出金の算定額が
大幅に減少した。

①　下水道未接続世帯の解消の
ため、戸別訪問等の普及促進活
動により、一定の効果が上がって
いる。

②　過去の未普及地域解消事業
により発行した企業債残高が高止
まりを続けており、減価償却費と企
業債償還額は依然として高止まり
を続けている。

①　公共下水道の有収率が低迷
しており、効果的な不明水対策
が求めれらている。

②　基準内繰出金の現算定方式
は今後も継続すると見込まれる
ことから、使用料改定の検討が
急務となっている。

①　ストックマネジメント計画に基
づき、老朽施設を計画的に修繕・
更新していく。

②　水洗化の普及促進活動を今
後も継続して実施していく。

③　コスト削減を意識した下水道
事業経営を行うとともに、適切な
使用料の水準の検討を行う。

事務事業の構成
は適切である。
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■平成29年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部環境 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年度
最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H28実績 H29実績
最終目標

［H32］
最終目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

06-07シティプロモーションの推進

06-07-01シティプロモーションの推進

①
※　都市ブラン
ドサイト・市公式
ＨＰの閲覧数

基幹メディアと
なるＨＰ閲覧数
を測定し、地域
の各種情報へ
の接触度・認知
度・関心度を把
握する。

- -

市公式
HPアクセ

ス数
920,003

今後設
定

- 15.0%

②

※　市主要広報
媒体で良い情
報発信をしてい
ると思う割合

市主要広報媒
体での発信内容
への共感度を測
定し、地域の情
報を自分事とし
て捉えている状
態にあるかどう
かを把握する。
※自分事として
捉えることが、ま
ちづくりへの参
画意欲に繋が
る。

- -
※市民意
識調査に
より測定

今後設
定

- 15.0%

③
※　ブランドメッ
セージの活用件
数（民間・行政）

ブランドメッセー
ジを活用した情
報発信の活発
化度合を測定
し、シティプロ
モーションや魅
力発信活動へ
の理解の浸透
度を把握する。

- -

31件
(民間13

件、行政
18件)

51件 - 10.0%

④
※　ＳＮＳ等で
の地域情報の
発信量

情報発信の活
発化度合を測定
し、市民が主体
となる情報発信
やまちづくりが
活性化している
か把握する。

- -
177件

(市FB投
稿数)

今後設
定

- 10.0%

⑤

※　市民が北上
市へ対し抱いて
いる「愛着度」
「誇り度」「推奨
度」の合計値

「愛着度」等を測
定し、市民がシ
ビックプライドを
持ち、さらなるま
ちづくりの活性
化につながるス
テップにあるか
どうかを把握す
る。

- -
※市民意
識調査に
より測定

今後設
定

- 25.0%

⑥

これからも北上
市に住み続け
たいと思う人の
割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

90.9％ 85.3％
※市民意
識調査に
より測定

90.0％以
上

- 25.0%
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都市ブランドメッ
セージを活用しな
がら、地域の魅
力について、市民
や来訪者等に対
し「伝わる」情報
発信を推進し、地
域への愛着と誇
り（シビックプライ
ド）を高め、地域
への参画意欲を
向上させる。参画
意欲の高まった
市民等のまち育
て活動の結果とし
て、選ばれる都市
としてのブランド
を確立する。

B
B

(C)

①　本格的な取組は平
成29年度からとなって
おり、現指標からは達
成状況を判断しかね
る。

②　「住み続けたいと思
う人の割合」は低下して
いるが、本施策のみで
は判断しかねる。

①　平成27年度に定め
た「シティプロモーショ
ンアクションプラン」の
事業について、順次着
手している。

②　平成29年度に定め
た「都市ブランド推進行
動計画」に基づき、具
体的な取り組みを開始
している。

　「地方創生」の流れの中で、交
流・定住人口の獲得に向けた動き
が加速しており、各自治体間の競
争となっている。

　平成29年度に定めた「都市ブラ
ンド推進行動計画」に基づき、具体
的な取り組みを開始している。

①　「誰に」「何を」「どのように」
「どんなタイミング」で発信してい
くかコーディネートできる人材及
びデザイン力を持った人材が庁
内に不足している。

②　ニーズの把握や分析に基づ
く、広報活動が不足しており、職
員の広報活動全般に関する理解
と知識が十分でない。

③　都市ブランドの認知度と興味
関心を高めていくためには、発信
のコンセプト及びテーマを定め、
魅力を組み合わせて情報の付加
価値を高め、魅せる情報発信を
行う必要がある。

①　市の総合戦略を念頭に、「誰
に」「何を」「どのように」発信し参
画意欲を高めていくか計画を定
め、専門家と連携した情報発信
を推進する。

②　平成29年度に「北上市広報
活動基本指針」及び「アクション
プラン」を定めたことから、既存
の広報媒体の活用とともに、職
員一人一人が広報活動を戦略的
視点を持った都市経営のコミュニ
ケーションツールとして発展させ
ていく。

③　新規に立ち上げる、都市ブラ
ンドサイト等都市プロモーション
用メディアを活用し、都市の魅力
を市内外に発信していく。

今後は、広報活
動も施策構成事
務事業に位置付
ける。
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